
一　

問

題

の

所

在

二　

買

主

の

履

行

遅

滞

と

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

（

取

戻

権

）

（

一

）

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

判

例

（

二

）

連

邦

通

常

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

判

例

及

び

裁

判

例

（

三

）

小

括

三　

売

買

代

金

請

求

権

の

消

滅

時

効

と

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

（

一

）

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

下

級

審

裁

判

例

（

二

）

連

邦

通

常

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

判

例

及

び

裁

判

例

（

三

）

小

括

四　

む

す

び

に

か

え

て

―

日

本

法

へ

の

適

用

と

課

題

―

　

一　

問

題

の

所

在

　

本

稿

は

、

ド

イ

ツ

に

お

け

る

所

有

権

留

保

売

買

契

約

の

対

内

関

係

、

特

に

、

買

主

が

売

買

代

金

の

支

払

を

以

て

遅

滞

に

陥

っ

て

い

る

状

況

下

に

お

け

る

留

保

売

主

の

対

抗

手

段

で

あ

る

留

保

商

品

の

取

戻

し

・

返

還

請

求

の

問

題

に

つ

い

て

、

こ

れ

ま

で

に

現

れ

た

判

例

を

個

別

か

つ

体

系

的

に

分

析

す

る

こ

と

に

よ

り

、

斯

様

な

場

合

に

お

け

る

留

保

売

主

と

買

主

の

地

位

を

浮

き

彫

り

に

す

る

点

に

あ

る

。

　

と

こ

ろ

で

、

既

に

周

知

の

よ

う

に

、

弁

済

期

の

到

来

後

、

債

権

者

が

催

告

し

て

も

、

債

務

者

が

支

払

を

し

な

い

と

き

に

は

、

債

権

者

の

催

告

に

よ

っ

て

債

務

者

は

遅

滞

に

陥

り

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

八

四

条

一

項

一

文

）
、

こ

の

場

合

に

は

、

債

権

者

は

、

債

務

者

が

支

払

を

な

す

た

め

の

相

当

な

期

間

を

定

め

、

こ

の

期

間

の

経

過

後

は

給

付

の

受

領

を

拒

絶

す

る

旨

予

告

し

た

上

で

、

こ

の

期

間

の

経

過

後

に

解

除

す

る

こ

と

が

で

き

る

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

一

項

）
。

こ

の

規

定

は

、

ド

イ

ツ

民

法

に

お

け

る

履

行

遅

滞

に

基

づ

く

債

権

者

の

法

定

解

除

権

を

規

定

し

た

も

の

で

あ

り

、

こ

こ

ま

で

は

日

本

民

法

第

五

四

一

条

と

同

様

の

規

定

で

あ

る

が

、

ド

イ

ツ

に

お

け

る

所

有

権

留

保

売

買

の

場

合

に

は

、

買

主

が

遅

滞

に

陥

っ

て

い

る

と

い

う

事

実

が

あ

る

だ

け

で

、

売

主

に

即

時

解

除

権

を

認

め

う

る

特

則

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

）

も

規

定

さ

れ

て

い

る

。

判

例

に

よ

る

と

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

の

前

提

要

件

が

充

た

さ

れ

な
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ド

イ

ツ

民

法

に

お

け

る

所

有

権

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

　

　

　

　

　

 
　

　

　

　

　

―

判

例

の

体

系

的

考

察

―

石　

　

口　

　

　

　

　

修　

　



く

と

も

、

売

主

は

、

第

四

五

五

条

の

意

味

に

お

い

て

、

所

有

権

留

保

売

買

契

約

を

解

除

す

る

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

解

さ

れ

て

い

る
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）
。

つ

ま

り

、

買

主

が

支

払

を

以

て

遅

滞

に

陥

っ

て

い

る

場

合

に

は

、

留

保

売

主

は

、

右

の

い

ず

れ

か

の

規

定

（

通

常

は

後

者

）

に

よ

っ

て

契

約

を

解

除

し

、

双

務

契

約

の

清

算

（

原

状

回

復

）

と

い

う

意

味

に

お

い

て

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

四

六

条

一

文

）
、

あ

る

い

は

、

留

保

し

た

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

と

い

う

意

味

に

お

い

て
（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

）
、
買

主

に

対

し

て

先

給

付

し

た

留

保

商

品

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

が

、

こ

の

場

合

に

は

、

契

約

を

解

除

せ

ず

に

、

買

主

の

履

行

遅

滞

等

の

義

務

違

反

を

理

由

と

し

て

、

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

を

行

使

し

て

、

買

主

か

ら

留

保

商

品

の

占

有

を

回

復

し

、

こ

れ

に

よ

っ

て

留

保

買

主

に

対

し

て

心

理

的

に

弁

済

を

強

制

し

た

り

、

あ

る

い

は

、

買

主

が

弁

済

し

な

い

と

き

は

そ

の

ま

ま

換

価

し

た

り

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

の

か

と

い

う

問

題

が

生

ず

る

。

契

約

を

解

除

し

て

留

保

商

品

を

取

り

戻

し

て

も

、

既

に

商

品

は

相

当

中

古

品

と

な

っ

て

お

り

、

買

主

か

ら

受

領

し

た

売

買

代

金

が

僅

少

の

場

合

に

は

、

中

古

品

と

な

っ

た

留

保

商

品

を

換

価

し

て

も

損

害

が

生

じ

て

し

ま

う

こ

と

が

あ

る

（

所

謂

「

足

が

出

る

」
）

の

で

、

そ

れ

な

ら

ば

、

第

一

義

的

に

は

、

契

約

は

そ

の

ま

ま

存

続

さ

せ

て

、

買

主

か

ら

弁

済

を

受

け

た

ほ

う

が

得

策

だ

か

ら

で

あ

る

。

こ

れ

は

所

謂

「

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

（r  

u  
・
・

 

‐

c
k
t
r
i
t
t
s
u
n
a
b
h

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 

n
g
i
g
e
s
R

 
 
 
 
 
 
 
 

u  
・
・

 

c
k
n
a
h
m
e
r
e
c
h
t

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

）
」

の

問

題

で

あ

る

。

　

次

に

、

同

じ

く

買

主

が

支

払

を

以

て

遅

滞

に

陥

っ

た

後

に

よ

く

起

こ

る

ケ

ー

ス

で

あ

る

が

、

売

買

代

金

請

求

権

の

消

滅

時

効

と

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

と

の

関

係

に

関

す

る

問

題

が

あ

る

。

動

産

の

所

有

権

留

保

売

買

の

場

合

に

は

、

売

買

代

金

債

権

（

請

求

権

）

の

消

滅

時

効

期

間

は

、

通

常

の

三

〇

年

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

五

条

）

で

は

な

く

、

二

年

と

い

う

短

期

消

滅

時

効

が

適

用

さ

れ

る

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

六

条

一

項

一

号[  

日

本

民

法

第

一

七

三

条

一

号

に

類

似

し

て

い

る]  

）
。

そ

れ

故

、
こ

こ

で

問

題

が

生

ず

る

。

即

ち

、

買

主

が

履

行

遅

滞

に

陥

っ

て

い

て

も

、

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

す

る

と

、

買

主

に

は

給

付

拒

絶

権

が

発

生

し

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

二

条

一

項

）
、

買

主

は

履

行

遅

滞

の

状

況

を

脱

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

斯

様

な

状

況

に

な

る

と

、

売

主

は

買

主

の

履

行

遅

滞

と

い

う

解

除

の

前

提

要

件

を

失

う

こ

と

に

な

る

の

で

、

も

は

や

契

約

を

解

除

す

る

こ

と

は

で

き

な

く

な

る

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

一

項

、

第

四

五

五

条

）
。

こ

う

な

る

と

、

買

主

は

支

払

の

遅

滞

と

い

う

義

務

違

反

の

状

況

に

あ

っ

た

に

も

拘

わ

ら

ず

、

ひ

と

た

び

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

す

る

と

、

履

行

遅

滞

の

状

況

を

脱

し

て

、

正

当

な

占

有

者

の

地

位

を

獲

得

す

る

と

い

う

二

重

の

意

味

に

お

け

る

棚

ぼ

た

的

な

地

位

を

獲

得

す

る

と

い

う

こ

と

に

な

っ

て

し

ま

う

。

こ

の

場

合

に

も

、

売

主

に

は

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

の

意

味

に

お

け

る

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

が

あ

る

の

で

あ

る

が

、

所

有

権

留

保

の

場

合

に

は

、

通

常

、

売

買

代

金

の

完

済

を

停

止

条

件

と

し

て

所

有

権

移

転

が

な

さ

れ

る

こ

と

を

前

提

と

し

て

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

）
、

売

主

が

、

先

給

付

と

い

う

意

味

に

お

い

て

占

有

を

移

転

す

る

約

定

を

す

る

結

果

、

買

主

に

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

一

項

一

文

の

意

味

に

お

け

る

占

有

者

の

返

還

拒

絶

権

が

生

ず

る

外

形

が

備

わ

る

の

で

、

両

者

の

法

条

競

合

が

生

じ

て

し

ま

い

、
売

主

の

所

有

物

返

還

請

求

権
（E

i
g
e
n
t
u
m
s
h
e
r
a
u
s
g
a
b
e
a
n
s
p
r

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

‐

u
c
h

 
 
 

）

と

買

主

の

占

有

権

な

い

し

所

有

期

待

権

（E
i
g
e
n
t
u
m
s
a
n
w
a
r
t
s
c
h
a
f
t
s
r
e
c
h
t

 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

の

う

ち

、
い

ず

れ

が

優

先

す

る

の

か

決

し

難

い

と

い

う

問

題

が

生

ず

る

の

で

あ

る

。

　

そ

こ

で

、

こ

の

問

題

に

関

し

て

は

、

所

有

権

留

保

の

性

質

を

質

権

や

譲

渡

担

保
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権

と

類

似

の

も

の

と

解

し

、

担

保

権

の

存

す

る

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

て

も

、

担

保

権

者

は

担

保

目

的

物

か

ら

満

足

を

求

め

る

こ

と

が

で

き

る

旨

の

規

定

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

一

項

）

や

、

請

求

権

を

担

保

す

る

た

め

権

利

を

譲

渡

し

た

と

き

は

、

そ

の

譲

渡

人

は

請

求

権

の

時

効

消

滅

を

理

由

と

し

て

、

そ

の

受

戻

し

（R  

u  
・
・

 

c
k

 
 

u  
・
・

 

b
e
r
t
r

 
 
 
 
 

‐

a
g
u
n
g

 
 
 
 
 

）

を

請

求

し

え

な

い

旨

の

規

定

（

同

条

二

項

）

を

類

推

適

用

し

、

買

主

の

占

有

権

よ

り

も

、

売

主

の

所

有

物

返

還

請

求

権

の

ほ

う

を

優

先

さ

せ

る

の

か

、

そ

れ

と

も

、

所

有

権

留

保

の

性

質

は

質

権

や

譲

渡

担

保

権

と

は

異

な

る

も

の

と

解

し

、

先

給

付

を

受

け

た

買

主

の

占

有

権

な

い

し

所

有

期

待

権

を

優

先

さ

せ

る

の

か

と

い

う

解

釈

上

の

問

題

が

生

ず

る

こ

と

に

な

る

。

こ

の

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

が

第

二

の

問

題

で

あ

る

。

　

右

に

掲

げ

た

二

つ

の

問

題

に

つ

き

、

本

稿

で

は

、

ド

イ

ツ

の

判

例

を

体

系

的

に

考

察

し

、

そ

の

判

例

法

理

を

探

究

し

、

以

て

、

我

が

国

に

お

け

る

同

種

な

い

し

類

似

の

問

題

を

想

定

し

、

そ

の

解

決

に

関

す

る

方

法

論

の

模

索

を

試

み

て

み

た

い

と

思

う
（

１

）

。

註

（

１

）

判

例

の

総

合

的

な

変

遷

及

び

主

要

学

説

の

概

況

に

関

し

て

は

、

拙

稿

「

ド

イ

ツ

民

法

に

お

け

る

所

有

権

留

保

売

主

の

地

位

」
高

崎

経

済

大

学

論

集

第

三

九

巻

第

四

号

（

一

九

九

七

年

三

月

）

一

九

頁

以

下

所

収

を

参

照

さ

れ

た

い

。

　

二　

買

主

の

履

行

遅

滞

と

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

（

取

戻

権

）

　

（

一

）

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

判

例

　

こ

の

問

題

に

関

し

て

は

、

歴

史

は

古

く

、

既

に

Ｂ

Ｇ

Ｂ

の

制

定

（

一

八

九

六

年

八

月

一

八

日

裁

可

、

一

九

〇

〇

年

一

月

一

日

施

行

）

前

か

ら

判

例

に

現

れ

て

い

る

。

ま

ず

左

に

紹

介

す

る

判

例

は

、

ド

イ

ツ

普

通

法

（G
e
m
e
i
n
e
s
r
e
c
h
t

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

な

ら

び

に

ヴ

ァ

ル

デ

ッ

ク

地

方

特

別

法

（w
a
l
d
e
c
k
e
r
P
a
r
t
i
k
u
l
a
r
r
e
c
h
t

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

の

適

用

下

に

あ

っ

た

判

例

で

あ

る

が

、

こ

の

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

判

例

で

は

、

普

通

法

に

お

け

る

留

保

さ

れ

た

所

有

権

の

合

意

（p
a
c
t
u
m
r
e
s
e
r
v
a
t
i
d
o
m
i
n
i
i

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

）（
２

）
 

の

考

え

方

が

適

用

さ

れ

て

い

る

よ

う

で

あ

る

。

註

（

２

）

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

の

所

有

権

留

保

規

定

は

、

こ

の

普

通

法

の

p
a
c
t
u
m

 
 
 
 
 
 
 

 

r
e
s
e
r
v
a
t
i
d
o
m
i
n
i
i

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

（

以

下

、p
r
d

 

 
 

と

略

記

す

る

）

に

対

応

し

て

い

る

も

の

と

解

さ

れ

て

い

る

が 
（J

.
v
o
n
S
t
a
u
d
i
n
g
e
r
s
K
o
m
m
e
n
t
a
r
z
u
m
B
G
B
,

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 

 

2
.
B
u
c
h
,
1
3
.
,
A
u
f
l
.
,

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

　

1
9
9
5
,

 
 
 
 
 

§
4
5
5
B
G
B
[
H
e
i
n
l
i
c
h
H
o
n
s
e
l
l
]
,
R
d
n
r
.
1
[

 
 
 
 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

以

下

、S
t
a
u
d
i
n
g
e
r
/
H
o
n
s
e
l
l
,

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

　

R
d
n
r
.

 

 
 
 
 

と

略

記

す

る]  

）
、

普

通

法

に

は

消

費

者

信

用

と

い

う

考

え

方

は

存

在

せ

ず

、

ま

た

、p
r
d

 

 
 

と

い

う

制

度

は

、

確

か

に

給

付

者

信

用

に

関

す

る

も

の

で

は

あ

る

が

、

元

来

、

不

動

産

売

買

に

関

す

る

も

の

で

あ

っ

た

と

い

う

理

由

か

ら

、

こ

の

普

通

法

上

の

制

度

は

、
継

続

的

な

発

展

と

い

う

観

点

か

ら

は

現

行

法

の

源

泉

で

は

な

い

と

解

さ

れ

て

い

る
（G

o
t
t
f
r
i
e
d
S
c
h
i
e
m
a
n
n
,

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 �

b
e
r
d
i
e
F
u
n
k
t
i
o
n
d
e
s
p
a
c
t
u
m
r
e
s
e
r
v
a
t

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

i  

　

d
o
m
i
n
i
i
w

 
 
 

 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 

h
r
e
n
d
d
e
r
R
e
z
e
p
t
i
o
n
d
e
s
r

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

o  
・
・

 

m
i
s
c
h
e
n
R
e
c
h
t
s
i
n
I
t
a
r
i
a
n
u
n
d

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

M
i
t
t
e
l
e
u
r
o
p
a
,
S
Z
9
3
[
1
9
7
6
]
,
S
.
1
6
1
f
f
.
[
1
6
2

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

‐1
6
3
]

 
 
 
 

）
。

因

み

に

、p
r
d

 

 
 

は

、

通

常

、

ユ

ス

テ

ィ

ニ

ア

ヌ

ス

帝

の

ロ

ー

マ

法

大

全

上

の

権

利

に

よ

る

根

拠

付

け

が

行

わ

れ

て

い

る

（v
g
l
.
S
c
h
i
e
m
a
n
n
,
a
.
a
.
O
.
,
S
.
1
6
3

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

）
。

確

か

に

、

ロ

ー

マ

法

に

は

直

接

所
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有

権

留

保

を

扱

う

制

度

は

な

か

っ

た

が

（S
t
a
u
d
i
n
g
e
r
/
H
o
n
s
e
l
l
,
R
d
n
r
.
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

）
、

引

渡

し

を

受

け

た

買

主

は

代

金

を

支

払

い

、

ま

た

は

、

質

権

設

定

も

し

く

は

保

証

人

設

定

に

よ

る

担

保

を

給

付

し

た

場

合

に

の

み

所

有

権

を

取

得

す

る

旨

の

規

定

（J
u
s
t
i
n
i
a
n
.
I
n
s
t
i
t
u
t
i
o
n
e
n
,
2
,
1
,
4
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

が

あ

り

、

そ

の

結

果

、

代

金

支

払

ま

で

買

主

が

使

用

賃

借

人

（M
i
e
t
e
r

 

 
 
 
 
 

）

あ

る

い

は

恩

恵

に

よ

る

小

作

人

（P
r
e
k
a
r
i
s
t
e
n

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
、

時

に

は

、

質

入

れ

債

務

者

と

い

う

地

位

に

あ

る

こ

と

に

よ

っ

て

、

信

用

で

譲

渡

し

た

売

主

の

た

め

の

担

保

的

効

力

を

達

成

し

て

い

た

と

解

さ

れ

て

い

る

（J  

o  
・
・

 

r
s
/
K
u
n
k
e
l
/

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

　

W
e
n
g
e
r
,
R

 

 
 
 
 
 
 
 

o  
・
・

 

m
i
s
c
h
e
s
R
e
c
h
t
,
n
e
u
b
e
a
r
b
e
i
t
e
t
v
o
n
H
.

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

H
o
n
s
e
l
l
/

 

 
 
 
 
 
 
 

T
.
M
a
y
e
r

 

 
 

 
 
 
 

‐

M
a
l
y
/
W
.
S
e
l
b
,
4
.
A
u
f
l
.
,
1
9
8
7
,

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

§
6
2
[
M
a
y
e
r

 
 
 
 

 
 
 
 

‐M
a
l
y
]
S
.
1
6
3

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
。
　

し

か

し

、p
r
d

 

 
 

は

ロ

ー

マ

法

自

体

か

ら

発

展

し

た

も

の

で

は

な

い

と

い

う

異

説

の

存

在

も

指

摘

さ

れ

て

い

る

（S
c
h
i
e
m
a
n
n
,
a
.
a
.
O
.
,
S
.
1
6
3

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

）
。

な

お

、

以

上

の

点

に

関

し

て

は

別

稿

に

お

い

て

詳

し

く

論

ず

る

こ

と

と

す

る

。

　

﹇

１

﹈

Ｒ

Ｇ

（

第

三

民

事

部

）

一

八

八

二

年

七

月

一

一

日

判

決

（R
G
Z
7
,
1
4
7

 

 

 
 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、
一

八

七

五

年

一

二

月

一

四

日

、
Ａ

に

三

一

五

〇

マ

ル

ク

で

建

物

を

売

却

し

た

。
Ａ

は

、

Ｘ

に

代

金

の

半

額

一

五

七

五

マ

ル

ク

を

支

払

っ

た

が

、

残

金

は

一

八

七

六

年

五

月

一

日

ま

で

に

支

払

う

こ

と

と

し

た

。

こ

の

売

買

に

際

し

て

、
Ｘ

は

代

金

の

完

済

ま

で

所

有

権

を

留

保

し

て

い

た

が

、
目

的

物

で

あ

る

建

物

は

Ａ

に

引

き

渡

し

た

。

Ａ

が

一

八

七

九

年

に

死

亡

し

、

相

続

人

が

相

続

を

放

棄

し

た

の

で

、

Ｙ

が

財

産

管

理

人

に

な

っ

た

。

　

Ｘ

は

、

遺

産

が

完

全

に

債

務

超

過

で

あ

る

こ

と

を

理

由

と

し

て

、

Ｙ

に

対

し

て

建

物

の

返

還

を

請

求

し

た

が

、

Ｙ

が

こ

れ

を

拒

絶

し

た

た

め

、

Ｘ

は

、

建

物

の

返

還

及

び

一

八

八

一

年

六

月

二

四

日

か

ら

の

履

行

遅

滞

に

よ

る

損

害

賠

償

を

訴

求

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、
既

に

支

払

っ

た

代

金

一

五

七

五

マ

ル

ク

の

返

還

と

の

引

換

給

付

を

求

め

る

反

訴

を

提

起

し

た

。

原

審

は

、

Ｘ

の

所

有

権

留

保

を

認

定

し

た

上

で

、

Ｘ

の

請

求

を

認

容

し

、

Ｙ

の

反

訴

を

棄

却

し

た

。
そ

こ

で

Ｙ

は

、
Ｘ

は

売

買

目

的

物

の

返

還

請

求

は

で

き

な

い

こ

と

、

ま

た

、

売

却

さ

れ

た

建

物

の

返

還

請

求

を

許

す

こ

と

は

、

売

主

が

買

主

に

占

有

を

保

証

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

と

い

う

原

則

と

矛

盾

す

る

こ

と

を

理

由

と

し

て

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

上

告

棄

却

　

「

売

却

さ

れ

た

物

の

所

有

権

が

売

買

代

金

の

支

払

ま

で

売

主

Ｘ

に

留

保

さ

れ

る

と

い

う

契

約

に

は

、

停

止

条

件

と

解

除

条

件

と

が

み

ら

れ

、

買

主

が

売

買

代

金

を

支

払

う

と

き

に

は

、
買

主

は

引

き

渡

さ

れ

た

物

の

保

持

請

求

権

を

有

す

る

に

過

ぎ

な

い

と

い

う

契

約

当

事

者

の

合

意

が

あ

る

。
 

…

　

所

有

権

留

保

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

の

行

使

は

、
買

主

に

よ

っ

て

既

に

支

払

わ

れ

た

一

部

売

買

代

金

の

求

償

を

前

提

要

件

と

す

べ

き

で

あ

り

、

あ

る

い

は

、

こ

の

一

部

代

金

額

の

返

還

と

い

う

反

対

請

求

権

を

買

主

に

与

え

る

べ

き

と

い

う

Ｙ

の

見

解

は

、
所

有

権

留

保

が

売

買

契

約

そ

れ

自

体

の

前

提

要

件

に

な

っ

て

い

た

と

す

る

と

適

切

で

あ

る

。
 

…

　

売

買

契

約

に

お

け

る

所

有

権

留

保

の

目

的

は

、
信

用

売

買

の

代

金

に

よ

っ

て

考

え

ら

れ

う

る

最

大

限

の

担

保

を

売

主

に

与

え

る

こ

と

に

あ

る

。
引

渡

し

の

効

力

や

買

主

へ

の

売

却

物

の

所

有

権

移

転

は

、

停

止

条

件

で

あ

る

に

せ

よ

、

解

除

条

件

で

あ

る

に

せ

よ

、

い

ず

れ

に

し

て

も

条

件

付

け

ら

れ

る

こ

と

に

よ

っ

て

、

こ

の

目

的

は

達

せ

ら

れ

る

。
 

…

　

買

主

が

売

却

物

を

返

還

し

た

と

き

に

は

、
売

買

契

約

は

解

除

さ

れ

る

と

い

う

見

解

は

承

認

さ

れ

な

い

。

…

売

買

契

約

及

び

こ

れ

に

よ

っ

て

生

じ

た

債

務

が

存

続

す

る

と

き

に

は

、
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所

有

権

留

保

に

よ

っ

て

物

を

使

用

さ

せ

、

物

の

返

還

を

請

求

す

る

売

主

に

は

、

売

買

契

約

の

履

行

に

お

い

て

給

付

さ

れ

た

割

賦

代

金

の

償

還

義

務

は

な

い

。
 

…

買

主

の

支

払

不

能

が

発

生

す

る

場

合

に

お

い

て

、

売

却

物

の

価

値

が

低

下

し

た

と

き

に

も

、

物

の

返

還

を

請

求

し

た

売

主

に

は

、

既

に

給

付

さ

れ

た

割

賦

代

金

の

返

還

義

務

が

あ

る

と

す

る

と

、

信

用

売

買

の

た

め

に

最

大

限

の

担

保

を

売

主

に

与

え

る

と

い

う

所

有

権

留

保

の

目

的

は

無

に

帰

せ

し

め

ら

れ

よ

う

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

買

主

が

履

行

遅

滞

に

陥

っ

た

と

き

に

は

、

売

主

は

契

約

を

解

除

せ

ず

に

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

、

こ

の

場

合

、

買

主

は

、

既

に

支

払

っ

た

一

部

代

金

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

旨

判

示

し

た

も

の

で

あ

る

。

　

本

判

決

は

普

通

法

適

用

下

の

判

例

で

あ

り

、

所

有

権

留

保

売

買

の

性

質

が

停

止

条

件

付

き

で

あ

る

か

、

解

除

条

件

付

き

で

あ

る

か

が

ま

だ

決

せ

ら

れ

て

い

な

い

が
（

３

）

、

そ

の

目

的

は

信

用

売

買

の

代

金

に

よ

っ

て

考

え

ら

れ

う

る

最

大

限

の

担

保

を

売

主

に

与

え

る

こ

と

に

あ

る

と

解

さ

れ

て

お

り

、

基

本

的

に

、

所

有

権

留

保

契

約

は

売

買

代

金

債

権

を

担

保

す

る

た

め

に

行

わ

れ

る

と

い

う

認

識

に

立

脚

し

て

い

る

。

こ

の

点

は

、

後

掲

す

る

Ｂ

Ｇ

Ｂ

施

行

下

に

お

け

る

多

く

の

判

例

の

基

本

的

視

座

と

一

致

し

て

お

り

、

こ

の

意

味

に

お

い

て

、

本

判

決

は

、

不

動

産

に

関

す

る

事

案

で

は

あ

る

が

、

先

例

た

る

意

義

を

有

す

る

判

例

で

あ

る

と

い

え

よ

う

。

　

ま

た

、

本

判

決

は

、

買

主

に

履

行

遅

滞

が

発

生

し

た

場

合

に

は

、

売

主

は

契

約

を

解

除

し

な

く

と

も

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

解

し

て

お

り

、

こ

の

点

も

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

る

判

例

法

理

及

び

通

説

の

出

発

点

と

な

っ

て

い

る

。

註

（

３

）

こ

の

問

題

に

つ

い

て

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

草

案

に

お

い

て

は

未

定

で

あ

り

（M
o
t
i
v
e
z
u
d
e
m
E
n
t
w
u
r
f
e
e
i
n
e
s
B
G
B
,
B
d
.

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 

Ⅱ
.
R
e
c
h
t
d
e
r
S
c
h
u
l
d
v
e
r
h

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 

‐

l
t
n
i
s
s
e
,

 
 
 
 
 
 
 
 

S
.
3
1
9

 
 
 
 
 

）
、

第

二

草

案

に

お

い

て

漸

く

、

売

主

の

意

図

と

正

当

な

要

求

に

適

う

も

の

と

の

理

由

付

け

に

よ

り

、
疑

わ

し

い

と

き

は

停

止

条

件

と

解

す

べ

き

も

の

と

い

う

解

釈

規

定

を

採

用

す

る

こ

と

に

決

定

さ

れ

た

も

の

で

あ

る

（S
t
a
u
d
i
n
g
e
r
/

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　

H
o
n

 

 
 

s
e
l
l
,
R
d
n
r
.
1

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

）
。

右

の

点

を

詳

述

す

る

と

、

即

ち

、

第

一

草

案

に

お

い

て

は

、

所

有

権

留

保

は

物

上

法

律

行

為

に

関

す

る

制

度

で

あ

り

、

物

権

契

約

を

条

件

付

け

る

こ

と

は

あ

っ

て

も

、

債

権

契

約

を

条

件

付

け

る

こ

と

は

な

く

、
債

権

契

約

に

は

影

響

を

及

ぼ

さ

な

い

も

の

と

解

さ

れ

て

い

た

（M
o
t
i
v
e

 

 
 
 
 
 

Ⅱ
,
i
b
i
d
.

 
 
 
 
 
 

）
。

こ

の

意

味

に

お

い

て

、

何

ら

細

部

に

関

す

る

議

論

は

な

さ

れ

な

か

っ

た

の

で

あ

る

。

次

に

、

第

二

草

案

に

お

い

て

は

、

第

一

提

案

と

し

て

、
「

動

産

の

売

主

が

売

買

契

約

に

基

づ

く

自

己

の

請

求

権

を

担

保

す

る

た

め

物

の

所

有

権

を

留

保

し

た

場

合

に

お

い

て

、
そ

の

物

が

買

主

に

引

き

渡

さ

れ

た

と

き

は

、
こ

れ

に

よ

り

、
不

履

行

に

よ

る

契

約

解

除

権

が

留

保

さ

れ

た

も

の

と

み

な

す

」

旨

の

規

定

が

あ

り

、

第

二

提

案

と

し

て

、
「

動

産

売

買

に

お

い

て

、

売

主

が

売

買

代

金

の

支

払

ま

で

買

主

に

引

き

渡

し

た

物

の

所

有

権

を

留

保

し

た

場

合

に

お

い

て

、
疑

わ

し

い

と

き

は

、

売

買

代

金

の

完

済

を

停

止

条

件

と

し

て

、

こ

の

物

を

買

主

に

譲

渡

し

た

も

の

と

し

、

買

主

が

支

払

を

以

て

遅

滞

に

陥

っ

た

と

き

は

、

売

主

は

契

約

を

解

除

す

る

権

利

を

有

す

る

も

の

と

す

る

」

旨

の

規

定

が

あ

り

、

更

に

、

第

二

提

案

に

は

「

停

止

条

件

と

し

て

」

と

い

う

文

言

を

「

解

除

条

件

と

し

て

」

と

い

う

文

言

に

換

え
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る

べ

き

で

あ

る

と

い

う

復

提

案

が

あ

っ

た

（P
r
o
t
o
k
o
l
l
e
d
e
r
K
o
m
m
i
s
s
i
o
n
f

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

u  
・
・

 

r  
 

d
i
e
z
w
e
i
t
e
L
e
s
u
n
g
d
e
s
E
n
t
w
u
r
f
s
d
e
s
B

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

G
B
,
B
d
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Ⅱ
.
R
e
c
h
t
d
e
r
S
c
h
u
l
d
v
e
r
h

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 

l
t
n
i
s
s
e
,
1
8
9
8
,
S
.
7
8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

‐7
9

 
 

）
。

し

か

し

、

右

第

一

提

案

に

よ

る

と

、

売

買

契

約

に

お

け

る

所

有

権

留

保

の

債

権

的

効

果

だ

け

が

決

せ

ら

れ

、
物

権

的

効

果

が

無

視

さ

れ

る

こ

と

に

な

っ

て

不

十

分

で

あ

り

、

ま

た

、

当

事

者

意

思

は

、

契

約

の

内

容

か

ら

あ

る

程

度

ま

で

読

み

取

り

う

る

の

で

、
不

十

分

に

表

明

さ

れ

た

当

事

者

の

意

図

を

解

釈

規

定

の

設

定

に

よ

っ

て

補

充

す

る

こ

と

で

十

分

で

あ

る

と

の

理

由

か

ら

、
第

二

提

案

に

絞

ら

れ

、

更

に

、

停

止

条

件

か

解

除

条

件

か

と

い

う

問

題

に

関

し

て

は

、

割

賦

販

売

の

場

合

が

念

頭

に

置

か

れ

、

こ

の

場

合

に

お

い

て

、

代

金

完

済

ま

で

目

的

物

の

所

有

権

が

売

主

に

残

ら

な

い

と

き

に

は

所

有

権

留

保

の

意

味

が

な

く

、

ま

た

、

法

律

が

こ

の

売

主

の

正

当

な

要

求

に

応

じ

な

い

と

す

る

と

、
売

主

は

使

用

賃

貸

借

の

締

結

を

す

る

し

か

担

保

の

道

が

な

い

こ

と

に

な

っ

て

不

適

切

で

あ

る

と

の

理

由

か

ら

、
停

止

条

件

が

契

約

の

意

味

に

最

も

適

合

す

る

も

の

と

決

定

さ

れ

た

の

で

あ

る

（v
g
l
.
P
r
o
t
o
k
o
l
l
e

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ⅱ
,
a
.
a
.
O
.
,
S
.
8
1

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

）
。

　

﹇

２

﹈

Ｒ

Ｇ

（

第

二

民

事

部

）

一

九

〇

八

年

二

月

四

日

判

決

（R
G
Z
6
7
,
3
8
3

 

 

 
 

 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｙ

は

、

Ｂ

か

ら

建

物

を

使

用

賃

借

し

、

店

舗

営

業

を

営

ん

で

い

た

が

、

一

九

〇

二

年

五

月

二

〇

日

、

Ｙ

は

、

こ

の

店

舗

の

営

業

権

を

属

具

（I
n
v
e
n
t
a
r

 
 
 
 
 
 
 
 

）

及

び

そ

の

他

の

動

産

類

一

切

と

と

も

に

割

賦

代

金

総

額

一

二

万

五

〇

〇

〇

マ

ル

ク

で

Ａ

に

売

却

し

、
同

時

に

建

物

を

転

貸

し

た

。

Ｙ

は

、
売

買

代

金

の

完

済

ま

で

売

買

目

的

物

の

所

有

権

を

留

保

し

た

。

Ａ

は

、
Ｙ

に

三

万

マ

ル

ク

ま

で

弁

済

し

た

と

こ

ろ

で

、
一

九

〇

六

年

二

月

三

日

に

破

産

し

た

。

一

九

〇

六

年

一

月

二

九

日

、

Ｂ

は

、

使

用

賃

料

の

不

払

い

を

理

由

と

し

て

、

Ｙ

と

Ａ

に

解

約

告

知

し

た

。

Ｂ

は

、

Ａ

の

破

産

管

財

人

Ｘ

に

対

し

て

、

店

舗

及

び

属

具

の

返

還

を

請

求

し

、

Ｘ

は

こ

れ

に

応

じ

て

、

Ｙ

に

店

舗

な

ら

び

に

属

具

を

引

き

渡

し

た

が

、

そ

の

属

具

の

中

に

は

Ａ

が

持

ち

込

ん

だ

動

産

も

あ

っ

た

の

で

、
Ｘ

は

属

具

の

返

還

を

請

求

し

た

。

そ

の

間

、

Ｙ

は

新

た

な

使

用

賃

貸

借

契

約

を

Ｂ

と

締

結

し

て

店

舗

営

業

を

継

続

し

、

Ｙ

は

、

一

九

〇

七

年

一

月

一

日

に

本

件

属

具

を

含

む

動

産

の

一

切

を

店

舗

と

と

も

に

新

た

な

転

借

人

に

売

却

し

た

。

　

Ｙ

が

返

還

に

応

じ

な

い

の

で

、

Ｘ

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

、

第

三

四

六

条

、

割

賦

販

売

法

五

条

に

よ

る

契

約

の

解

除

を

理

由

と

し

て

、
本

件

属

具

の

代

金

か

ら

使

用

料

や

損

耗

料

等

を

差

し

引

き

、
既

に

支

払

っ

た

代

金

と

と

も

に

七

万

七

〇

〇

〇

マ

ル

ク

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

原

審

は

、

Ｘ

に

は

請

求

理

由

が

な

く

、

ま

た

解

除

権

も

な

い

と

し

て

、

Ｘ

の

請

求

を

棄

却

し

た

。

Ｘ

は

こ

れ

を

不

服

と

し

て

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

上

告

棄

却

　

「

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

は

、

動

産

売

買

と

関

わ

る

に

過

ぎ

ず

、

不

動

産

売

買

へ

の

適

用

を

排

除

し

て

い

る

。
疑

わ

し

い

と

き

に

は

代

金

の

完

済

と

い

う

停

止

条

件

付

き

所

有

権

譲

渡

を

意

味

す

る

と

い

う

第

四

五

五

条

と

は

異

な

り

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

二

五

条

二

項

に

は

、

条

件

付

き

ま

た

は

期

限

付

き

の

不

動

産

譲

渡

に

関

す

る

物

権

的

合

意

は

無

効

と

す

る

旨

、
明

文

で

規

定

さ

れ

て

い

る

。
更

に

、
第

四

五

五

条

は

所

有

権

留

保

を

前

提

要

件

と

し

て

い

る

。

し

か

し

、

所

有

権

留

保

は

、

有

体

物

と

い

う

意

味

に

お

け

る

物

の

場

合

に

の

み

可

能

で

あ

り

（

第

九

〇

条

）
、

店

舗

を

全

体

と

し

て

、

つ

ま

り

、

店

舗

の

一

部

を

成

す

物

、

権

利

、

無

体

財

産

の

総

体

を

譲

渡

す

る

契

約

の

場

合

に

は

不

可

能

で

あ

る

。
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代

金

不

払

い

の

場

合

に

は

、

売

主

が

、

売

買

契

約

を

解

除

せ

ず

、

ま

た

、

受

領

し

た

賦

払

金

の

返

還

を

要

せ

ず

し

て

、

そ

の

目

的

物

の

返

還

を

請

求

で

き

、

遅

滞

し

た

代

金

の

支

払

と

引

換

に

の

み

、

再

返

還

（W
i
e
d
e
r
h
e
r
a
u
s
g
a
b
e

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

す

べ

き

義

務

を

負

う

と

い

う

意

味

に

お

い

て

の

み

、
所

有

権

留

保

は

有

効

で

あ

る

。

こ

の

権

限

が

不

当

利

得

の

原

因

と

な

る

こ

と

は

な

い

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

営

業

権

と

属

具

を

含

む

店

舗

一

式

の

所

有

権

留

保

売

買

が

な

さ

れ

た

場

合

に

は

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

は

適

用

さ

れ

な

い

旨

判

示

し

て

い

る

。

即

ち

、

本

判

決

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

は

、

個

別

動

産

の

売

買

に

の

み

適

用

さ

れ

、

不

動

産

は

勿

論

、

店

舗

を

全

体

と

し

て

、

つ

ま

り

、

店

舗

の

一

部

を

成

す

物

、

権

利

、

無

体

財

産

の

総

体

の

売

買

に

も

適

用

さ

れ

な

い

も

の

と

解

し

た

判

例

で

あ

る

。

し

か

し

、

本

判

決

が

学

説

等

に

よ

く

引

用

さ

れ

る

の

は

、

こ

の

判

旨

部

分

で

は

な

く

、

寧

ろ

、

判

決

理

由

後

半

の

傍

論

部

分

に

お

い

て

、

買

主

の

履

行

遅

滞

の

場

合

に

は

、

留

保

売

主

は

、

契

約

を

解

除

し

な

く

と

も

、

ま

た

、

受

領

し

た

一

部

代

金

額

を

返

還

し

な

く

と

も

、

売

買

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

、

売

主

は

不

当

利

得

に

は

な

ら

な

い

旨

判

示

し

た

点

、

及

び

、

留

保

売

主

は

、

買

主

が

遅

滞

し

た

代

金

の

支

払

と

引

き

換

え

に

の

み

、

給

付

（

所

有

権

移

転

）

義

務

を

負

う

旨

判

示

し

た

点

で

あ

る

。

こ

れ

は

、

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

が

基

本

的

に

判

例[  

１]  

（R
G
Z
7
,
1
4
7

 

 

 

 
 
 
 
 

）

と

同

一

の

考

え

方

に

立

つ

こ

と

を

示

し

た

も

の

で

あ

る

。

　

﹇

３

﹈

Ｒ

Ｇ

（

第

二

民

事

部

）

一

九

二

七

年

一

一

月

一

一

日

判

決

（R
G
Z
1
1
9
,
6
4

 

 

 
 

 

 

 
 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

所

有

権

を

留

保

し

て

、

総

額

四

六

五

五

・

六

五

マ

ル

ク

で

雌

牛

七

頭

を

酪

農

業

者

Ｙ

に

売

却

し

た

。

そ

の

う

ち

、

Ｙ

が

屠

畜

（S
c
h
l
a
c
h
t
v
i
e
h

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

を

Ｘ

に

給

付

し

た

こ

と

に

よ

っ

て

、

二

〇

〇

五

・

六

五

マ

ル

ク

が

弁

済

さ

れ

た

。

Ｙ

は

、

残

金

二

六

五

〇

マ

ル

ク

の

た

め

、

一

九

二

五

年

六

月

一

五

日

を

満

期

と

す

る

自

己

引

受

為

替

手

形

（A
k
z
e
p
t

 

 
 
 
 
 

）

を

Ｘ

に

交

付

し

た

が

、

こ

れ

は

そ

の

後

満

期

に

決

済

さ

れ

ず

、

拒

絶

証

書

が

作

成

さ

れ

て

い

る

。

Ｘ

は

、

そ

の

後

も

所

有

権

を

留

保

し

て

、

雌

牛

六

頭

を

総

額

三

四

八

〇

マ

ル

ク

で

Ｙ

に

売

却

し

た

。

こ

の

代

金

に

つ

い

て

も

、

満

期

を

一

九

二

五

年

七

月

八

日

と

し

、

買

主

負

担

と

す

る

割

引

諸

掛

が

計

算

さ

れ

、

三

五

九

一

・

四

〇

マ

ル

ク

で

設

定

さ

れ

た

手

形

が

交

付

さ

れ

た

が

、

こ

れ

も

そ

の

後

決

済

さ

れ

て

い

な

い

。

そ

こ

で

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

未

払

代

金

総

額

六

二

四

一

・

四

〇

マ

ル

ク

の

支

払

も

し

く

は

雌

牛

一

三

頭

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

原

審

が

Ｘ

の

請

求

を

認

容

し

た

の

で

、

Ｙ

は

こ

れ

を

不

服

と

し

て

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

破

棄

差

戻

　

「

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

よ

る

と

、

所

有

権

留

保

は

、

買

主

の

支

払

遅

滞

の

場

合

に

お

い

て

、

疑

わ

し

い

と

き

に

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

四

六

条

な

い

し

第

三

五

八

条

（

解

除

の

効

果

＝

原

状

回

復[  

第

三

四

六

条]  

、

返

還

不

能

に

よ

る

損

害

賠

償[  

第

三

四

七

条]  

、

引

換

給

付

義

務[  

第

三

四

八

条]  

、

解

除

は

意

思

表

示

に

よ

る[  

第

三

四

九

条]  

等

。

以

上

筆

者

註

）

に

よ

り

、
当

事

者

が

互

い

に

受

領

し

た

給

付

を

返

還

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

と

い

う

効

果

に

よ

り

、

契

約

を

解

除

す

る

権

限

を

動

産

の

売

主

に

与

え

る

も

の

で

あ

る

。

控

訴

審

は

、

所

有

権

留

保

の

行

使

は

、

簡

単

に

契

約

を

解

除

す

る

こ

と

を

意

味

せ

ず

、

つ

ま

り

、

売

買

代

金

の

支

払

請

求

権

は

物

権

的

返

還

請

求

権

に

よ

っ

て

不

可

能

に

な

る

も

の

で

は

な

く

、
売

買

代

金

請

求

権

は

返

還

請

求

権

と

対

立

矛

盾

す

る

も

の

で

は

な

い

と

い

う

が

、
こ

れ

は

法
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律

に

違

背

す

る

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

買

主

が

履

行

遅

滞

に

陥

っ

た

場

合

に

は

、

留

保

売

主

に

は

解

除

権

が

与

え

ら

れ

る

に

過

ぎ

ず

、

留

保

売

主

が

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

に

よ

り

、

契

約

は

解

除

さ

れ

た

こ

と

に

な

り

、

代

金

請

求

は

で

き

な

く

な

る

旨

判

示

し

た

も

の

で

あ

る

。

こ

の

考

え

方

は

、

割

賦

販

売

法

五

条

が

、

割

賦

売

主

に

よ

り

商

品

が

取

り

戻

さ

れ

た

場

合

に

は

、

売

主

は

契

約

を

解

除

し

た

も

の

と

見

な

さ

れ

る

旨

規

定

し

て

い

る

点

と

符

合

し

て

お

り

、

割

賦

販

売

法

の

適

用

さ

れ

な

い

所

有

権

留

保

売

買

に

同

条

を

類

推

適

用

し

た

も

の

と

解

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

　

い

ず

れ

に

し

て

も

、

こ

こ

に

至

っ

て

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

考

え

方

は

大

き

く

方

向

転

換

し

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

な

く

な

っ

た

。

多

少

考

え

方

は

異

な

る

が

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

な

い

と

い

う

傾

向

は

、

次

の

判

例

で

も

同

様

で

あ

る

。

　

﹇

４

﹈

Ｒ

Ｇ

（

第

一

民

事

部

）

一

九

三

四

年

二

月

二

八

日

判

決

（R
G
Z
1
4
4
,
6
2

 

 

 
 

 

 

 
 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｙ２

 

は

、

Ａ

か

ら

客

室

（G
a
s
t
r

 

 
 
 
 

a  
・
・

 

u
m
e

 
 

 

）

を

用

益

賃

借

し

た

が

、

そ

の

客

室

に

は

前

用

益

賃

借

人

Ｘ

が

備

え

付

け

た

属

具

が

あ

っ

た

。

一

九

三

一

年

三

月

二

九

日

、

Ｘ

は

、

こ

の

属

具

一

式

を

、

売

買

代

金

の

完

済

ま

で

所

有

権

を

留

保

し

つ

つ

、

二

〇

四

四

五

・

八

四

マ

ル

ク

で

Ｙ２

 

に

売

却

し

た

。

Ｙ２

 

は

契

約

時

に

二

〇

〇

〇

マ

ル

ク

を

支

払

い

、
引

渡

時

に

七

〇

〇

〇

マ

ル

ク

を

支

払

う

こ

と

と

し

、
残

金

は

同

年

一

二

月

一

日

か

ら

月

払

い

で

支

払

う

こ

と

と

し

た

。

売

買

代

金

の

う

ち

、

九

〇

〇

〇

マ

ル

ク

が

支

払

わ

れ

た

と

こ

ろ

で

、

一

九

三

二

年

三

月

一

一

日

、

Ｙ２

 

の

破

産

手

続

が

開

始

さ

れ

、

Ｙ１

 

が

破

産

管

財

人

に

就

任

し

た

。

　

Ｘ

は

、

Ｙ１

 

及

び

Ｙ２

 

に

対

し

て

、

所

有

権

留

保

に

基

づ

い

て

売

買

目

的

物

の

返

還

を

請

求

し

、

ま

た

、

不

履

行

に

よ

る

損

害

賠

償

も

訴

求

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ２

 

は

、

既

に

支

払

っ

た

一

部

代

金

九

〇

〇

〇

マ

ル

ク

の

返

還

と

の

引

換

給

付

判

決

を

求

め

た

（

な

お

、

Ｙ１

 

の

行

動

は

事

実

関

係

か

ら

は

明

ら

か

で

は

な

い

）
。

第

一

審

は

、

Ｘ

に

要

求

さ

れ

、

Ｘ

に

よ

っ

て

な

さ

れ

た

宣

誓

に

依

拠

し

て

、

宣

誓

あ

る

場

合

に

は

、

目

的

物

の

返

還

請

求

を

認

容

し

、

宣

誓

な

き

場

合

に

は

、

九

〇

〇

〇

マ

ル

ク

の

返

還

と

の

引

換

給

付

と

す

る

旨

判

示

し

、

Ｘ

の

請

求

を

認

容

し

た

。

Ｙ２

 

は

こ

れ

を

不

服

と

し

て

控

訴

し

た

が

、

原

審

は

こ

の

控

訴

を

棄

却

し

た

。

そ

こ

で

Ｙ２

 

は

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

破

棄

差

戻

　

「

…

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

が

所

有

権

留

保

を

動

産

売

買

の

場

合

に

限

定

し

て

い

る

の

と

同

様

、

割

賦

販

売

法

も

動

産

売

買

に

限

定

さ

れ

、

ま

た

、

民

法

に

お

い

て

、

物

は

有

体

物

に

限

ら

れ

る

が

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

〇

条

）
、

有

体

物

の

多

数

の

売

買

は

、

割

賦

販

売

法

及

び

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

の

規

定

に

含

ま

れ

る

こ

と

は

自

明

で

あ

り

、
目

的

物

が

総

括

表

示

さ

れ

る

場

合

も

勿

論

自

明

で

あ

る

（R
G
Z
5
3
,
S
.
2
2
0
;
W
a
r
n
R
s
p
r
.
,
1
9
0
9
,
N
r
.
1
9
8

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

）
。

一

九

三

一

年

三

月

二

九

日

の

契

約

は

、

そ

の

第

一

条

に

「

性

質

に

よ

っ

て

記

録

さ

れ

た

属

具

（d
a
s
l
a
u
t
A
n
l
a
g
e
v
e
r
z
e
i
c
h
n
e
t
e
I
n
v
e
n
t
a

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

r  

）
」

の

売

却

と

あ

り

、

個

別

的

な

有

体

物

が

売

却

さ

れ

た

こ

と

に

疑

い

は

な

い

。

こ

の

契

約

の

内

容

は

、

物

、

権

利

及

び

無

体

財

産

の

総

体

と

し

て

売

却

さ

れ

た

、
ラ

イ

ヒ

最

高

裁

民

事

判

例

集

六

七

巻

三

八

三

頁

の

判

例

の

原

因

と

な

っ

た

事

実

関

係

と

は

本

質

的

に

区

別

さ

れ

る

。

…

Ｘ

は

、
売

買

代

金

の

支

払

ま
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で

所

有

権

を

留

保

し

た

の

で

、

支

払

遅

滞

の

場

合

に

は

、

買

主

は

、

法

律

上

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

）
、

契

約

の

解

除

を

請

求

さ

れ

う

る

（

割

賦

販

売

法

一

条

二

項

）
。

割

賦

販

売

法

を

適

用

す

べ

き

時

に

は

、

同

法

五

条

の

要

件

事

実

も

考

え

ら

れ

る

。

何

故

な

ら

、

売

買

目

的

物

の

返

還

の

訴

え

の

提

起

に

お

い

て

は

、

通

説

に

よ

る

と

、

こ

の

規

定

の

意

味

に

お

け

る

「

取

戻

し

（W
i
e
d
e
r
a
n
s
i
c
h
n
a
h
m
e

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

）
」

が

見

ら

れ

る

に

違

い

な

い

か

ら

で

あ

る

。

同

時

に

、

Ｘ

は

、

同

法

一

条

及

び

二

条

に

よ

っ

て

解

除

権

を

行

使

す

る

で

あ

ろ

う

し

、

同

法

三

条

に

よ

り

こ

れ

と

引

き

換

え

に

反

対

債

務

を

履

行

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

で

あ

ろ

う

。

　

Ｙ２

 

が

商

業

登

記

簿

に

登

記

さ

れ

た

商

人

で

あ

る

と

き

に

は

、
本

件

契

約

は

割

賦

販

売

法

に

服

さ

な

い

（

同

法

八

条[  

筆

者

註]  

）
。

こ

の

場

合

に

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

の

規

定

が

考

慮

さ

れ

る

が

、

そ

の

前

提

要

件

は

既

に

述

べ

て

き

た

事

柄

に

よ

っ

て

与

え

ら

れ

る

。

こ

れ

に

よ

る

と

、
…

Ｘ

に

は

解

除

権

が

あ

る

と

い

う

こ

と

が

認

め

ら

れ

る

。

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

が

、
期

間

の

経

過

後

は

給

付

の

受

領

を

拒

絶

す

る

と

い

う

意

思

表

示

に

よ

る

期

間

の

定

め

を

必

要

と

せ

ず

に

、

買

主

の

支

払

遅

滞

の

場

合

に

お

い

て

、

売

主

に

解

除

権

を

与

え

て

い

る

と

き

に

は

、
第

四

五

五

条

は

第

三

二

六

条

よ

り

も

優

先

す

る

。

…

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

の

場

合

に

は

、

売

主

は

解

除

権

に

限

定

さ

れ

る

の

で

は

な

く

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

に

よ

っ

て

知

ら

さ

れ

た

方

法

を

粉

砕

す

る

こ

と

が

で

き

、
買

主

に

つ

き

定

め

ら

れ

た

期

間

の

徒

過

後

は

、

契

約

を

解

除

す

る

代

わ

り

に

、

不

履

行

に

よ

る

損

害

賠

償

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

…

Ｘ

は

売

却

物

の

所

有

権

を

Ｙ２

 

に

移

転

す

る

必

要

は

な

く

、
他

面

Ｙ２

 

は

売

却

物

を

保

持

し

、
こ

れ

を

利

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

い

う

点

に

基

づ

く

損

害

賠

償

請

求

の

減

額

分

と

し

て

、
返

還

を

判

決

す

べ

き

で

あ

る

。
Ｘ

は

返

還

の

訴

え

を

提

起

し

て

も

、

不

履

行

に

よ

る

損

害

賠

償

請

求

権

を

失

わ

な

い

。

何

故

な

ら

、
こ

の

所

有

権

に

基

づ

く

請

求

権

の

行

使

に

お

い

て

は

、

割

賦

販

売

法

五

条

に

応

じ

た

規

定

が

な

い

の

で

、

契

約

解

除

の

意

思

表

示

が

見

ら

れ

な

い

か

ら

で

あ

る

。

履

行

請

求

権

を

、

売

買

契

約

の

不

履

行

に

よ

っ

て

Ｘ

に

生

じ

た

損

害

賠

償

請

求

権

に

変

え

る

こ

と

に

よ

り

、

Ｙ２

 

は

、

所

有

権

の

訴

え

に

対

し

て

、

も

は

や

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

に

よ

る

占

有

権

を

援

用

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、「

性

質

に

よ

っ

て

記

録

さ

れ

た

属

具

」

は

所

有

権

留

保

売

買

の

目

的

物

と

な

り

う

る

と

し

た

上

で

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

買

主

が

支

払

を

遅

滞

し

て

い

る

場

合

に

は

、

留

保

売

主

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

の

意

味

に

お

け

る

期

間

の

徒

過

後

は

、

契

約

を

解

除

す

る

代

わ

り

に

、

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

旨

判

示

し

た

も

の

で

あ

る

。

そ

の

理

由

は

、

返

還

請

求

権

の

行

使

に

は

解

除

の

意

思

表

示

は

認

め

ら

れ

ず

、

返

還

請

求

に

よ

っ

て

は

、

そ

の

ま

ま

契

約

の

解

除

に

な

る

と

は

い

え

な

い

か

ら

で

あ

る

と

解

さ

れ

て

い

る

。

　

目

的

物

返

還

請

求

権

が

契

約

の

解

除

を

導

か

な

い

と

判

示

し

て

い

る

と

は

い

え

、

本

判

決

は

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

る

も

の

で

は

な

い

。

本

判

決

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

の

意

味

に

お

け

る

期

間

の

定

め

を

前

提

要

件

と

し

て

い

る

か

ら

で

あ

る

。

こ

の

前

提

要

件

を

ク

リ

ア

し

た

留

保

売

主

に

対

し

て

、

契

約

解

除

権

と

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

請

求

権

と

の

選

択

権

を

与

え

て

い

る

に

過

ぎ

な

い

の

で

あ

る

。

こ

の

意

味

に

お

い

て

、

本

判

決

は

、

判

例[  

３]  

（R
G
Z
1
1
9
,
6
4

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

の

線

に

沿

っ

て

い

る

と

い

う

こ

と

が

で

き

る

。

　

結

局

、

留

保

売

主

の

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

肯

定

す

る

か

否

か

と

い

う

問

題

に

つ

い

て

、

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

判

例

は

、

当

初

は

こ

れ

を

認

め

て

い

た

が

、
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そ

の

後

は

こ

れ

を

認

め

て

い

な

い

と

い

う

点

に

お

い

て

、

あ

た

か

も

前

期

と

後

期

と

で

見

解

を

二

分

す

る

様

相

を

呈

し

て

い

た

。

そ

れ

で

は

、

そ

の

後

は

ど

う

な

っ

て

い

っ

た

の

か

。

次

に

、

戦

後

の

連

邦

通

常

裁

判

所

の

判

例

及

び

裁

判

例

を

分

析

す

る

。

　

（

二

）

連

邦

通

常

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

判

例

及

び

裁

判

例

　

﹇

５

﹈

ハ

ン

ブ

ル

ク

上

級

地

裁

（O
L
G
.
H
a
m
b
u
r
g

 

 
 

 
 

 
 

 
 
 
 

）

一

九

五

〇

年

一

二

月

一

四

日

判

決

（D
B
1
9
5
1
,
7
7

 

 

 

 

 

 

 
 

 

）

　

【

事

実

】

　

破

産

管

財

人

Ｘ

は

、
破

産

者

Ａ

が

ハ

ン

ブ

ル

ク

市

の

所

有

す

る

土

地

の

上

に

建

築

し

た

属

具

付

き

建

物

の

Ａ

の

所

有

権

を

留

保

し

て

、
こ

の

建

物

を

、
割

賦

販

売

の

方

式

に

よ

り

、

六

六

四

三

マ

ル

ク

で

Ｙ

に

売

却

し

た

。

Ｙ

は

、
第

一

回

の

賦

払

金

四

〇

〇

〇

マ

ル

ク

の

支

払

後

、

遅

滞

に

陥

っ

て

い

る

。

Ｘ

は

、

既

に

経

過

し

て

い

る

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

に

よ

る

猶

予

期

間

を

定

め

た

後

、

契

約

の

履

行

を

拒

絶

し

た

。

そ

の

上

で

、

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

現

地

及

び

建

物

並

び

に

属

具

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

請

求

認

容

　

「

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

二

文

後

段

に

よ

る

と

、

契

約

の

履

行

請

求

は

明

文

を

以

て

除

外

さ

れ

て

い

る

。
も

は

や

Ｙ

に

は

、
売

却

物

の

所

有

権

を

取

得

す

べ

き

請

求

権

が

な

い

以

上

、

売

買

契

約

に

基

づ

く

物

の

占

有

権

も

な

い

。

こ

の

物

に

は

売

主

の

所

有

権

が

残

っ

て

い

る

。

し

た

が

っ

て

、

Ｘ

に

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

り

、

Ｙ

に

対

し

て

物

の

返

還

を

請

求

す

る

権

利

、

及

び

、

こ

れ

を

換

価

す

る

権

利

が

あ

る

。

…

所

有

権

留

保

売

買

の

場

合

に

は

、

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

は

、

全

く

契

約

の

解

除

と

は

解

さ

れ

な

い

。

…

し

た

が

っ

て

、

解

除

の

場

合

と

は

異

な

り

、

Ｙ

に

は

、

既

に

給

付

さ

れ

た

一

部

売

買

代

金

の

求

償

権

は

な

い

。

寧

ろ

、

Ｘ

は

、

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

請

求

を

計

算

す

る

た

め

、

こ

の

金

額

を

渡

さ

な

い

で

お

く

こ

と

が

で

き

る

。
換

価

に

よ

る

売

却

代

金

が

差

額

を

上

回

る

場

合

に

の

み

、

Ｙ

は

返

還

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

…

Ｙ

に

求

償

権

が

な

い

以

上

、

既

に

給

付

さ

れ

た

一

部

代

金

額

に

基

づ

く

Ｙ

の

留

置

権

は

問

題

に

な

ら

な

い

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

割

賦

販

売

に

よ

る

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

に

よ

る

期

間

の

経

過

後

は

、

買

主

は

履

行

請

求

権

を

失

い

、

留

保

売

主

は

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

る

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

同

時

に

換

価

権

も

有

す

る

と

い

う

こ

と

を

前

提

と

し

、

こ

の

返

還

請

求

権

を

行

使

し

て

も

、

契

約

を

解

除

し

た

こ

と

に

は

な

ら

ず

、

留

保

売

主

が

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

を

請

求

し

た

場

合

に

は

、

買

主

が

既

に

給

付

し

た

一

部

代

金

額

を

も

こ

れ

に

含

め

る

こ

と

が

で

き

、

買

主

に

は

、

こ

の

一

部

給

付

代

金

に

対

す

る

求

償

権

が

な

い

以

上

、

売

買

目

的

物

に

対

す

る

留

置

権

も

な

い

旨

判

示

し

た

も

の

で

あ

る

。

　

本

判

決

は

、

基

本

的

に

判

例[  

４]  

（R
G
Z
1
4
4
,
6
2

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

の

考

え

方

に

立

脚

し

て

い

る

も

の

と

い

う

こ

と

が

で

き

る

。

本

件

の

売

買

目

的

物

は

属

具

付

き

の

建

物

、

即

ち

、

土

地

の

本

質

的

構

成

部

分

と

し

て

の

建

物

の

売

買

で

あ

る

。

そ

う

す

る

と

、

通

常

は

、

土

地

所

有

権

と

と

も

に

売

却

さ

れ

る

は

ず

で

あ

り

、

建

物

の

み

の

売

買

は

不

能

の

給

付

を

目

的

と

す

る

契

約

で

あ

り

、

無

効

で

は

な

い

の

か

と

い

う

懸

念

が

生

ず

る

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

〇

六

条

参

照

）
。

し

か

し

、

斯

様

な

建

物

の

み

の

売

買

に
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お

い

て

は

、

建

物

の

解

体

を

前

提

と

し

、

動

産

と

し

て

売

買

す

る

取

扱

い

が

許

さ

れ

て

い

る

の

で 
（

山

田

晟

『

ド

イ

ツ

法

概

論

Ⅱ

』
 
﹇

有

斐

閣

、

第

三

版

、

一

九

八

七

年

﹈

四

一

頁

参

照

）
、

本

件

も

斯

様

な

趣

旨

の

売

買

契

約

で

あ

っ

た

も

の

と

推

定

さ

れ

る

。

　

し

か

し

な

が

ら

、

本

件

が

動

産

売

買

と

し

て

有

効

で

あ

る

と

し

て

も

、

今

度

は

、

割

賦

販

売

法

が

適

用

さ

れ

る

所

有

権

留

保

売

買

で

は

な

い

の

か

と

い

う

懸

念

が

生

ず

る

。

割

賦

販

売

法

が

適

用

さ

れ

る

所

有

権

留

保

売

買

で

あ

れ

ば

、

同

法

五

条

に

よ

り

、

留

保

商

品

を

取

り

戻

し

た

場

合

に

は

、

解

除

権

を

行

使

し

た

も

の

と

見

な

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

か

ら

、

本

件

判

旨

部

分

と

明

ら

か

に

矛

盾

す

る

。

買

主

Ｙ

が

商

業

登

記

簿

に

登

記

さ

れ

た

商

人

で

あ

る

場

合

に

は

割

賦

販

売

法

の

適

用

は

な

い

の

で

、

お

そ

ら

く

Ｙ

が

商

人

で

あ

っ

た

の

か

も

知

れ

な

い

。

そ

う

で

な

け

れ

ば

、

本

判

決

は

法

令

の

適

用

を

誤

っ

た

裁

判

例

と

な

る

。

　

本

判

決

は

、

右

に

述

べ

た

よ

う

に

、

先

例

を

踏

襲

し

た

流

れ

の

中

に

あ

る

裁

判

例

で

あ

る

と

い

う

評

価

が

下

さ

れ

る

も

の

で

あ

る

。
こ

の

裁

判

例

が

現

れ

た

後

に

、

解

除

と

留

保

商

品

の

返

還

請

求

権

と

の

関

係

に

関

す

る

連

邦

通

常

裁

判

所

の

最

初

の

判

例

が

現

れ

た

。

次

に

分

析

し

て

み

よ

う

。

　

﹇

６

﹈

Ｂ

Ｇ

Ｈ

（

第

八

民

事

部

）

一

九

七

〇

年

七

月

一

日

判

決

（B
G
H
Z
5
4
,
2
1
4

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

所

有

権

を

留

保

し

て

、

自

動

溶

接

機

械

を

Ｙ

に

売

却

し

た

が

、

Ｙ

は

代

金

の

支

払

を

遅

滞

し

て

い

る

。

そ

こ

で

Ｘ

は

、

所

有

権

留

保

に

基

づ

い

て

、

Ｙ

に

対

し

て

売

買

代

金

の

支

払

も

し

く

は

自

動

溶

接

機

械

の

返

還

を

訴

求

し

た

と

い

う

以

外

、
事

実

関

係

は

不

明

で

あ

る

。

　

【

判

旨

】

　

破

棄

差

戻

　

「

…

留

保

買

主

が

売

買

代

金

の

支

払

に

よ

っ

て

遅

滞

に

陥

っ

て

い

る

と

き

に

は

、

留

保

売

主

は

、

す

べ

て

の

売

主

と

同

様

、

期

間

の

徒

過

後

に

契

約

を

解

除

す

る

か

、

あ

る

い

は

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

い

う

効

果

と

と

も

に

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

に

よ

る

期

間

の

定

め

と

い

う

権

利

を

有

す

る

。

そ

の

期

間

の

経

過

に

よ

り

、

留

保

売

主

の

売

買

代

金

請

求

権

は

消

滅

し

、

同

時

に

、

留

保

買

主

に

対

し

所

有

権

を

移

転

す

べ

き

義

務

も

消

滅

す

る

。

ま

た

、

そ

れ

と

同

時

に

、

留

保

買

主

の

占

有

権

も

消

滅

す

る

。

…

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

は

、

期

間

の

定

め

が

な

く

と

も

、

売

主

が

契

約

を

解

除

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

い

う

意

味

に

お

い

て

の

み

、
留

保

売

買

に

関

す

る

特

別

規

定

を

含

ん

で

い

る

。

こ

の

法

律

か

ら

、
留

保

売

主

が

第

四

五

五

条

ま

た

は

第

三

二

六

条

に

よ

っ

て

契

約

を

解

除

す

る

と

き

に

は

、

留

保

売

主

は

、

留

保

買

主

に

対

し

て

、

売

買

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

い

う

効

果

が

生

ず

る

。
留

保

売

主

が

こ

れ

を

行

わ

な

い

と

き

に

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

り

、

留

保

買

主

に

対

し

て

物

の

返

還

を

請

求

す

る

権

利

は

、

法

律

上

直

接

導

き

出

さ

れ

え

な

い

。

　

…

所

有

権

留

保

は

、

買

主

に

よ

る

代

金

完

済

の

時

ま

で

、

留

保

売

主

が

所

有

権

を

留

保

す

る

こ

と

に

よ

り

、
物

を

予

め

給

付

す

る

売

主

に

担

保

を

与

え

る

も

の

で

あ

る

。

こ

れ

に

よ

っ

て

買

主

は

権

利

者

と

し

て

目

的

物

を

処

分

す

る

こ

と

は

で

き

ず

、

ま

た

、

留

保

買

主

の

債

権

者

に

よ

っ

て

差

し

押

さ

え

ら

れ

た

場

合

に

は

、

第

三

者

異

議

の

訴

え

（

民

訴

法

七

七

一

条

）

や

、

取

戻

権

（

破

産

法

四

三

条

）

に

よ

り

、

こ

れ

を

阻

止

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

留

保

買

主

が

売

買

代

金

の

支

払

に

よ

っ

て

遅

滞

に

陥

っ

て

い

る

と

き

に

は

、
留

保

売

主

は

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

お

い

て

予

定

さ

れ

て

い

る

緩

和

に

よ

り

、
契

約

を

解

除

し

、
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あ

る

い

は

不

履

行

に

よ

る

損

害

賠

償

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

…

こ

の

問

題

は

、
留

保

買

主

の

遅

滞

の

場

合

に

お

い

て

、

留

保

売

主

が

ま

だ

契

約

を

解

除

せ

ず

、

あ

る

い

は

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

を

請

求

せ

ず

、
取

戻

し

そ

れ

自

体

に

よ

っ

て

附

加

的

に

担

保

さ

れ

、

同

時

に

、

遅

滞

を

清

算

す

る

た

め

、

留

保

買

主

に

圧

迫

を

与

え

る

こ

と

が

で

き

る

場

合

に

、

初

め

て

そ

の

意

義

を

有

す

る

。

こ

の

問

題

に

関

し

て

は

、

売

買

代

金

債

権

を

満

足

さ

せ

る

た

め

、

質

権

者

も

し

く

は

担

保

所

有

者

（S
i
c
h
e
r
u
n
g
s
e
i
g
e
n
t

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

u  
・
・

 

m
e
r

 

 
 

＝

譲

渡

担

保

権

者

の

こ

と[  

筆

者

註]  

）

が

売

買

目

的

物

を

利

用

す

る

の

と

同

様

に

は

、

留

保

売

主

に

、

売

買

契

約

の

解

消

な

く

し

て

、
売

買

目

的

物

の

取

戻

権

を

与

え

る

こ

と

は

な

い

と

い

う

こ

と

が

、

第

一

義

的

に

明

確

に

さ

れ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

…

留

保

売

主

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

、

第

三

二

六

条

に

よ

っ

て

行

動

す

る

場

合

に

、

初

め

て

所

有

権

移

転

義

務

及

び

引

換

給

付

義

務

か

ら

解

放

さ

れ

る

。

し

た

が

っ

て

、

留

保

条

項

は

、

留

保

売

主

の

売

買

代

金

債

権

を

担

保

す

る

も

の

で

は

な

く

、
契

約

解

消

の

場

合

に

お

け

る

留

保

売

主

の

権

利

を

担

保

す

る

も

の

で

あ

る

。

…

」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

買

主

が

売

買

代

金

の

支

払

を

遅

滞

し

て

い

る

場

合

に

は

、

留

保

売

主

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

よ

っ

て

契

約

を

解

除

す

る

か

、

あ

る

い

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

の

期

間

が

経

過

し

た

と

き

に

、

初

め

て

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

り

、

売

買

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

旨

判

示

し

た

唯

一

の

連

邦

通

常

裁

の

判

例

で

あ

る

。

　

本

判

決

は

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

な

い

こ

と

を

判

例

上

明

ら

か

に

し

た

も

の

で

あ

る

が

、

そ

の

出

発

点

は

、

所

有

権

留

保

の

目

的

を

、

契

約

関

係

解

消

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

清

算

を

担

保

す

る

こ

と

に

あ

る

と

解

す

る

点

に

あ

る

。

そ

し

て

、

こ

の

所

有

権

留

保

の

目

的

は

、

売

買

代

金

債

権

を

満

足

さ

せ

る

た

め

と

い

う

質

権

や

譲

渡

担

保

権

の

目

的

と

は

異

な

る

も

の

で

あ

り

、

質

権

者

や

譲

渡

担

保

権

者

に

認

め

ら

れ

る

権

利

が

ス

ト

レ

ー

ト

に

留

保

売

主

に

認

め

ら

れ

る

も

の

で

は

な

い

以

上

、

留

保

売

主

に

は

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

は

認

め

ら

れ

な

い

と

解

し

た

も

の

で

あ

る

。

　

本

件

の

事

案

は

、

所

有

権

留

保

契

約

の

解

除

と

留

保

商

品

の

取

戻

し

な

い

し

返

還

請

求

の

問

題

で

あ

る

が

、
後

掲

す

る

判

例
﹇　

]  

（B
G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）
及

び

判

例
﹇　

﹈

16

20

（B
G
H
Z
7
0
,
9
6

 

 

 

 

 
 
 
 
 

）

の

事

案

を

、

売

買

代

金

債

権

（

請

求

権

）

の

時

効

消

滅

に

よ

る

契

約

関

係

解

消

後

に

お

け

る

留

保

商

品

の

返

還

請

求

と

解

す

る

場

合

に

は

、

近

接

事

案

と

な

る

。

　

本

判

決

は

、

こ

れ

ま

で

の

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

判

例

や

右

連

邦

通

常

裁

の

判

例

に

お

い

て

構

成

さ

れ

て

き

た

、

所

有

権

留

保

の

目

的

は

売

買

代

金

債

権

の

担

保

で

あ

る

と

い

う

基

本

的

な

考

え

方

と

異

な

り

、

所

有

権

留

保

の

目

的

を

、

売

買

代

金

債

権

の

担

保

で

は

な

く

、

売

買

契

約

解

消

後

の

清

算

の

担

保

で

あ

る

と

い

う

法

的

構

成

を

採

っ

て

い

る

と

い

う

点

に

お

い

て

、

大

変

特

徴

的

で

あ

り

、

所

有

権

留

保

売

買

の

目

的

が

売

買

代

金

債

権

の

担

保

で

あ

る

こ

と

を

否

定

す

る

連

邦

通

常

裁

の

唯

一

の

判

例

で

あ

る

。

も

っ

と

も

、

こ

の

点

は

、

そ

の

後

の

同

一

民

事

部

（

第

八

民

事

部

）

に

お

け

る

判

例

で

あ

る

後

掲

判

例

﹇　

﹈
（B

G
H
Z
7
0
,
9
6

 

 

 

 

 
 
 
 
 

﹇1
0
1

 
 
 

﹈
）

の

傍

論

20

に

お

い

て

、「

所

有

権

留

保

は

売

買

代

金

債

権

を

担

保

し

な

い

と

い

う

表

明

は

、

全

て

の

双

務

的

関

係

を

排

除

す

る

も

の

と

解

す

べ

き

で

は

な

く

、

所

有

権

留

保

は

、

ど

ん

な

反

対

給

付

の

危

険

の

場

合

に

も

主

張

さ

れ

う

る

と

い

う

も

の

で

は

な

い

と

い

う

指

摘

と

解

す

べ

き

で

あ

る

」

旨

、

補

足

的

説

明

な

い

し

修

正

と

も

解

し

う

る

―  371  ―
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判

示

が

試

み

ら

れ

て

い

る

こ

と

か

ら

考

え

て

も

、

や

は

り

「

売

買

代

金

債

権

の

担

保

は

所

有

権

留

保

の

目

的

で

は

な

い

」

と

い

う

本

判

決

の

判

示

は

妥

当

で

は

な

か

っ

た

と

判

断

さ

れ

た

も

の

で

あ

ろ

う

。

　

次

に

、

斯

様

な

連

邦

通

常

裁

の

基

本

的

な

考

え

方

の

相

違

が

現

れ

、

判

例

が

動

揺

し

て

い

る

間

に

、

下

級

審

の

裁

判

例

に

は

、

後

期

の

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

考

え

方

（

判

例

﹇

３

﹈
﹇R

G
Z
1
1
9
,
6
4

 

 

 

 
 
 
 
 
 

﹈
）

と

本

判

決

を

併

せ

て

踏

襲

す

る

と

い

う

も

の

が

現

れ

た

。

　

﹇

７

﹈

ハ

ム

上

級

地

裁

（O
L
G
.
H
a
m
m

 

 
 

 
 

 
 

 

）

一

九

七

五

年

五

月

五

日

判

決

（B
B
1
9
7
5
,
1
0
3
8

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

衣

服

の

製

造

業

者

Ｘ

は

、

所

有

権

を

留

保

し

て

、

Ｙ

に

対

し

継

続

的

に

衣

服

を

供

給

し

て

い

た

。

Ｙ

は

、

手

形

及

び

小

切

手

に

よ

り

、

毎

週

一

回

当

座

預

金

か

ら

支

払

を

行

っ

て

い

た

が

、

そ

の

後

、

財

政

困

難

に

陥

っ

た

。

当

事

者

双

方

で

交

渉

し

た

結

果

、

毎

週

七

五

〇

マ

ル

ク

の

賦

払

金

の

支

払

で

合

意

し

た

。

Ｙ

は

賦

払

金

を

一

回

し

か

支

払

わ

な

か

っ

た

。

そ

こ

で

、

Ｘ

は

、

Ｙ

方

に

残

っ

て

い

る

商

品

を

引

き

取

り

に

行

き

、

こ

の

取

り

戻

し

た

商

品

に

関

し

て

、
二

〇

な

い

し

五

〇

％

の

価

値

減

少

に

由

来

す

る

金

額

を

Ｙ

に

振

り

込

み

、

こ

の

商

品

を

転

売

し

た

。

Ｘ

は

、

振

込

分

を

差

し

引

き

、

売

買

代

金

及

び

減

価

分

に

基

づ

く

残

債

権

の

支

払

を

訴

求

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

棄

却

　

「

本

件

は

、

一

定

の

賦

払

金

の

合

意

の

下

で

売

却

さ

れ

て

い

な

い

以

上

、

割

賦

販

売

法

の

適

用

は

な

い

。
連

邦

通

常

裁

判

所

一

九

七

〇

年

七

月

一

日

判

決
（B

G
H
Z
5
4
,
S
.
2
1
4

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

）
が

明

ら

か

に

し

て

い

る

よ

う

に

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

よ

る

所

有

権

留

保

の

下

で

供

給

さ

れ

た

商

品

の

取

戻

し

は

、

担

保

目

的

物

の

取

戻

し

を

承

諾

し

て

い

た

場

合

は

別

と

し

て

、

一

般

的

に

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

の

前

提

要

件

、

ま

た

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

よ

る

解

除

の

前

提

要

件

の

、
い

ず

れ

か

の

下

で

の

み

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

…

商

品

の

所

有

権

留

保

の

場

合

に

お

い

て

、

支

払

遅

滞

の

事

案

に

お

い

て

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

よ

り

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

の

要

式

性

が

な

く

と

も

解

除

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
確

か

に

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

は

、

こ

の

規

定

の

要

式

性

を

保

持

す

る

場

合

に

お

い

て

、

解

除

に

代

わ

る

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

請

求

の

可

能

性

を

開

く

も

の

で

あ

る

。
こ

の

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

に

基

づ

く

、

つ

ま

り

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

請

求

は

、

特

に

例

外

的

な

場

合

に

は

、

期

間

の

定

め

が

な

く

と

も

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

…

し

か

し

、

こ

こ

で

期

間

の

定

め

と

拒

絶

の

予

告

を

除

外

す

べ

き

で

あ

る

と

し

て

も

、

Ｘ

が

契

約

を

解

除

せ

ず

、

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

を

主

張

し

、

ま

た

、

商

品

は

転

売

代

金

そ

れ

自

体

に

よ

っ

て

の

み

計

算

に

入

れ

ら

れ

る

と

い

う

こ

と

は

、
Ｘ

側

で

引

き

取

り

の

際

に

明

確

に

し

て

お

く

こ

と

を

要

す

る

。

Ｘ

が

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

に

基

づ

く

解

除

と

並

ん

で

、

更

に

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

を

も

請

求

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

以

上

、
損

害

賠

償

請

求

は

理

由

が

な

い

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

買

主

の

履

行

遅

滞

に

基

づ

い

て

、

留

保

売

主

が

売

買

目

的

物

を

取

り

戻

し

た

と

き

に

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

よ

っ

て

要

件

が

緩

和

さ

れ

た

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

に

よ

る

解

除

に

該

当

し

、

同

条

一

項

二

文

に

お

け

る

不

履

行

に

基

づ

く

損

害

賠

償

請

求

と

の

選

択

権

を

失

う

旨

判
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示

し

た

も

の

で

あ

り

、

こ

の

考

え

方

は

、

割

賦

販

売

法

五

条

を

類

推

適

用

し

た

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

判

例

﹇

３

﹈
（R

G
Z
1
1
9
,
6
4

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

の

考

え

方

に

立

脚

し

て

お

り

、

ま

た

、

連

邦

通

常

裁

の

判

例

﹇

６

﹈
（B

G
H
Z
5
4
,
2
1
4

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

を

も

引

用

し

つ

つ

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

て

い

な

い

。

こ

こ

に

至

っ

て

、

当

初

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

に

お

い

て

認

め

ら

れ

て

い

た

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

否

定

す

る

判

例

法

理

が

確

定

し

た

よ

う

に

見

え

る

。

こ

の

点

を

裏

付

け

る

判

例

と

し

て

、

次

の

判

例

を

掲

げ

、

こ

れ

を

分

析

す

る

。

　

﹇

８

﹈
Ｂ

Ｇ

Ｈ
（

第

八

民

事

部

）
一

九

八

五

年

一

〇

月

三

〇

日

判

決
（B
G
H
Z
9
6
,
1
8
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

　

【

事

実

】

　

キ

ャ

ン

ピ

ン

グ

カ

ー

の

製

造

業

者

で

あ

る

Ａ

会

社

は

、
普

通

契

約

約

款
（

販

売

商

契

約

）

に

お

い

て

、
所

有

権

を

留

保

し

て

、
販

売

業

者

Ｙ

に

キ

ャ

ン

ピ

ン

グ

カ

ー

を

卸

し

て

い

た

。

販

売

商

契

約

の

五

条

に

は

、
「

供

給

さ

れ

た

商

品

は

す

べ

て

、

取

引

関

係

に

起

因

す

る

債

権

で

あ

っ

て

も

、

将

来

発

生

す

べ

き

債

権

で

あ

っ

て

も

、

全

債

権

の

完

済

ま

で

所

有

権

を

留

保

し

、

…

小

切

手

ま

た

は

手

形

に

よ

る

支

払

の

場

合

に

は

、

こ

れ

ら

を

換

金

す

る

ま

で

所

有

権

を

留

保

す

る

。

…

所

有

権

留

保

の

行

使

は

契

約

の

解

除

と

は

み

な

さ

れ

な

い

。
」

と

規

定

さ

れ

て

い

た

。

こ

の

取

引

に

お

け

る

清

算

は

、
供

給

さ

れ

た

す

べ

て

の

キ

ャ

ン

ピ

ン

グ

カ

ー

に

つ

い

て

、
Ｙ

が

売

買

代

金

の

支

払

を

内

容

と

す

る

三

ヶ

月

の

手

形

を

Ａ

に

交

付

す

る

と

い

う

方

法

で

行

わ

れ

た

。

Ａ

は

、
所

有

権

を

留

保

し

た

キ

ャ

ン

ピ

ン

グ

カ

ー

を

譲

渡

担

保

に

付

し

た

金

融

銀

行

で

、

こ

の

手

形

を

割

り

引

い

て

い

た

。

そ

し

て

、

Ｙ

は

、

販

売

し

た

キ

ャ

ン

ピ

ン

グ

カ

ー

の

代

金

に

よ

っ

て

、

自

己

引

受

為

替

手

形

（A
k
z
e
p
t
e

 

 
 
 
 
 
 

）

を

決

済

し

た

。

そ

の

後

、

Ａ

は

破

産

し

、

Ｘ

が

破

産

管

財

人

に

就

任

し

た

。

　

Ｘ

は

、

未

払

代

金

債

権

九

万

四

三

七

八

・

一

九

マ

ル

ク

に

基

づ

い

て

、

Ｙ

に

対

し

、

キ

ャ

ン

ピ

ン

グ

カ

ー

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

Ｘ

の

請

求

は

、
Ａ

の

普

通

契

約

約

款

に

お

け

る

「

買

主

が

支

払

義

務

も

し

く

は

所

有

権

留

保

の

結

果

生

じ

た

義

務

を

履

行

し

な

い

と

き

、

ま

た

、

買

主

が

支

払

を

中

止

し

、

あ

る

い

は

、

買

主

の

財

産

に

関

し

て

和

議

手

続

ま

た

は

破

産

手

続

が

開

始

さ

れ

た

と

き

に

は

、

手

形

の

満

期

が

進

行

中

で

あ

っ

て

も

、

残

債

務

は

す

べ

て

満

期

に

な

る

。

残

債

務

が

す

べ

て

即

時

に

支

払

わ

れ

な

い

と

き

に

は

、
買

主

は

売

買

目

的

物

の

使

用

権

を

失

い

、

Ａ

会

社

は

、

あ

ら

ゆ

る

留

置

権

を

排

除

し

た

返

還

請

求

権

を

有

す

る

。
」

と

い

う

約

定

に

基

づ

い

て

い

た

。

こ

の

Ｘ

の

請

求

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

Ｘ

が

予

め

解

除

の

意

思

を

表

示

す

る

こ

と

な

く

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

旨

を

主

張

す

る

と

と

も

に

、

自

己

の

占

有

権

を

主

張

し

た

。

第

一

審

、

原

審

と

も

に

Ｘ

の

請

求

を

認

容

し

た

の

で

、

Ｙ

が

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

上

告

棄

却

　

「

買

主

の

支

払

遅

滞

の

場

合

に

お

い

て

、

売

主

が

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

よ

っ

て

契

約

を

解

除

し

、

あ

る

い

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

に

よ

っ

て

法

定

さ

れ

て

い

る

猶

予

期

間

が

満

了

し

た

と

き

に

は

、

留

保

買

主

の

占

有

権

は

も

は

や

存

続

し

な

い

（

当

民

事

部

一

九

七

〇

年

七

月

一

日

判

決

＝B
G
H
Z
5
4
,
2
1
4

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

﹇2
1
6

 

 

 

﹈
）
。

そ

れ

以

外

に

も

、

民

事

部

が

こ

の

判

例

（a
.
a
.
O
.
,
S
.
2
2
2

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

）
、

一

九

六

一

年

一

月

二

四

日

判

決

（B
G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

﹇1
9
7

 

 

 

﹈
）
、

及

び

一

九

七

七

年

一

二

月

七

日

判

決

（B
G
H
Z
7
0
,
9
6

 

 

 

 

 
 
 
 
 

﹇9
8

 
 

﹈
）

に

お

い

て

判

示

し

て

い

る

よ

う

に

、

契

約

当

事

者

が

留

保

商

品

に

対

す

る

売

主

の

一

時

的

な

取

戻

権

を

約

定

し

、

取

戻

権

の

行

使

に

関

す

る

前

提

要

件

が

成

就

さ

れ

て

い

る

場

合

に

も

、
そ

の

占

有

権

は

失

わ

れ

う

る

。
」
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【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

の

取

扱

い

に

関

す

る

従

来

の

判

例

法

理

を

総

合

的

に

捉

え

、

一

方

で

は

、

判

例

﹇

６

﹈
（B

G
H
Z
5
4
,
2
1
4

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

に

立

脚

し

つ

つ

、

こ

の

取

戻

権

を

否

定

的

に

捉

え

て

お

り

、

解

除

し

た

場

合

に

は

留

保

買

主

の

占

有

権

が

消

滅

す

る

関

係

上

、

そ

の

効

果

と

し

て

、

留

保

売

主

は

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

解

し

て

お

り

、

他

方

で

は

、

後

掲

す

る

判

例

﹇　

﹈
（B

G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

が

こ

の

取

戻

権

に

対

し

て

賛

意

を

表

明

16

し

て

い

る

こ

と

を

も

考

慮

に

入

れ

て

、

本

件

に

お

い

て

当

事

者

間

の

約

定

に

こ

の

取

戻

権

に

関

す

る

約

定

が

存

在

し

て

い

た

こ

と

か

ら

、

本

判

決

に

お

い

て

は

、

こ

の

取

戻

権

を

肯

定

し

た

の

で

あ

る

。

そ

れ

故

、

本

判

決

の

立

場

が

現

在

に

お

け

る

判

例

法

理

の

到

達

点

で

あ

る

も

の

と

解

さ

れ

る

。

　

（

三

）

小

括

　

解

除

に

依

拠

し

な

い

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権
（

取

戻

権

）

と

い

う

問

題

に

関

し

て

は

、

履

行

遅

滞

や

売

買

目

的

物

の

不

適

切

な

取

扱

い

、

あ

る

い

は

第

三

者

へ

の

二

次

的

譲

渡

と

い

っ

た

種

々

の

論

拠

は

あ

る

も

の

の

、

従

来

の

多

数

説

は

、

買

主

に

契

約

違

背

行

為

の

あ

っ

た

こ

と

を

要

件

と

し

て

、

こ

の

問

題

を

肯

定

し

て

き

た
（

４

）

。

　

と

こ

ろ

が

、

判

例

は

、

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

時

代

の

前

期

に

は

肯

定

説

を

採

っ

て

い

た

も

の

の

、

そ

の

後

は

否

定

説

に

傾

い

て

お

り

、

連

邦

通

常

裁

判

所

に

お

い

て

は

、

傍

論

で

は

あ

る

が

、

後

掲

判

例

﹇　

﹈
（B

G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

﹇1
9
7

 
 
 

﹈
）

に

お

い

て

肯

定

16

説

を

採

っ

て

い

る

も

の

の

、

前

掲

判

例

﹇

６

﹈
（B

G
H
Z
5
4
,
2
1
4

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

﹇2
1
9

 
 
 

﹈
）

に

お

い

て

は

明

確

に

否

定

説

を

採

る

に

至

っ

て

い

る

。

し

か

し

、

右

に

示

し

た

よ

う

に

（

判

例

﹇

８

﹈
﹇B
G
H
Z
9
6
,
1
8
2

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

﹈
）
、

肯

定

説

を

採

っ

て

い

る

よ

う

に

見

え

る

判

例

も

存

在

し

て

い

る

。

し

か

し

な

が

ら

、

判

例

﹇

８

﹈

は

、

留

保

買

主

の

占

有

権

を

失

わ

せ

る

に

は

、

留

保

売

主

が

契

約

を

解

除

す

る

こ

と

を

第

一

義

的

な

要

件

と

し

て

お

り

、

こ

の

点

に

お

い

て

判

例

﹇

６

﹈

を

踏

襲

し

て

い

る

。

た

だ

、

当

事

者

間

の

約

定

に

よ

り

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

一

時

的

な

取

戻

権

が

合

意

さ

れ

て

い

る

場

合

に

は

、

こ

の

約

定

に

基

づ

い

て

買

主

の

占

有

権

は

消

滅

し

う

る

と

判

示

し

て

い

る

の

で

あ

り

、

つ

ま

り

、

当

事

者

の

特

約

の

存

在

を

要

件

と

す

る

条

件

的

肯

定

説

で

あ

る

に

過

ぎ

な

い

。

こ

の

意

味

に

お

い

て

、

現

在

に

お

け

る

判

例

法

理

は

、

原

則

と

し

て

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

否

定

す

る

と

い

う

見

解

で

あ

る

と

い

う

こ

と

が

で

き

る

。

し

た

が

っ

て

、

今

後

も

基

本

的

に

は

否

定

説

に

立

脚

し

、

当

事

者

の

特

約

が

存

在

す

る

場

合

に

限

り

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

例

外

的

に

肯

定

す

る

と

い

う

判

例

法

理

と

な

る

こ

と

が

予

想

さ

れ

る

。

　

次

に

、

学

説

の

流

れ

に

つ

い

て

は

容

易

に

予

想

が

つ

か

な

い

が

、

近

時

、

債

務

法

改

正

鑑

定

意

見

及

び

債

務

法

改

正

草

案

が

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

ず

、

契

約

を

解

除

し

た

場

合

に

の

み

、

留

保

商

品

の

返

還

を

請

求

し

う

る

旨

提

案

さ

れ

て

い

る
（

５

）

と

こ

ろ

か

ら

考

え

る

と

、

今

後

は

、

学

説

に

お

い

て

も

、

否

定

説

が

主

流

に

な

っ

て

い

く

こ

と

が

予

想

さ

れ

る

。

註

（

４

）V
g
l
.
S
t
a
u
d
i
n
g
e
r
/
H
o
n
s
e
l
l
,

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

§
4
5
5
B
G
B
R
d
n
r
.
3
1
.

 
 
 
 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

主

な

と

こ

ろ

で

も

、

R
.
S
e
r
i
c
k
,
E
i
g
e
n
t
u
m
s
v
o
r
b
e
h
a
l
t
u
n
d
S
i
c
h

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
  
 
 
 

e
r
u
n
g
s

 
 
 
 
 
 

u  
・
・

 

b
e
r
t
r
a
g
u
n
g
,
B
d
.

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

Ⅰ
,
1
9
6
3
,

 
 
 
 
 
 

　

S
.
1
3
6
f
f

 
 
 
 
 
 
 

.  

（

以

下

、S
e
r
i
c
k
,
E
V

 

 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ

と

略

記

す

る

）;P
a
l
a
n
d
t
,
B
G
B
,
5
5
.
A
u
f
l
.
,
1
9
9
6
,
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§
4
5
5

 
 
 

﹇H
a
n
s
P
u
t
z
o

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 

﹈R
d
n
r
.
2
7
;
P
a
l
a
n
d
t
,
B
G
B
,
5
5
.
A
u
f
l
.
,
1
9
9
6
,

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

§
9
2
9
B
G
B

 
 
 
 

 

 

　

﹇P
e
t
e
r
B
a
s
s
e
n
g
e

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

﹈R
d
n
r
.
4
0
;
W
.
F
l
u
m
e
,
D
i
e
R
e
c
h
t
s
s
t
e
l
l
u
n
g
d

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

e
s
V
o
r
b
e

 
 
 
 

 
 
 
 

‐

h
a
l
t
s
k

 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 
u
f
e
r
s
,
A
c
P
1
6
1

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

（1
9
6
2

 
 
 
 

）,
S
.
3
8
5

 

 
 
 
 
 

﹇3
9
7
f
.

 
 
 
 
 

﹈;
J
.
B
l
o
m
e
y
e
r
,
D
a
s
B
e
s
i
t
z

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 

‐

r
e
c
h
t
d
e
s
V
o
r
b
e
h
a
l
t
s
k

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 

u
f
e
r
s
a
u
f
G
r
u
n
d
d
e
s

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

K
a
u
f
v
e
r
t
r
a
g
s
,
J
Z
1
9
6
8
,
S
.

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

　

6
9
1

 
 
 

;
K
.
M

 
 

 
 

u  
・
・

 

l
l
e
r
,
Z
u
m
H
e
r
a
u
s
g
a
b
e
a
n
s
p
r
u
c
h
d
e
s

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

V
o
r
b
e
h
a
l
t
s
v
e
r
k

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 

u
f
e
r
s
,
D
B

 
 
 
 
 
 
 

 

1
9
6
9
,
S
.
1
4
9
3
f
f
.
;
H
.
L
a
n
g
e
,
E
i
g
e
n
t
u
m
s
v
o
r
b

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

e
h
a
l
t
u
n
d

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

H
e
r
a
u
s
g
a

 

 
 
 
 
 
 
 

b
e
a
n
s
p
r
u
c
h

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

d
e
s
V
o
r
b
e
h
a
l
t
s
v
e
r
k

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 

u
f
e
r
s
,
J
u
S
1
9
7
1
,
S
.
5
1
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

﹇5
1
5

 
 
 

﹈

等

多

数

存

在

し

、

最

近

の

学

説

で

も

、F
.
v
a
n
L
o
o
k
/
U
.
S
t
o
l
t
e
n
b
e
r
g
,
E
i
g
e
n
t
u
m
s
v
o

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

r
b
e
h
a
l
t
u
n
d
V
e
r

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

‐j  

a  
・
・

 

h
r
u
n
g
d
e
r
K
a
u
f
p
r
e
i
s
f
o
r
d
e
r
u
n
g
,
W
M
1
9
9
0
,

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 

S
.
6
6
1

 
 
 
 
 

﹇6
6
3

 
 
 

﹈

が

あ

る

。

註

（

５

）U
.
H
u
b
e
r
,
K
a
u
f
v
e
r
t
r
a
g
,
i
n
:
G
u
t
a
c
h
t
e
n
u
n
d

 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

V
o
r
s
c
h
l

 
 

 
 
 
 
 
 

a  
・
・

 

g
e
z
u
r

 
 
 
 
 
 
 �

b
e
r
a
r

 
 
 
 
 

‐

　

b
e
i
t
u
n
g
d
e
s
S
c
h
u
l
d
r
e
c
h
t
s
,
h
r
s
g
g
.
v
o
m
B

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

u
n
d
e
s
m
i
n
i
s
t
e
r
d
e
r

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

J
u
s
t
i
z
,
B
d
.

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

　

1
,
1
9
8
1
,
S
.
9
1
1

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

﹇9
2
3

 
 
 

‐9
2
4

 
 
 

﹈;
B
u
n
d
e
s
m
i
n
i
s
t
e
r
d
e
r
J
u
s
t
i
z

 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（h
r
s
g
g
.

 
 
 
 
 
 

）,
A
b

 

 

 

‐

　

s
c

 
 

h
l
u

 
 
 
 �

b
e
r
i
c
h
t
d
e
r
K
o
m
m
i
s
s
i
o
n
z
u
r

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 �
b
e
r
a
r
b
e
i
t
u
n
g
d
e
s
S
c
h
u
l
d
r
e
c
h
t
s
,

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　

1
9
9
2

 
 
 
 

（

以

下

、A
b
s
c
h
l
u

 

 
 
 
 
 
 
 �

b
e
r
i
c
h
t

 
 
 
 
 
 
 

と

略

記

す

る

）,
S
.
2
3
6

 

 
 
 
 
 

﹇2
3
8

 
 
 

﹈.
 

　

三　

売

買

代

金

請

求

権

の

消

滅

時

効

と

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

　

次

に

、

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

目

的

物

返

還

請

求

権

に

関

す

る

判

例

法

理

に

つ

い

て

考

察

す

る

。

こ

の

問

題

に

つ

い

て

は

、

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

判

例

は

存

在

し

な

い

の

で

、

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

判

所

制

度

下

の

下

級

審

裁

判

例

の

分

析

か

ら

始

め

る

こ

と

に

す

る

。

　

（

一

）

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

下

級

審

裁

判

例

　

﹇

９

﹈

ベ

ル

リ

ン

第

一

地

裁

（K  

o  
・
・

 

n
ig
l.
L
G
.

 
  
  
 
 

 

Ⅰ
B
e
r
lin

 

 
 
   

）

一

九

〇

四

年

一

二

月

一

六

日

判

決

（K
G
B
l.
1
9
0
5
,
1
1
3

 

 

 

  
 

 

 

 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｙ

は

、

Ａ

と

の

間

に

お

け

る

一

八

九

九

年

一

〇

月

二

三

日

の

書

面

に

よ

る

契

約

に

よ

り

、

Ａ

か

ら

、

毎

週

一

・

五

マ

ル

ク

と

い

う

賦

払

金

の

完

済

ま

で

Ａ

に

所

有

権

を

留

保

し

て

、

ミ

シ

ン

を

購

入

し

、

引

渡

し

を

受

け

た

。

そ

の

後

、

Ａ

は

、

Ｙ

に

対

す

る

契

約

上

の

地

位

を

Ｘ

に

譲

渡

し

た

。
Ｙ

の

賦

払

金

の

支

払

が

一

九

〇

一

年

一

〇

月

三

〇

日

を

最

後

と

し

て

滞

っ

た

の

で

、

Ｘ

は

、

一

九

〇

四

年

三

月

、

契

約

を

解

除

し

、

ミ

シ

ン

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

援

用

し

た

。

　

こ

の

Ｘ

の

請

求

に

対

し

て

、

第

一

審

は

、

Ｙ

の

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

否

認

し

、

Ｘ

の

請

求

を

認

容

し

た

。
Ｙ

が

こ

れ

を

不

服

と

し

て

控

訴

し

た

の

が

本

件

で

あ

る

。
本

控

訴

審

は

、

一

九

〇

一

年

一

一

月

に

残

債

権

全

額

の

満

期

が

到

来

し

た

結

果

、
遅

く

と

も

一

九

〇

三

年

の

満

了

を

以

て

消

滅

時

効

が

完

成

し

た

こ

と

を

認

定

し

、

次

の

よ

う

に

判

示

し

て

、

Ｙ

の

控

訴

を

容

れ

、

Ｘ

の

請

求

を

棄

却

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

「

Ｘ

は

契

約

に

お

け

る

留

保

に

基

づ

い

て

引

き

続

き

ミ

シ

ン

の

所

有

者

で

あ

る

か

ら

、

そ

の

返

還

請

求

そ

れ

自

体

に

は

理

由

が

あ

る

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

）
。

し

か

し

、

Ｙ

に

は

売

買

契

約

に

基

づ

い

て

ミ

シ

ン

を

占

有

す

る

権

利

が

あ

り

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

三

三

条

）
、

そ

こ

で

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

に

よ

っ

て

返

還

を

拒

絶

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

Ｘ

が

賦

払

金

の

不

履

行

に

基

づ

い

て

Ｙ

の

ミ

シ

ン

占

有

権

を

否

認

す

る

と

き

に

は

、
消

滅

時

効

の

抗

弁

は

、
こ

の

契

約

不

履

行

の

抗

弁

と

対

立

矛

盾

す

る

。

売

買

代

金

の

支

払

請

求

権

は

時

効

―  367  ―

石　口　　　修

一

六



消

滅

し

て

い

る

の

で

あ

る

か

ら

、

Ｘ

は

、

そ

の

請

求

権

か

ら

何

も

導

き

出

す

こ

と

が

で

き

な

い

。

…

消

滅

時

効

に

よ

っ

て

消

滅

す

る

の

は

、

債

務

法

上

の

請

求

権

に

過

ぎ

ず

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

四

条

一

項

）
、

こ

の

請

求

権

の

基

礎

に

あ

る

権

利

で

は

な

い

。

こ

れ

に

よ

っ

て

Ｘ

が

引

き

続

き

ミ

シ

ン

の

所

有

者

で

あ

る

と

し

て

も

、

Ｘ

に

は

、

占

有

者

か

ら

強

制

的

に

返

還

さ

せ

る

権

限

が

欠

け

て

い

る

。
」

　

【

考

察

】

　

本

件

は

、

所

有

権

留

保

売

主

の

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

事

案

に

お

け

る

最

初

の

裁

判

例

で

あ

る

。

本

判

決

は

、

留

保

売

主

の

所

有

権

と

留

保

買

主

の

占

有

権

が

対

立

関

係

に

あ

る

も

の

と

い

う

前

提

に

立

っ

て

い

る

が

、

留

保

売

主

の

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

す

る

と

、

こ

の

買

主

の

占

有

権

だ

け

が

残

り

、

結

局

、

買

主

に

は

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

に

基

づ

く

返

還

拒

絶

権

が

あ

る

こ

と

に

な

る

の

に

対

し

て

、

売

主

に

は

留

保

し

た

所

有

権

が

か

ろ

う

じ

て

残

存

す

る

も

の

の

、

買

主

に

対

す

る

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

て

い

る

以

上

、

売

主

に

は

何

ら

買

主

に

対

す

る

請

求

権

は

な

い

も

の

と

判

示

し

て

い

る

。

　

こ

の

考

え

方

は

、

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

結

果

、

買

主

に

は

義

務

が

な

く

な

り

、

却

っ

て

給

付

拒

絶

権

が

発

生

し

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

二

条

一

項

）
、

契

約

解

除

の

前

提

と

な

る

履

行

遅

滞

の

状

況
（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

八

四

条

一

項

一

文

）
を

脱

す

る

、

つ

ま

り

義

務

違

反

の

状

況

で

は

な

く

な

る

こ

と

か

ら

、

留

保

売

主

に

は

解

除

権

も

な

く

な

り

、

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

）

さ

え

認

め

ら

れ

ず

、

買

主

に

は

元

々

引

渡

請

求

権

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

三

三

条

一

項

）

が

あ

る

こ

と

か

ら

、

目

的

物

の

返

還

拒

絶

権

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

一

項

一

文

）

を

認

め

、

引

き

続

き

占

有

を

認

め

る

と

い

う

も

の

で

あ

る

。

　

し

か

し

、

こ

の

結

論

は

如

何

に

も

奇

妙

で

あ

る

。

買

主

の

義

務

は

消

滅

し

、

売

主

の

占

有

移

転

義

務

及

び

所

有

権

移

転

義

務
（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

三

三

条

一

項

）

は

残

り

、

買

主

の

返

還

拒

絶

権

が

発

生

し

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

一

項

一

文

）
、

留

保

売

主

に

は

返

還

請

求

権

の

な

い

所

有

権

だ

け

が

残

存

す

る

と

い

う

の

で

は

、

所

有

権

の

本

質

で

あ

る

物

権

的

請

求

権

を

認

め

な

い

と

い

う

こ

と

に

な

り

、

こ

れ

で

は

所

有

権

の

存

在

さ

え

否

定

す

る

こ

と

に

等

し

い

。

こ

の

判

決

の

結

論

か

ら

は

、

寧

ろ

、

売

主

に

は

買

主

に

対

す

る

所

有

権

移

転

義

務

の

履

行

さ

え

肯

定

し

た

方

が

寧

ろ

す

っ

き

り

す

る

こ

と

に

な

る

。

し

か

し

、

売

主

に

は

留

保

所

有

権

が

残

存

す

る

以

上

、

こ

の

結

論

を

採

る

こ

と

は

で

き

な

か

っ

た

の

で

あ

ろ

う

。

そ

う

で

あ

る

な

ら

ば

、

本

判

決

の

結

論

は

そ

も

そ

も

妥

当

で

は

な

か

っ

た

と

い

う

こ

と

に

な

る

の

で

あ

る

。

　

﹇　

﹈

ド

レ

ス

デ

ン

地

裁

（L
G
.
D
r
e
s
d
e
n

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

）

一

九

二

五

年

一

一

月

二

五

日

判

決

10

（J
W
1
9
2
6
,
7
2
5

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

割

賦

販

売

の

方

式

に

よ

り

、

所

有

権

留

保

売

買

を

行

っ

た

が

、

そ

の

後

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

と

い

う

以

外

、

事

実

関

係

は

不

明

で

あ

る

。

　

【

判

旨

】

　

請

求

棄

却

　

「

割

賦

販

売

の

枠

内

で

行

わ

れ

た

所

有

権

留

保

は

、

当

事

者

の

明

確

な

意

思

に

よ

っ

て

の

み

、

売

主

の

売

買

代

金

債

権

を

担

保

す

る

こ

と

に

役

立

つ

も

の

で

あ

り

、

所

有

者

と

し

て

の

無

制

約

な

地

位

を

売

主

に

委

ね

る

も

の

で

は

な

い

。
寧

ろ

、
売

主

の

法

的

地

位

は

、
信

託

的

な

も

の

に

過

ぎ

な

い

と

い

う

べ

き

で

あ

り

、

占

有

を

顧

慮

し

な

け

れ

ば

、

質

権

者

の
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法

的

地

位

と

類

似

す

る

も

の

と

い

う

べ

き

で

あ

る

。

…

そ

れ

自

体

と

し

て

は

、
合

意

さ

れ

た

売

買

契

約

に

基

づ

き

、

買

主

に

売

却

物

の

所

有

権

を

移

転

す

べ

き

で

あ

る

が

、

売

主

に

権

利

が

あ

り

、

ま

だ

時

効

消

滅

し

て

い

な

い

支

払

請

求

権

が

売

主

に

あ

る

間

は

、

買

主

に

占

有

の

移

転

が

あ

る

に

も

拘

わ

ら

ず

、

売

主

の

担

保

の

た

め

、

所

有

権

移

転

を

延

期

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

請

求

権

の

時

効

消

滅

と

同

時

に

、

所

有

権

留

保

は

、

売

主

が

他

の

理

由

に

基

づ

き

、

例

え

ば

弁

済

に

よ

り

、

も

は

や

債

権

を

主

張

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

場

合

と

同

様

、

こ

の

点

に

お

い

て

解

釈

す

べ

き

当

事

者

の

意

思

に

従

い

、

そ

の

目

的

及

び

有

効

性

を

失

う

。

し

た

が

っ

て

、

消

滅

時

効

の

完

成

と

同

時

に

、

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

の

行

使

は

で

き

な

く

な

る

。
Ｘ

に

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

前

提

要

件

で

あ

る

物

の

直

接

占

有

が

な

い

以

上

、

第

二

二

三

条

の

規

定

の

類

推

適

用

は

問

題

外

で

あ

る

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

割

賦

販

売

に

よ

る

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

と

き

に

は

、

当

事

者

の

意

思

に

従

い

、

所

有

権

留

保

は

効

力

を

失

い

、

留

保

売

主

は

売

買

目

的

物

の

返

還

請

求

を

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

と

判

示

し

た

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

時

代

の

代

表

的

な

裁

判

例

で

あ

る

。

ま

た

、

本

判

決

は

、

担

保

権

の

被

担

保

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

て

も

、

担

保

権

者

（

抵

当

権

者

、

質

権

者

）

は

目

的

物

か

ら

満

足

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

る

と

い

う

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

類

推

適

用

に

も

言

及

し

て

い

る

が

、

本

判

決

は

、

所

有

権

留

保

を

質

権

と

類

似

す

る

も

の

と

解

し

、

同

条

の

類

推

適

用

は

、

物

の

直

接

占

有

が

あ

る

場

合

に

限

る

も

の

と

解

し

て

お

り

、

留

保

売

主

に

は

直

接

占

有

が

な

い

こ

と

か

ら

、

所

有

権

留

保

に

は

同

条

の

類

推

適

用

は

な

い

こ

と

を

表

明

し

て

い

る

。

　

本

判

決

は

、
ラ

イ

ヒ

最

高

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

代

表

的

な

裁

判

例

で

あ

り

、

こ

の

裁

判

例

の

趣

旨

は

、

後

掲

す

る

よ

う

に

、

そ

の

後

も

裁

判

例

に

よ

っ

て

踏

襲

さ

れ

て

い

る

（

判

例

﹇　

﹈
﹇L

G
.
B
r
e
s
l
a
u
,
J
W
1
9
3
5
,
2
2
1
8

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

﹈;

 

判

例

﹇　

﹈
﹇A

G
.
F
r
e

 

 

 
 
 
 

‐

11

12

i
b
e
r
g
,
J
W
1
9
3
8
,
8
6
6

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

﹈
）
。

し

か

し

、

本

判

決

に

つ

い

て

は

、

本

判

決

を

見

当

外

れ

で

あ

る

と

解

す

る

エ

ル

ト

マ

ン

（O
e
r
t
m
a
n
n

 

 
 
 
 

 
 
 

）

博

士

の

痛

烈

な

批

判

が

あ

る

。

即

ち

、

エ

ル

ト

マ

ン

博

士

は

、

判

例

﹇

１

﹈
（R

G
Z
7
,
1
4
7

 

 

 

 
 
 
 
 

）

と

同

様

、

所

有

権

留

保

を

質

権

よ

り

も

強

力

な

考

え

ら

れ

う

る

う

ち

で

最

も

強

力

な

担

保

権

（

信

託

的

権

利

譲

渡

）

で

あ

る

と

い

う

こ

と

を

前

提

と

し

、

所

有

権

留

保

と

占

有

改

定

に

よ

る

譲

渡

担

保

と

の

内

部

的

、

法

政

策

的

な

近

接

関

係

に

着

目

さ

れ

た

上

で

、

直

接

占

有

者

で

は

な

い

占

有

改

定

に

よ

る

譲

渡

担

保

権

者

が

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

に

お

い

て

保

護

さ

れ

て

い

る

以

上

、

留

保

売

主

も

譲

渡

担

保

権

者

と

同

様

、

同

条

同

項

の

適

用

を

受

け

る

べ

き

旨

を

指

摘

し

、

売

買

代

金

債

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

を

肯

定

し

て

お

ら

れ

る

の

で

あ

る
（

６

）

。

　

こ

れ

に

対

し

て

、

本

判

決

は

、
「

直

接

占

有

が

な

い

以

上

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

適

用

は

問

題

外

で

あ

る

」

と

判

示

し

て

い

る

が

、

確

か

に

、

質

権

に

関

し

て

適

用

さ

れ

る

同

条

一

項

の

意

味

に

お

い

て

は

斯

様

な

構

成

が

な

さ

れ

る

可

能

性

も

あ

る

が

、
譲

渡

担

保

や

土

地

債

務

に

適

用

さ

れ

る

同

条

二

項

を

所

有

権

留

保

に

類

推

適

用

す

れ

ば

、

直

接

占

有

は

関

係

な

い

で

あ

ろ

う

。

何

故

な

ら

、

多

数

説

に

よ

る

と

、

留

保

売

主

に

は

留

保

所

有

権

と

間

接

自

主

占

有

が

あ

り
（

７

）

、
譲

渡

担

保

権

者

に

は

所

有

権

と

占

有

改

定

に

よ

る

間

接

自

主

占

有

が

あ

る

と

い

う

意

味

に

お

い

て

、
若

干

構

成

上

の

相

違

点

は

あ

る

が

、

相

手

方

で

あ

る

留

保

買

主

も

担

保

物

提

供

者

（S
i
c
h
e
r
u
n
g
s
g
e
b
e
r

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

も

、

と

も

に

直

接

他

主

占

有

者

で

あ

る

と

い

う

共

通

点

が

あ

る

か

ら

、

こ

の

点

を

考

慮

に

入

れ

る

と

、

所

有

権

留

保

に

同

条

二

項

の

類

推

適

用

を
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認

め

る

理

由

を

見

い

だ

す

こ

と

が

で

き

る

。

し

た

が

っ

て

、
本

判

決

に

お

け

る

同

条

の

類

推

適

用

を

否

定

し

た

判

旨

に

は

理

由

が

な

い

と

い

う

こ

と

に

な

る

。

註
（

６

）

O
e
r
t
m
a
n
n

 

 
 
 
 

 
 
 

（V
o
r
n
a
m
e

 
 
 
 
 
 

 
 

u
n
b
e
k
.

 
 
 
 
 
 

）

,
L
G
.
D
r
e
s
d
e
n
,
2
5
.
1
1
.
1
9
2
5
,
A
n
m
e
r
k
u
n
g
,

 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

　

J
W
1
9
2
6
,
S
.
7
2
5
.

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ

の

後

の

多

く

の

学

説

も

こ

の

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

の

類

推

適

用

論

を

唱

え

て

お

り

、

通

説

を

形

成

し

て

い

る

（v
g
l
.
S
t
a
u
d
i
n
g
e
r
/
H
o
n
s
e
l
l
,

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

§
4
5
5
B
G
B
R
d
n
r
.
2
1

 
 
 
 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 

）
。

但

し

、

こ

の

肯

定

説

に

お

い

て

も

、

例

え

ば

、

ゼ

ー

リ

ッ

ク

（R
o
l
f
S
e
r
i
c
k

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

教

授

の

よ

う

に

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

一

項

に

お

い

て

質

権

と

所

有

権

留

保

と

の

類

似

性

に

着

目

し

た

上

で

、
留

保

さ

れ

た

所

有

権

は

留

保

売

主

の

完

全

な

所

有

権

で

あ

り

、
こ

の

所

有

権

に

基

づ

い

て

、
担

保

と

し

て

は

十

分

で

あ

り

、

 

質

権

よ

り

も

強

力

で

あ

っ

て

、
 

質

権

者

を

優

遇

す

る

規

範

は

、
 

そ

れ

よ

り

も

一

層

、

　

留

保

所

有

者

に

つ

い

て

も

適

用

さ

れ

る

べ

き

と

の

理

由

か

ら

、
留

保

売

主

の

換

価

権

を

肯

定

し

、
同

条

二

項

に

お

い

て

譲

渡

担

保

権

と

所

有

権

留

保

の

類

似

性

に

着

目

し

た

上

で

返

還

請

求

権

を

肯

定

す

る

と

い

う

理

由

付

け

を

以

て

、
同

条

の

全

体

を

適

用

す

る

と

い

う

考

え

方

も

あ

る

（S
e
r
i
c
k
,
E
V

 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
,
S
.
4
3
9

 
 
 
 
 
 

‐4
4
0

 
 
 

）
。

な

お

、

こ

れ

ら

第

二

二

三

条

の

類

推

適

用

論

は

、

既

に

立

法

者

に

お

い

て

、

第

二

二

三

条

二

項

の

規

定

は

第

一

項

の

規

定

と

同

一

の

考

え

方

に

立

脚

し

て

お

り

、
債

権

が

質

権

設

定

に

よ

っ

て

担

保

さ

れ

る

か

、

権

利

の

譲

渡

に

よ

っ

て

担

保

さ

れ

る

か

は

差

異

に

な

り

え

ず

、

こ

の

二

つ

の

場

合

は

経

済

上

本

質

的

に

同

等

で

あ

る

（M
o
t
i
v
e
z
u
d
e
m
E
n
t
w
u
r
f
e

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 

e
i
n
e
s
B
G
B
,
B
d
.

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

 
 

Ⅰ
,
S
.
3
4
5

 
 
 
 
 
 

）

と

解

し

て

い

た

点

に

立

脚

す

る

も

の

で

あ

る

。

註

（

７

）

通

説

に

よ

る

と

、

所

有

権

留

保

売

買

契

約

は

占

有

媒

介

関

係

を

根

拠

付

け

る

も

の

と

解

さ

れ

て

お

り
（R

G
Z
6
9
,
1
9
7
;
B
G
H
Z
1
0
,
6
9

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 

﹇7
1

 
 

﹈

;
B
G
H
.
W
M
1
9
6
1
,
1
1
9
7
;

 
 
 

 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　

B
G
H
.
J
Z
1
9
6
9
,
4
3
3

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）
、

ま

た

、

買

主

は

売

主

に

占

有

を

媒

介

す

る

直

接

他

主

占

有

者

で

あ

る

と

解

さ

れ

て

い

る

（B
G
H
.
J
Z
1
9
6
9
,
4
3
3
;
W
.
F
l
u
m
e
,
a
.
a
.
O
.

 

 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
﹇F

n
.
4

 
 
 
 

﹈

,   

　

S
.

 

 

3
9
7
f
.

 
 
 
 
 

;
G
e
o
r
g
i
a
d
e
s
,
D
i
e
E
i
g
e
n
t
u
m
s
a
n
w
a
r
t
s
c
h
a
f

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

t
b
e
i
m
V
o
r
b
e
h
a
l
t
s
k
a
u
f
,

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

　

1
9
6
3
,
S
.
1
1
7
;
R

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

u  
・
・

 

h
l
,
E
i
g
e
n
t
u
m
s
v
o
r
b
e
h
a
l
t
u
n
d
A
b
z
a
h
l
u
n
g
s

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

g
e
s
c
h

 
 
 
 
 

a  
・
・

 

f
t
,
1
9
3
0
,

 
 
 
 
 
 
 
 

　

S
.
1
0
2
f
f
.
;
S
t
a
u
d
i
n
g
e
r
/
H
o
n
s
e
l
l
,

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

§
4
5
5
B
G
B
R
d
n
r
.
2
8
.
u
s
w
.

 
 
 
 

 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

）
。

　

﹇　

﹈

ブ

レ

ス

ラ

ウ

地

裁

（L
G
.
B
r
e
s
la
u

 
 

 
 

 
 
 
  
 

）

一

九

三

五

年

四

月

六

日

判

決

11

（J
W
1
9
3
5
,
2
2
1
8

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

事

実

関

係

は

全

く

掲

載

さ

れ

て

お

ら

ず

、

不

明

で

あ

る

。

　

【

判

旨

】

　

「

所

有

権

留

保

は

、

売

買

目

的

物

の

占

有

が

買

主

に

移

転

し

て

い

る

に

も

拘

わ

ら

ず

、

売

買

代

金

の

完

済

に

至

る

ま

で

売

主

の

担

保

の

た

め

に

用

い

ら

れ

る

と

同

時

に

、
物

に

対

す

る

質

権

の

代

用

に

な

る

だ

け

で

あ

る

。

売

主

は

、

当

事

者

の

意

思

に

従

い

、

所

有

権

留

保

に

よ

っ

て

保

持

し

続

け

る

所

有

権

を

長

く

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

。
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

に

お

い

て

前

提

要

件

と

さ

れ

て

い

る

よ

う

に

、
こ

こ

で

は

割

賦

売

主

が

直

接

占

有

し

て

い

な

い

の

で

あ

る

か

ら

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

規

定

は

そ

の

当

事

者

意

思

と

矛

盾

し

な

い

。
所

有

権

留

保

に

基

づ

く

売

却

物

の

取

戻

し

が

解

除

権

の

行

使

と

み

な

さ

れ

る

と

こ

ろ

の

割

賦

販

売

法

五

条

を

考

慮

に

入

れ

た

場

合

に

も

同

様

の

結

末

に

な

る

。
割

賦

買

主

の

保

護

に

役

立

ち

、

ま

た

、

あ

ら

ゆ

る

法

律

の

諸

目

的

に

従

っ

て

、

判

例

に

よ

り

常

に

買

主

の

た

め

に

広

く

解

釈

さ

れ

て

き

た

こ

の

規

定

は

、

売

主

が

、

自

己

の

消

滅

時

効

を

斟

酌

し

て

、

も

は

や

解

除

権

を

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

と

き

に

は

、

売

主

に

は

、

所

有

権

留
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保

に

基

づ

く

物

の

取

戻

し

は

許

さ

れ

な

い

と

い

う

反

対

の

結

末

を

強

い

る

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

も

、

判

例

﹇　

﹈
（L

G
.
D
r
e
s
d
e
n
,
J
W
1
9
2
6
,
7
2
5

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）

と

同

様

、

留

保

売

主

10

に

直

接

占

有

が

な

い

こ

と

か

ら

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

類

推

適

用

を

否

定

し

た

裁

判

例

で

あ

る

。

ま

た

、

消

滅

時

効

に

よ

っ

て

解

除

の

前

提

を

失

う

こ

と

か

ら

、

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

も

認

め

ら

れ

な

い

と

構

成

し

て

い

る

辺

り

は

、

判

例

﹇

９

﹈
（K  

o  
・
・

 

n
i
g
l
.
L
G
.

 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
B
e
r
l
i
n
,
K
G
B
l
.
1
9
0
5
,
1
1
3

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

の

基

本

的

な

考

え

方

を

具

体

的

に

構

成

し

て

い

る

も

の

と

解

す

る

こ

と

も

で

き

る

。

　

本

判

決

に

つ

い

て

は

、

ク

リ

ソ

ー

リ

（K
a
r
l
=
A
u
g
u
s
t
C
r
i
s
o
l
l
i
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

）

博

士

の

評

釈

が

あ

り

、

こ

の

評

釈

に

お

い

て

も

、

通

説

に

よ

り

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

が

直

接

占

有

を

要

件

と

し

て

お

ら

ず

、

譲

渡

担

保

に

適

用

さ

れ

る

と

い

う

こ

と

を

前

提

と

し

て

お

り

、

譲

渡

担

保

に

適

用

さ

れ

る

く

ら

い

な

ら

、

所

有

権

留

保

に

は

尚

更

適

用

さ

れ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

と

解

し

て

お

ら

れ

る
（

８

）

。

何

故

な

ら

、

周

知

の

よ

う

に

、

譲

渡

担

保

に

関

し

て

は

、

公

示

が

な

い

か

ら

虚

偽

表

示

で

あ

る

と

か

、

質

権

に

対

す

る

脱

法

行

為

で

あ

る

な

ど

と

い

っ

た

理

由

か

ら

、

無

効

論

が

論

じ

ら

れ

た

こ

と

も

あ

っ

た

が

、

単

純

な

所

有

権

留

保

に

関

し

て

は

、

無

効

論

は

全

く

見

ら

れ

ず
（

９

）

、

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

判

例

に

至

っ

て

は

、
「

人

は

誰

で

も

ど

ん

な

と

き

で

も

所

有

権

留

保

を

考

慮

に

入

れ

て

お

か

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

と

い

う

ほ

ど

、

所

有

権

留

保

は

普

及

し

て

い

る

」
（R

G
Z
1
4
3
,
1
4
;
R
G
Z
1
4
7
,
3
2
1

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

）

と

い

う

理

論

を

提

唱

し

て

き

た

ほ

ど

で

あ

り

、

当

初

か

ら

、

所

有

権

留

保

の

方

が

譲

渡

担

保

よ

り

も

重

き

を

置

か

れ

て

い

た

と

い

え

る

か

ら

で

あ

る

。

こ

の

よ

う

に

、

か

つ

て

は

、

民

法

上

規

定

さ

れ

て

い

る

所

有

権

留

保

を

嫡

出

子

、

民

法

上

直

接

規

定

さ

れ

て

い

な

い

譲

渡

担

保

を

非

嫡

出

子

扱

い

し
（　

）

、

前

者

を

後

者

よ

り

も

重

要

視

す

る

傾

向

に

10

あ

っ

た

こ

と

か

ら

、

こ

の

ク

リ

ソ

ー

リ

博

士

の

論

述

に

も

斯

様

な

背

景

が

あ

る

こ

と

が

う

か

が

わ

れ

る

。

註

（

８

）C
r
i
s
o
l
l
i
,
L
G
.
B
r
e
s
l
a
u
,
6
.
4
.
1
9
3
5
,
A
n
m
e
r
k
u

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 

n
g
,
J
W
1
9
3
5
,
S
.
2
2
1
8
.

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

註

（

９

）

米

倉

明

『

所

有

権

留

保

の

研

究

』
（

新

青

出

版

、

一

九

九

七

年

）

二

〇

頁

。

註

（　

）

し

か

し

、

既

に

指

摘

し

た

よ

う

に

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

に

は

「

請

求

10

権

を

担

保

す

る

た

め

権

利

を

譲

渡

し

た

と

き

は

、
請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

こ

と

を

理

由

と

し

て

、
そ

の

受

戻

し

を

請

求

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

」
旨

の

規

定

が

あ

り

、
こ

れ

は

明

ら

か

に

譲

渡

担

保

を

想

定

し

て

起

草

さ

れ

た

条

文

で

あ

る

か

ら

、
譲

渡

担

保

も

民

法

上

に

現

れ

て

い

る

も

の

と

い

う

こ

と

が

で

き

る

。

こ

の

意

味

に

お

い

て

、
ド

イ

ツ

の

学

説

に

お

い

て

も

、

所

有

権

留

保

を

嫡

出

子

と

し

て

扱

い

、

譲

渡

担

保

を

非

嫡

出

子

と

し

て

扱

う

の

は

差

別

で

あ

り

、

不

公

平

で

あ

る

（M  

u  
・
・

 

n
z
e
l
,
E
i
g
e
n
t
u
m
s

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

‐

　

v
o
r
b
e
h
a
l
t
u
n
d
S
i
c
h
e
r
u
n
g
s

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

u  
・
・

 

b
e
r
e
i
g
n
u
n
g
,
M
D
R
1
9
5
1
,
S
.
1
2
9

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

﹇1
2
9

 
 
 

‐1
3
0

 
 
 

﹈
）

と

い

う

指

摘

が

な

さ

れ

て

い

る

（

米

倉

・

前

掲

書

﹇

前

掲

註

９

﹈

二

四

頁

に

も

斯

様

な

指

摘

が

あ

る

）
。

　

﹇　

﹈

フ

ラ

イ

ベ

ル

ク

区

裁

（A
G
.
F
r
e
ib
e
r
g

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 

）

一

九

三

八

年

二

月

一

六

日

判

決

12

（J
W
1
9
3
8
,
8
6
6

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｙ

は

、

一

九

三

一

年

一

〇

月

、

Ｘ

か

ら

ラ

ジ

オ

受

信

機

と

拡

声

器

を

分

割

払

い

で

購

入

し

た

が

、

一

九

三

四

年

三

月

以

来

支

払

を

怠

っ

た

。

そ

の

後

、

残

代

金

請

求

権

が

時

効

に
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よ

り

消

滅

し

た

。

そ

こ

で

、

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

所

有

権

留

保

に

基

づ

い

て

ラ

ジ

オ

受

信

機

と

拡

声

器

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

な

お

、

本

件

で

は

、

一

九

三

一

年

一

〇

月

か

ら

経

過

し

た

期

間

中

使

用

す

る

こ

と

が

で

き

た

と

す

る

利

用

損

害

は

、
Ｙ

が

支

払

っ

た

代

金

額

を

は

る

か

に

上

回

っ

て

い

る

と

い

う

事

実

認

定

が

な

さ

れ

て

い

る

。

　

【

判

旨

】

　

請

求

棄

却

　

「

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

に

よ

る

と

、
 

確

か

に

、
質

権

と

担

保

権

―

留

保

所

有

権

は

斯

様

な

権

利

と

み

な

さ

れ

る

―

は

被

担

保

請

求

権

そ

れ

自

体

の

時

効

消

滅

に

よ

っ

て

も

影

響

を

受

け

な

い

。

し

か

し

、
こ

の

規

定

は

当

事

者

が

別

段

の

合

意

を

し

て

い

た

場

合

は

適

用

さ

れ

な

い

。

割

賦

販

売

の

場

合

に

は

、

通

常

、

返

還

請

求

権

は

売

買

代

金

請

求

権

と

と

も

に

時

効

消

滅

す

る

旨

の

約

定

が

あ

る

も

の

と

み

な

さ

れ

る

（L
G
.
D
r
e
s
d
e
n
,
J
W
1
9
2
6
,
7
2
5
;

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

L
G
.
B
r
e
s
l
a
u
,
J
W
1
9
3
5
,
2
2
1
8

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
。

何

故

な

ら

、

売

主

と

買

主

は

そ

の

行

為

を

一

体

と

み

な

し

、

そ

の

時

に

は

、

副

次

的

な

効

力

（N
e
b
e
n
w
i
r
k
u
n
g
e
n

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）

に

お

い

て

も

、

な

る

べ

く

売

買

に

関

す

る

規

定

を

適

用

す

べ

き

だ

か

ら

で

あ

る

。
売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

、

あ

る

い

は

既

に

一

〇

年

が

経

過

し

た

と

き

で

あ

っ

て

も

、

売

主

は

ま

だ

留

保

所

有

権

を

援

用

し

う

る

と

い

う

考

え

方

は

、
両

方

と

も

完

全

に

常

軌

を

逸

し

て

い

る

。

消

滅

時

効

の

進

行

期

間

や

、

最

も

不

利

な

場

合

で

二

年

と

い

う

期

間

が

あ

れ

ば

、

特

に

気

配

り

に

満

ち

た

売

主

で

あ

れ

ば

も

ち

ろ

ん

、

そ

う

で

な

い

売

主

で

あ

っ

て

も

、

自

己

の

権

利

を

正

当

に

行

使

し

、

消

滅

時

効

を

中

断

す

る

機

会

が

十

分

に

与

え

ら

れ

る

。

そ

れ

故

、

売

買

代

金

の

消

滅

時

効

期

間

以

上

に

返

還

請

求

権

に

関

す

る

消

滅

時

効

期

間

を

延

長

し

て

、
売

主

を

保

護

す

る

必

要

性

は

要

求

さ

れ

な

い

。
毎

日

広

範

囲

に

お

い

て

締

結

さ

れ

る

同

種

の

割

賦

販

売

を

で

き

る

だ

け

迅

速

に

終

結

す

る

と

い

う

取

引

の

必

要

と

同

時

に

、
ま

さ

に

買

主

の

利

益

と

い

う

も

の

が

要

求

さ

れ

る

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

割

賦

販

売

に

お

い

て

は

、

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

す

る

と

、

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

も

消

滅

す

る

も

の

と

判

示

し

て

い

る

。

こ

の

判

旨

を

見

た

限

り

で

は

、

理

由

付

け

は

明

確

で

は

な

い

が

、

買

主

の

利

益

保

護

と

い

う

一

文

か

ら

、

裁

判

例

﹇

９

﹈（K  

o  
・
・

 

n
i
g
l
.
L
G
.

 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
B
e
r
l
i
n
,
K
G
B
l
.
1
9
0
5
,
1
1
3

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
、
﹇　

﹈（L
G
.
D
r
e

 
 

 
 

 
 

‐

10

s
d
e
n
,
J
W
1
9
2
6
,
7
2
5

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）
、
﹇　

﹈
（L

G
.
B
r
e
s
l
a
u
,
J
W
1
9
3
5
,
2
2
1
8

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

と

同

様

の

見

解

に

11

立

っ

て

お

り

、

買

主

の

占

有

権

な

い

し

所

有

期

待

権

を

重

視

し

て

い

る

も

の

と

思

わ

れ

る

。

い

ず

れ

に

し

て

も

、

こ

れ

ら

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

時

代

の

下

級

審

裁

判

例

の

判

例

法

理

は

、

売

買

代

金

請

求

権

の

消

滅

時

効

が

売

主

の

返

還

請

求

権

を

も

消

滅

さ

せ

る

と

い

う

理

論

構

成

を

採

っ

て

お

り

、

学

説

の

批

判

を

浴

び

て

い

た

と

い

う

理

論

上

の

争

い

が

あ

っ

た

。

　

そ

れ

で

は

次

に

、

連

邦

通

常

裁

判

所

制

度

下

に

お

い

て

、

こ

の

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

下

級

審

裁

判

例

の

趨

勢

は

ど

の

よ

う

に

変

遷

し

て

行

く

の

か

と

い

う

こ

と

に

つ

い

て

概

観

す

る

。

　

（

二

）

連

邦

通

常

裁

判

所

制

度

下

に

お

け

る

判

例

及

び

裁

判

例

　

（

イ

）

連

邦

通

常

裁

一

九

六

一

年

一

月

二

四

日

判

決

以

前

の

下

級

審

裁

判

例

　

﹇　

﹈
キ

ー

ル

地

裁
（L

G
.
K
ie
l

 
 

 
 
  
 

）
一

九

五

五

年

一

〇

月

四

日

判

決
（M

D
R
1
9
5
6
,
9
7

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

）

13

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

割

賦

販

売

の

方

式

に

よ

っ

て

所

有

権

留

保

売

買

を

行

っ

た

が

、

そ

の

後

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

、

Ｙ

が

こ

れ

を

援

用

し

た

と

い

う

以

外

、

事

実

関
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係

は

不

明

で

あ

る

。

　

【

判

旨

】

　

請

求

棄

却

　

「

所

有

権

留

保

の

下

に

お

い

て

、

割

賦

販

売

で

物

を

購

入

し

、

引

渡

し

を

受

け

た

者

は

、

直

接

占

有

及

び

停

止

条

件

付

き

所

有

権

を

取

得

す

る

。

こ

の

占

有

権

は

、
売

買

契

約

に

基

づ

き

、
第

四

五

五

条

に

よ

っ

て

合

意

さ

れ

た

所

有

権

留

保

の

結

果

発

生

す

る

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

八

六

八

条

の

意

味

に

お

け

る

占

有

媒

介

人

と

し

て

の

地

位

に

基

づ

い

て

い

る

。
…

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

、
抗

弁

権

に

よ

り

、
買

主

が

消

滅

時

効

を

援

用

し

た

後

に

お

い

て

は

、

も

は

や

解

除

す

る

こ

と

は

で

き

ず

、
割

賦

販

売

法

五

条

の

擬

制

に

関

す

る

道

も

な

い

。

消

滅

時

効

の

抗

弁

の

よ

う

な

永

久

的

な

抗

弁

権

が

、
債

務

者

に

対

し

て

発

生

し

た

支

払

請

求

権

と

対

立

し

、
主

張

さ

れ

る

と

き

に

は

、
も

は

や

買

主

は

遅

滞

に

陥

る

可

能

性

は

な

い

。
遅

滞

が

な

い

以

上

、

解

除

の

可

能

性

は

消

滅

す

る

。

買

主

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

に

よ

り

、

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

の

行

使

（

第

九

八

五

条

）

に

対

し

て

、

異

議

を

申

し

立

て

る

こ

と

が

で

き

る

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

割

賦

販

売

に

よ

る

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

と

き

に

は

、

留

保

売

主

は

解

除

す

る

こ

と

が

で

き

ず

、

買

主

の

遅

滞

も

な

く

な

り

、

買

主

の

占

有

権

だ

け

が

存

続

す

る

と

判

示

し

た

戦

後

に

お

け

る

最

初

の

裁

判

例

で

あ

る

。

　

本

判

決

は

、

明

ら

か

に

戦

前

の

裁

判

例

﹇

９

﹈
（K  

o  
・
・

 

n
i
g
l
.
L
G
.

 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
B
e
r
l
i
n
,
K
G
B
l
.

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 

1
9
0
5
,
1
1
3

 
 
 
 
 
 
 
 

）

か

ら

﹇　

﹈
（A

G
.
F
r
e
i
b
e
r
g
,
J
W
1
9
3
8
,
8
6
6

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）

ま

で

の

影

響

下

に

あ

る

12

と

い

う

こ

と

が

で

き

、

戦

前

の

下

級

審

裁

判

例

に

お

い

て

確

立

さ

れ

た

判

例

法

理

は

、

戦

後

に

お

い

て

も

、

判

例

法

理

と

し

て

確

立

さ

れ

る

か

の

よ

う

な

勢

い

が

あ

り

、

本

判

決

以

後

、

現

実

に

こ

の

傾

向

は

し

ば

ら

く

続

く

こ

と

に

な

る

。

　

﹇　

﹈

ハ

ー

ゲ

ン

地

裁

（L
G
.
H
a
g
e
n

 
 

 
 

 
 
 
 

）

一

九

五

五

年

一

〇

月

一

三

日

判

決

14

（N
J
W
1
9
5
6
,
7
1
3

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

三

ヶ

月

払

い

の

約

定

に

よ

り

所

有

権

を

留

保

し

て

衣

料

品

を

売

却

し

、

代

金

は

、

一

九

五

二

年

一

〇

月

二

五

日

ま

で

に

支

払

う

こ

と

と

し

た

。

Ｘ

が

数

回

催

告

し

た

に

も

拘

わ

ら

ず

、

Ｙ

は

、

二

五

マ

ル

ク

し

か

支

払

を

し

な

か

っ

た

。

一

九

五

四

年

末

、

Ｘ

は

支

払

命

令

を

得

て

、

こ

れ

を

Ｙ

に

発

し

た

が

、

Ｙ

が

転

居

し

て

い

た

た

め

、

支

払

命

令

は

送

達

さ

れ

な

か

っ

た

。

一

九

五

五

年

四

月

、

Ｘ

は

、

よ

う

や

く

Ｙ

の

住

所

を

捜

し

当

て

た

後

、

売

買

代

金

の

支

払

を

訴

求

し

、

予

備

的

に

、

契

約

を

解

除

し

て

、

衣

料

品

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

援

用

し

た

。

第

一

審

は

、

Ｘ

の

請

求

を

棄

却

し

た

の

で

、

Ｘ

が

控

訴

し

た

の

が

本

件

で

あ

る

。

　

【

判

旨

】

　

控

訴

棄

却

　

「

売

買

代

金

が

完

済

さ

れ

て

い

な

い

以

上

、

Ｘ

は

ま

だ

所

有

者

で

あ

る

が

、

売

買

契

約

に

基

づ

く

Ｙ

の

占

有

権

は

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

る

返

還

請

求

権

と

対

立

矛

盾

す

る

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

）
。

Ｘ

は

、

も

は

や

こ

の

契

約

を

解

除

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

。

Ｘ

は

、
解

除

権

の

み

与

え

う

る

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

二

六

条

を

援

用

す

る

こ

と

が

で

き

な

い

。

Ｙ

が

消

滅

時

効

の

抗

弁

に

基

づ

き

、
売

買

代

金

の

支

払

を

拒

絶

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

き

か

ら

、

遅

滞

は

存

在

し

な

い

。
」

―  361  ―
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【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

割

賦

販

売

に

よ

る

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

と

き

に

は

、
買

主

が

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

主

張

し

た

と

き

か

ら

、

買

主

に

遅

滞

は

存

在

せ

ず

、

留

保

売

主

は

、

解

除

す

る

こ

と

が

で

き

ず

、

売

買

目

的

物

の

返

還

請

求

も

で

き

な

い

と

判

示

し

て

お

り

、

直

接

的

に

は

戦

後

初

の

下

級

審

裁

判

例

﹇　

﹈
（L

G
.
K
i
e
l
,
M
D
R
1
9
5
6
,
9
7

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

）

と

同

様

の

考

え

方

で

あ

る

が

、

総

合

13

的

に

考

察

す

る

と

、

裁

判

例

﹇

９

﹈
（K  

o  
・
・

 

n
i
g
l
.
L
G
.

 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
B
e
r
l
i
n
,
K
G
B
l
.
1
9
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）

か

ら

﹇　

﹈
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G
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F
r
e
i
b
e
r
g
,
J
W
1
9
3
8
,
8
6
6

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）

ま

で

の

判

例

法

理

の

影

響

下

に

あ

る

と

12

い

う

こ

と

が

で

き

る

。

　

﹇　

﹈

ハ

ー

ゲ

ン

地

裁

（L
G
.
H
a
g
e
n

 
 

 
 

 
 
 
 

）

一

九

五

八

年

三

月

三

日

判

決

15

（N
J
W
1
9
5
8
,
8
7
1

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

割

賦

販

売

の

方

式

に

よ

り

、

代

金

総

額

三

八

五

マ

ル

ク

で

ラ

ジ

オ

受

信

機

を

売

却

し

た

。

Ｘ

は

、

売

買

代

金

の

完

済

ま

で

所

有

権

を

留

保

し

、

Ｙ

は

、

初

回

賦

払

金

八

五

マ

ル

ク

を

支

払

い

、

残

代

金

は

、

一

九

五

二

年

一

一

月

一

日

か

ら

三

〇

マ

ル

ク

の

月

払

い

と

し

た

。
Ｙ

は

、
残

代

金

五

〇

マ

ル

ク

の

支

払

に

よ

っ

て

遅

滞

に

陥

っ

た

。

Ｘ

の

度

々

の

催

告

に

も

拘

わ

ら

ず

、

Ｙ

が

支

払

を

し

な

か

っ

た

の

で

、

Ｘ

は

、

右

契

約

を

解

除

し

、

Ｙ

に

対

し

て

ラ

ジ

オ

受

信

機

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

援

用

し

た

。
第

一

審

が

Ｘ

の

請

求

を

棄

却

し

た

の

で

、

Ｘ

が

控

訴

し

た

の

が

本

件

で

あ

る

。

　

【

判

旨

】

　

控

訴

棄

却

　

「

割

賦

販

売

の

枠

内

で

合

意

さ

れ

た

所

有

権

留

保

は

、

売

買

代

金

債

権

の

担

保

の

た

め

に

の

み

利

用

さ

れ

、
し

た

が

っ

て

、
売

主

に

は

所

有

者

と

し

て

の

無

制

約

的

権

利

は

な

い

。

こ

の

法

的

地

位

は

信

託

的

で

あ

り

、
質

入

れ

さ

れ

た

物

の

占

有

も

質

権

者

に

あ

る

と

い

う

違

い

が

あ

る

だ

け

で

、
質

権

者

の

法

的

地

位

と

類

似

し

て

い

る

。

…

売

買

代

金

請

求

権

の

消

滅

時

効

と

同

時

に

、

こ

の

点

に

お

い

て

解

釈

す

べ

き

当

事

者

の

意

思

に

従

い

、

所

有

権

留

保

は

、

そ

の

目

的

及

び

効

力

を

失

う

。

…

買

主

が

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

に

よ

り

、

物

の

返

還

を

拒

絶

し

う

る

以

上

、
Ｙ

に

は

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

る

返

還

義

務

は

な

い

。
こ

の

占

有

権

は

、

Ｙ

の

た

め

に

、

Ｘ

と

の

売

買

契

約

か

ら

発

生

す

る

。

何

故

な

ら

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

三

三

条

一

項

に

よ

る

と

、

売

主

に

は

、

買

主

に

対

し

て

、

売

却

物

の

引

渡

義

務

が

あ

る

か

ら

で

あ

る

。

し

か

し

、

…

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

の

で

あ

る

か

ら

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

二

文

に

よ

り

、

Ｘ

に

は

、

も

は

や

解

除

す

る

権

利

も

な

い

。

…

催

告

が

、

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

の

完

成

後

に

初

め

て

行

わ

れ

た

と

き

に

は

、

Ｙ

は

、

そ

も

そ

も

遅

滞

に

陥

っ

て

は

い

な

い

。

何

故

な

ら

、

永

続

的

な

権

利

滅

却

の

抗

弁

権

、

例

え

ば

、

消

滅

時

効

が

請

求

権

と

対

立

す

る

と

き

に

は

、

債

務

者

は

遅

滞

に

な

ら

な

い

か

ら

で

あ

る

。

し

か

し

、

消

滅

時

効

が

、

遅

滞

の

理

由

付

け

の

後

に

よ

う

や

く

完

成

し

た

場

合

で

も

、

こ

の

結

論

に

変

わ

り

は

な

い

。

こ

の

場

合

、

Ｙ

は

確

か

に

遅

滞

に

陥

っ

て

は

い

る

が

、

当

民

事

部

が

一

九

五

五

年

一

〇

月

一

三

日

判

決N
J
W
1
9
5
6
,
7
1
3

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

（

判

例

﹇　

﹈
﹇

筆

14

者

註

﹈
）

に

お

い

て

判

示

し

て

い

る

よ

う

に

、

完

成

し

た

消

滅

時

効

及

び

Ｙ

に

よ

る

抗

弁

権

の

行

使

に

よ

り

、

Ｘ

に

は

、

も

は

や

解

除

権

を

行

使

す

る

権

限

が

な

い

。

…

Ｙ

が

正

当

に

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

唱

え

て

か

ら

以

降

は

、
も

は

や

遅

滞

は

存

在

し

な

い

の

で

あ

る

か

ら

、

Ｘ

は

、

も

は

や

売

買

契

約

を

解

除

す

る

こ

と

も

で

き

な

い

。
」
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【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

割

賦

販

売

に

よ

る

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

、

買

主

が

こ

れ

を

援

用

し

た

と

き

に

は

、

買

主

は

も

は

や

遅

滞

で

は

な

く

な

り

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

六

条

に

よ

る

占

有

権

が

優

先

す

る

以

上

、

売

主

は

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

に

よ

る

解

除

権

を

失

い

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

る

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

と

判

示

し

て

お

り

、

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

時

代

か

ら

の

下

級

審

裁

判

例

﹇

９

﹈
（K  

o  
・
・

 

n
i
g
l
.
L
G
.

 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
B
e
r
l
i
n
,
K
G
B
l
.
1
9
0
5
,
1
1
3

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

か

ら

戦

後

の

裁

判

例

﹇　

﹈
（L

G
.
H
a
g
e
n
,
N
J
W
1
9
5
6
,
7
1
3

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）

ま

で

の

判

例

法

理

の

趨

勢

に

14

倣

う

も

の

で

あ

る

。

　

本

判

決

に

は

メ

ラ

ー

ズ

判

事

（E
l
m
a
r
M

 

 
 

 
 
 
 

o  
・
・

 

l
l
e
r
s

 
 
 
 
 

）

の

評

釈

が

あ

る

。

こ

の

評

釈

に

よ

る

と

、

ま

ず

、

所

有

権

留

保

は

被

担

保

請

求

権

の

消

滅

時

効

に

服

す

る

か

と

い

う

問

題

は

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

一

項

に

よ

り

、

抵

当

権

、

船

舶

抵

当

権

、

質

権

に

関

し

て

否

定

さ

れ

て

い

る

が

、
通

説
（O

e
r
t
m
a
n
n
,
J
W
1
9
2
6
,
7
2
5
;
R

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

u  
・
・

 

h
l
,
E
i
g
e
n
t
u

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

‐

m
s
v
o
r
b
e
h
a
l
t
u
.
A
b
z
G
,
1
9
3
0
,
S
.
8
5
;
K
l
a
u
s
s
,

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

A
b
z
G
,
1
9
5
0
,
A
n
m
.
3
8
0
;
C
r
i
s
o
l
l
i
,
J
W
1
9

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

3
5
,
2
2
1
8
;
L
u
b
b
e
,
J
W
1
9
3
8
,
1
9
9
0
;
E
n
n
e
c
c
e
r
u
s

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

‐N
i
p
p
e
r
d
e
y
,
A
l
l
g
.
T
e
i
l
,
1
4
.
A
u
f
l
.
,

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

§
2
3
7
A
n
m
.
1
9

 
 
 
 

 
 

 
 
 

等

）

は

、

こ

の

規

定

が

附

従

性

原

理

と

矛

盾

し

て

い

る

こ

と

を

理

由

と

し

て

担

保

所

有

権

と

留

保

所

有

権

も

こ

の

規

定

の

列

挙

に

加

え

て

お

り

、

更

に

、

通

説

は

、

同

条

二

項

の

適

用

に

よ

り

、

担

保

の

た

め

に

権

利

が

譲

渡

さ

れ

た

場

合

に

は

被

担

保

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

こ

と

を

理

由

と

し

て

そ

の

受

戻

し

を

請

求

で

き

な

い

、
つ

ま

り

、
担

保

権

は

引

き

続

き

行

使

さ

れ

う

る

と

の

見

解

に

立

っ

て

い

る

と

し

、

メ

ラ

ー

ズ

判

事

は

、

判

例

が

こ

の

通

説

に

反

し

て

、

請

求

権

の

時

効

に

よ

り

解

除

し

え

な

い

と

き

に

は

所

有

権

に

基

づ

く

請

求

権

も

消

滅

す

る

と

い

う

結

論

を

採

っ

て

い

る

点

は

正

当

と

は

認

め

が

た

い

と

し

て

批

判

し

て

い

る
（　

）

。

11

　

ま

た

、

メ

ラ

ー

ズ

判

事

は

、

判

例

の

根

底

に

は

請

求

権

の

消

滅

時

効

に

よ

っ

て

遅

滞

の

治

癒

（H
e
i
l
u
n
g

 

 
 
 
 
 
 

）

が

生

じ

て

い

る

以

上

解

除

の

可

能

性

は

否

定

さ

れ

る

と

の

考

え

方

が

あ

る

こ

と

を

指

摘

し

、

履

行

遅

滞

に

あ

る

債

務

者

が

更

に

契

約

違

背

行

為

を

す

る

こ

と

に

よ

っ

て

、

な

ぜ

突

如

と

し

て

「

遅

滞

の

洗

滌

（p
u
r
g
a
t
i
o

 
 
 
 
 
 
 
 
 

m
o
r
a
e

 

 
 
 
 

）
」

の

恩

恵

に

浴

す

る

の

か

が

理

解

で

き

な

い

と

述

べ

、

こ

の

場

合

に

お

い

て

、

買

主

に

占

有

の

抗

弁

権

が

あ

り

、

消

滅

時

効

に

よ

っ

て

解

除

権

を

失

っ

た

売

主

は

買

主

の

自

主

的

な

支

払

を

待

つ

し

か

な

い

と

い

う

こ

と

は

、

売

主

に

と

っ

て

無

理

な

要

求

を

強

い

る

こ

と

に

な

り

、

妥

当

で

は

な

い

と

し

て

、

右

の

よ

う

な

見

解

を

採

っ

て

い

る

裁

判

例

﹇　

﹈
（L

G
.
K
i
e
l
,
M
D
R
1
9
5
6
,
9
7

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

）

を

的

外

れ

で

あ

る

と

13

し

て

批

判

し

て

い

る
（　

）

。

12

　

こ

の

よ

う

に

、

学

説

は

、

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

時

代

か

ら

展

開

さ

れ

て

き

た

下

級

審

裁

判

例

に

よ

る

判

例

法

理

に

対

し

て

真

っ

向

か

ら

対

立

す

る

姿

勢

を

見

せ

て

き

た

。

そ

し

て

、

斯

様

な

学

説

の

批

判

に

応

え

る

か

の

よ

う

な

形

で

、

遂

に

最

初

の

最

上

級

審

の

判

例

が

現

れ

る

こ

と

に

な

る

。

註

（　

）M

 

o  
・
・

 

l
l
e
r
s
,
L
G
.
H
a
g
e
n
,
3
.
3
.
1
9
5
8
,
A
n
m
e
r
k
u
n
g
,
N
J

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

W
1
9
5
8
,
S
.
8
7
1
.

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11

註

（　

）M

 

o  
・
・

 

l
l
e
r
s
,
a
.
a
.
O
.

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（F
n
.
1
1

 
 
 
 
 

）,
S
.
8
7
1

 

 
 
 
 
 

‐8
7
2
.

 
 
 
 

し

か

し

な

が

ら

、

メ

ラ

ー

ズ

判

12

事

は

、

割

賦

販

売

法

が

適

用

さ

れ

る

場

面

に

お

い

て

は

、

解

除

等

の

契

約

関

係

解

消

に

関

し

て

、

そ

の

二

条

に

お

い

て

買

主

の

使

用

料

支

払

義

務

が

規

定

さ

れ

、

そ

の

一

条

に

お

い

て

売

主

の

賦

払

金

返

還

義

務

が

規

定

さ

れ

て

い

る

と

し

、
両

者

は

買

主

の

占

有

期

間

を

基

準

と

し

て

お

り

、

占

有

期

間

が

長

く

な

れ

ば

な

る

ほ

ど

、

買

主

の

使

―  359  ―

石　口　　　修

二

四



用

料

が

高

く

な

る

反

面

、
売

主

の

賦

払

金

返

還

義

務

は

軽

減

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

の

だ

が

、

売

主

は

斯

様

な

場

合

、

買

主

の

返

還

請

求

額

が

な

く

な

る

ま

で

じ

っ

と

静

観

し

て

い

て

差

し

支

え

な

い

の

か

と

い

う

問

題

提

起

を

し

、
二

年

と

い

う

消

滅

時

効

期

間

が

経

過

し

た

場

合

に

は

、

ま

さ

に

こ

の

状

況

に

な

る

も

の

と

解

し

、

斯

様

な

状

況

に

お

い

て

、

売

主

が

担

保

権

の

行

使

と

し

て

目

的

物

の

返

還

を

請

求

し

、

換

価

権

を

行

使

す

る

こ

と

は

信

義

則

違

反

と

し

て

許

さ

れ

な

い

と

し

て

、
割

賦

販

売

法

の

適

用

あ

る

場

合

に

は

、

判

例

の

結

論

は

正

当

化

さ

れ

る

も

の

と

解

し

て

い

る

。

　

（

ロ

）

連

邦

通

常

裁

一

九

六

一

年

一

月

二

四

日

判

決

　

﹇　

﹈
Ｂ

Ｇ

Ｈ
（

第

八

民

事

部

）

一

九

六

一

年

一

月

二

四

日

判

決
（B

G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

）

16

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

一

九

四

九

年

一

二

月

、

Ｙ

に

対

し

て

、

売

買

代

金

の

完

済

を

停

止

条

件

と

し

て

所

有

権

を

移

転

す

る

と

い

う

普

通

供

給

約

款

に

よ

り

ス

ク

ラ

ッ

プ

プ

レ

ス

機

を

売

却

し

、

一

九

五

〇

年

一

月

一

一

日

、

こ

れ

を

給

付

し

た

。

同

年

一

一

月

、

Ｙ

は

、

プ

レ

ス

機

の

圧

力

シ

リ

ン

ダ

ー

の

中

に

オ

イ

ル

漏

れ

が

あ

る

僅

か

な

ひ

び

割

れ

を

発

見

し

た

。
一

九

五

二

年

七

月

、

Ｙ

は

、

毀

損

し

た

シ

リ

ン

ダ

ー

の

代

わ

り

に

プ

レ

ス

機

の

中

に

組

み

込

む

新

し

い

シ

リ

ン

ダ

ー

を

Ｘ

か

ら

購

入

し

、

代

金

を

支

払

っ

た

が

、

プ

レ

ス

機

本

体

の

代

金

債

権

は

、

過

失

に

よ

り

支

払

の

な

い

ま

ま

で

あ

っ

た

。

そ

の

後

、

Ｙ

は

、

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

を

援

用

し

た
（

認

定

事

実

に

よ

る

と

、
一

九

五

〇

年

一

月

始

め

に

弁

済

期

に

な

り

、

一

九

五

四

年

一

二

月

三

一

日

の

満

了

に

よ

り

債

権

は

時

効

消

滅

し

て

い

る

﹇

筆

者

註

﹈
）
。

　

そ

こ

で

、

Ｘ

は

、

一

九

五

六

年

五

月

、

事

後

的

に

調

達

し

た

代

替

シ

リ

ン

ダ

ー

を

含

め

て

、
所

有

権

留

保

の

下

で

給

付

し

た

ス

ク

ラ

ッ

プ

プ

レ

ス

機

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

第

一

審

は

Ｘ

の

請

求

を

認

容

し

た

。
Ｙ

は

こ

れ

を

不

服

と

し

て

控

訴

し

た

が

、
棄

却

さ

れ

た

。
そ

こ

で

Ｙ

は

、
売

買

代

金

請

求

権

の

消

滅

時

効

と

自

己

の

占

有

の

抗

弁

を

主

張

す

る

と

と

も

に

、

Ｘ

の

目

的

物

返

還

請

求

権

が

信

義

則

に

反

す

る

こ

と

を

理

由

と

し

て

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

上

告

棄

却

　

「

所

有

権

を

留

保

し

て

売

買

し

た

売

主

は

、

質

権

や

譲

渡

担

保

に

よ

っ

て

な

し

う

る

よ

り

も

も

っ

と

強

力

に

、
考

え

ら

れ

う

る

限

り

最

も

強

力

な

方

法

に

お

い

て

担

保

す

る

意

思

で

あ

る

と

い

う

こ

と

を

表

明

し

て

い

る

。

…

本

件

の

事

案

に

お

い

て

は

、
割

賦

販

売

法

に

含

ま

れ

な

い

所

有

権

留

保

の

諸

事

案

に

つ

い

て

の

み

判

決

す

る

必

要

が

あ

る

。

　

学

説

上

支

配

的

な

見

解

に

よ

る

と

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

は

、

合

意

さ

れ

た

所

有

権

留

保

に

準

用

さ

れ

る

べ

き

で

あ

る

。

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

一

項

に

は

、

抵

当

権

、

船

舶

抵

当

権

ま

た

は

質

権

に

関

す

る

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

て

も

、
権

利

者

が

担

保

目

的

物

か

ら

満

足

を

求

め

る

こ

と

を

妨

げ

な

い

旨

明

文

で

規

定

さ

れ

て

お

り

、
そ

の

中

に

譲

渡

担

保

を

含

む

請

求

権

を

担

保

す

る

た

め

の

権

利

の

譲

渡

に

関

す

る

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

の

規

定

は

、

拡

張

さ

れ

る

の

で

は

な

く

、

被

担

保

請

求

権

の

消

滅

時

効

に

よ

る

債

務

者

の

受

戻

し

が

で

き

な

く

な

る

旨

規

定

し

て

い

る

に

過

ぎ

な

い

。

し

か

し

、

実

際

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

の

第

一

草

案

第

一

八

三

条

か

ら

も

明

ら

か

で

あ

る

よ

う

に

、
こ

れ

は

質

権

の

場

合

と

同

様

に

賛

意

を

表

明

さ

れ

て

い

た

。

し

た

が

っ

て

、

同

条

二

項

か

ら

は

、

譲

渡

担

保

の

場

合

に

は

、

被

担

保

請

求

権

の

消

滅

時

効

に

よ

り

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

る

返

還

請

求

が

で

き

な

く

な

る

と

い

う

こ

と

は

読

み

取

れ

ず

、

寧

ろ

、

物

上

の

完

全

な

法

的

地

位

が

債

権

者

に

引

き

続

き

保

持

さ

れ

る

べ

き

で

あ

る

。

同

様

に

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

基

礎

に

あ

っ

て

、

認

識

し

う

る

観

点

は

、

所

有

権

留

保

に

も

適

合

す

る

（O
e
r
t
m
a
n
n
,
J
W
1
9
2
6
,
S
.
7
2
5
A
n
m
.
;
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C
r
i
s
o
l
l
i
,
J
W
1
9
3
5
,
S
.
2
2
1
8
A
n
m
.

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

）
。

し

た

が

っ

て

、

所

有

権

留

保

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

に

応

じ

て

、

原

則

と

し

て

、

被

担

保

請

求

権

の

消

滅

時

効

に

影

響

を

受

け

な

い

と

い

う

こ

と

が

正

当

化

さ

れ

る

。

…

し

た

が

っ

て

、
所

有

権

留

保

に

基

づ

く

所

有

者

の

請

求

権

は

、
担

保

さ

れ

た

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

に

よ

っ

て

消

滅

し

な

い

。

…

時

効

消

滅

し

た

に

も

拘

わ

ら

ず

、

な

お

存

続

す

る

物

的

権

利

（

所

有

権

）

に

基

づ

く

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

は

、

売

買

代

金

債

権

と

同

じ

短

期

消

滅

時

効

の

支

配

下

に

は

な

い

。

…

　

支

払

遅

滞

の

場

合

に

の

み

返

還

請

求

権

が

発

生

し

う

る

と

い

う

こ

と

は

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

の

規

定

か

ら

は

読

み

取

れ

な

い

。

こ

の

規

定

か

ら

は

寧

ろ

、
起

こ

り

う

る

場

合

の

一

つ

と

し

て

遅

滞

が

考

え

ら

れ

、
そ

の

遅

滞

が

存

在

す

る

場

合

に

は

返

還

請

求

権

が

与

え

ら

れ

る

と

い

う

こ

と

が

明

ら

か

に

な

る

。

…

売

主

は

、
買

主

に

よ

る

物

の

不

適

切

な

取

扱

い

の

あ

っ

た

と

き

に

お

け

る

返

還

請

求

権

を

有

す

る

と

い

う

契

約

の

趣

旨

に

よ

る

と

、
他

の

理

由

も

考

え

る

こ

と

が

で

き

る

。

こ

こ

か

ら

は

、
買

主

の

占

有

権

喪

失

は

売

買

代

金

に

よ

る

買

主

の

遅

滞

の

場

合

に

限

定

さ

れ

な

い

と

い

う

こ

と

が

明

ら

か

に

な

る

。

　

…

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

に

も

拘

わ

ら

ず

、

売

主

の

所

有

権

が

失

わ

れ

ず

、

所

有

権

に

基

づ

く

請

求

権

が

売

買

代

金

債

権

と

と

も

に

時

効

消

滅

し

な

い

と

き

に

は

、

こ

の

法

的

状

況

は

、

既

に

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

に

よ

り

、

売

買

目

的

物

の

占

有

権

が

、
買

主

の

一

個

の

も

は

や

除

去

し

え

な

い

権

利

に

ま

で

発

展

し

え

な

い

こ

と

を

示

唆

し

て

い

る

。

こ

の

事

に

よ

り

、
所

有

権

と

占

有

権

が

長

期

に

亙

っ

て

分

属

さ

れ

る

と

い

う

殆

ど

意

味

の

な

い

結

果

が

も

た

ら

さ

れ

る

こ

と

に

な

ろ

う

。

し

か

し

な

が

ら

、
質

権

と

譲

渡

担

保

に

賛

意

を

表

明

す

る

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

基

本

的

な

考

え

方

が

、
売

主

の

占

有

権

に

対

し

て

も

、

売

買

代

金

の

消

滅

時

効

を

考

慮

し

な

い

と

い

う

方

法

に

お

い

て

、

所

有

権

留

保

に

も

適

用

さ

れ

る

と

き

に

は

、

有

意

義

な

解

決

策

が

明

ら

か

に

な

る

（A
.
B
l
o
m
e
y
e
r
,
J
Z
1
9
5
9
,
S
.
1
5
;
B
a
u
k
n
e
c
h
t
,
M
D
R

 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

1
9
5
6
,
S
.
7
2
2

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

も

同

旨

）
。

こ

れ

は

以

下

の

こ

と

を

意

味

す

る

。
即

ち

、
例

え

ば

買

主

が

売

買

目

的

物

を

不

適

切

に

取

り

扱

い

、

そ

の

結

果

、

一

連

の

契

約

の

趣

旨

に

従

い

、

占

有

権

が

終

了

す

る

場

合

に

も

、

ま

た

、

買

主

が

売

買

代

金

の

支

払

を

拒

絶

し

て

い

る

場

合

に

も

、

売

主

は

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

て

い

る

に

も

拘

わ

ら

ず

、
買

主

に

対

し

て

有

効

に

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

…

質

権

や

譲

渡

担

保

の

意

義

・

目

的

と

全

く

同

様

、

買

主

に

支

払

の

き

っ

か

け

を

作

り

、

支

払

な

き

場

合

に

は

、

売

主

を

担

保

す

る

こ

と

が

、

所

有

権

留

保

の

意

義

・

目

的

で

あ

る

。

し

た

が

っ

て

、

質

権

や

譲

渡

担

保

に

関

す

る

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

規

定

を

所

有

権

留

保

に

も

適

用

す

る

こ

と

に

は

意

義

が

あ

る

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

場

合

で

あ

っ

て

も

、

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

）

は

時

効

消

滅

せ

ず

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

（

特

に

二

項

）

の

準

用

に

よ

り

、

留

保

売

主

は

売

買

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

旨

判

示

し

て

い

る

。

そ

の

理

由

は

、
「

質

権

や

譲

渡

担

保

の

意

義

・

目

的

と

全

く

同

様

、

買

主

に

支

払

の

き

っ

か

け

を

作

り

、

支

払

な

き

場

合

に

は

、

売

主

を

担

保

す

る

こ

と

が

、

所

有

権

留

保

の

意

義

・

目

的

で

あ

る

」

と

い

う

判

旨

部

分

か

ら

も

明

ら

か

で

あ

る

よ

う

に

、

所

有

権

留

保

に

は

質

権

や

譲

渡

担

保

権

と

の

類

似

性

が

あ

る

と

解

す

る

点

に

あ

る

。

こ

の

意

味

に

お

い

て

、

本

判

決

は

、

前

掲

判

例

﹇

６

﹈
（B

G
H
Z
5
4
,
2
1
4

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

と

は

、

そ

も

そ

も

そ

の

出

発

点

が

異

な

っ

て

い

る

こ

と

が

分

か

る

。

　

ま

た

、

本

判

決

と

前

掲

判

例

﹇

６

﹈

と

が

決

定

的

に

異

な

る

点

は

、

本

判

決

の

傍

論

に

、「

支

払

遅

滞

の

場

合

に

の

み

返

還

請

求

権

が

発

生

し

う

る

と

い

う

こ

と

は
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Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

の

規

定

か

ら

は

読

み

取

れ

な

い

。

こ

の

規

定

か

ら

は

寧

ろ

、

起

こ

り

う

る

場

合

の

一

つ

と

し

て

遅

滞

が

考

え

ら

れ

、

そ

の

遅

滞

が

存

在

す

る

場

合

に

は

返

還

請

求

権

が

与

え

ら

れ

る

と

い

う

こ

と

が

明

ら

か

に

な

る

」

と

判

示

し

て

い

る

よ

う

に

、

本

判

決

は

前

章

の

問

題

点

に

お

け

る

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

前

期

の

判

例

と

同

様

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

留

保

売

主

の

取

戻

権

を

基

本

的

に

認

め

て

い

る

点

で

あ

る

。

　

こ

の

よ

う

に

、

本

判

決

は

、

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

も

留

保

売

主

は

買

主

に

対

す

る

目

的

物

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

旨

判

示

し

て

、

戦

前

か

ら

戦

後

に

か

け

て

下

級

審

裁

判

例

が

一

貫

し

て

否

定

説

を

展

開

し

て

き

た

判

例

法

理

を

改

め

、

通

説

と

同

様

の

肯

定

説

を

採

用

し

た

と

い

う

点

と

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

る

と

い

う

点

に

お

い

て

、

画

期

的

な

判

例

で

あ

っ

た

と

い

う

こ

と

が

で

き

る

。

　

（

ハ

）

連

邦

通

常

裁

一

九

六

一

年

一

月

二

四

日

判

決

以

後

の

判

例

及

び

裁

判

例

　

﹇　

﹈

ミ

ュ

ン

ヘ

ン

第

一

地

裁

（L
G
.
M

 
 

 
 

u  
・
・

 

n
c
h
e
n

 
 
 
 
 

Ⅰ

）

一

九

六

五

年

一

〇

月

六

17

日

・

八

日

判

決

（N
J
W
1
9
6
5
,
2
3
5
3

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

割

賦

販

売

の

方

式

に

よ

り

、

所

有

権

を

留

保

し

て

何

ら

か

の

機

器

（

種

類

は

不

明

）

を

代

金

総

額

八

三

三

・

九

〇

マ

ル

ク

で

売

却

し

た

。

Ｙ

が

賦

払

金

一

二

八

マ

ル

ク

の

支

払

い

に

よ

っ

て

遅

滞

に

陥

っ

た

の

で

、

Ｘ

は

、

支

払

命

令

を

得

て

、

こ

れ

が

Ｙ

に

送

達

さ

れ

た

。

こ

れ

に

対

し

て

Ｙ

は

、

一

九

六

一

年

一

一

月

二

八

日

、

異

議

を

申

し

立

て

た

。

こ

の

異

議

請

求

後

、

Ｘ

は

、

一

九

六

四

年

七

月

一

六

日

に

な

っ

て

よ

う

や

く

再

び

督

促

手

続

に

入

っ

た

。

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

基

づ

い

て

売

買

目

的

物

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

援

用

し

た

。

第

一

審

は

Ｘ

の

請

求

を

棄

却

し

た

。

Ｘ

が

こ

れ

を

不

服

と

し

て

控

訴

し

た

の

が

本

件

で

あ

る

。

　

【

判

旨

】

　

請

求

認

容

　

「

確

か

に

売

買

代

金

債

権

は

時

効

消

滅

し

て

い

る

が

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

六

条

、

第

二

〇

九

条

、

第

二

一

一

条

）
、

Ｘ

は

、

合

意

さ

れ

た

所

有

権

留

保

に

基

づ

い

て

、

機

器

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

所

有

権

留

保

の

下

で

売

却

さ

れ

た

物

の

売

主

が

、
売

買

代

金

債

権

の

時

効

消

滅

に

も

拘

わ

ら

ず

、

買

主

に

対

し

て

、

こ

の

物

の

返

還

を

請

求

し

う

る

か

に

関

し

て

は

争

い

が

あ

る

。

…

割

賦

販

売

法

の

条

件

に

服

す

る

売

主

の

利

益

状

況

と

、

こ

れ

に

服

さ

な

い

所

有

権

留

保

売

主

の

利

益

状

況

と

の

間

に

も

、
何

等

相

違

は

な

い

。

こ

の

二

つ

の

場

合

に

お

い

て

、

売

主

は

、

所

有

権

留

保

の

合

意

に

よ

っ

て

、

質

権

も

し

く

は

譲

渡

担

保

に

よ

っ

て

担

保

す

る

よ

り

も

、

も

っ

と

強

力

に

、

考

え

ら

れ

う

る

う

ち

で

最

も

強

力

な

方

法

で

担

保

さ

れ

る

。

…

所

有

権

留

保

の

合

意

は

、
必

要

不

可

欠

な

割

賦

販

売

の

特

徴

（M
e
r
k
m
a
l

 

 
 
 
 

 
 

）

で

は

な

く

、

同

時

に

、

割

賦

販

売

法

を

適

用

す

る

た

め

の

前

提

要

件

で

も

な

い

。

加

え

て

、

割

賦

販

売

法

五

条

は

、

返

還

請

求

権

の

た

め

の

請

求

基

礎

に

も

含

ま

れ

ず

、

こ

の

債

務

法

上

の

効

果

と

だ

け

取

り

組

ま

れ

る

も

の

で

あ

る

（C
r
i
s
o
l
l
i
,
J
W

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
9
3
5
,
2
2
1
8

 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
。

…

こ

の

点

に

よ

っ

て

、

割

賦

販

売

の

様

々

な

取

扱

い

の

た

め

の

根

拠

が

与

え

ら

れ

な

い

と

き

に

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

る

Ｘ

の

返

還

請

求

は

、

こ

こ

で

も

正

当

化

さ

れ

る

。

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

は

こ

れ

と

矛

盾

し

な

い

。

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

は

、

債

権

の

消

滅

時

効

完

成

後

、

担

保

の

た

め

に

譲

渡

さ

れ

た

権

利

の

受

戻

し

を

請

求

―  356  ―
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す

る

こ

と

は

で

き

な

い

旨

を

規

定

し

て

い

る

。
…

債

務

の

弁

済

と

い

う

解

除

条

件

の

下

に

存

す

る

譲

渡

担

保

と

、

売

主

が

賦

払

金

の

完

済

と

い

う

解

除

条

件

（

占

有

権

の

存

続

に

関

わ

る

も

の

﹇

筆

者

註

﹈
）

の

下

で

売

却

物

の

所

有

権

を

保

全

す

る

所

有

権

留

保

の

下

に

お

け

る

所

有

権

移

転

と

の

間

に

は

、
物

の

法

的

状

況

に

関

し

て

は

何

等

の

相

違

も

存

在

し

な

い

。

そ

れ

故

、

譲

渡

担

保

権

者

が

被

担

保

債

権

の

時

効

消

滅

後

も

、

担

保

の

た

め

に

取

得

さ

れ

た

物

の

返

還

を

請

求

で

き

る

と

き

に

は

、

同

様

の

方

法

で

、

こ

れ

が

所

有

権

留

保

売

主

に

つ

い

て

も

適

用

さ

れ

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。

留

保

買

主

に

与

え

ら

れ

た

占

有

権

は

、

買

主

に

未

払

金

額

が

あ

る

結

果

行

使

さ

れ

た

留

保

売

主

の

返

還

請

求

に

よ

っ

て

、
解

除

条

件

付

き

と

な

る

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

割

賦

販

売

に

よ

る

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

と

き

に

は

、

留

保

売

主

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

の

類

推

適

用

に

よ

り

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

る

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

旨

判

示

し

、

ま

た

、

留

保

買

主

の

占

有

権

は

、

留

保

売

主

の

返

還

請

求

に

よ

っ

て

消

滅

す

る

旨

判

示

し

た

も

の

で

あ

る

。

　

本

判

決

は

、

法

的

構

成

と

し

て

は

判

例

﹇　

﹈
（B

G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

に

依

拠

す

る

16

も

の

で

あ

る

が

、

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

返

還

請

求

の

可

能

性

を

、

割

賦

販

売

法

が

適

用

さ

れ

る

所

有

権

留

保

売

買

の

場

合

に

ま

で

拡

張

し

た

最

初

の

裁

判

例

で

あ

る

と

い

う

点

に

お

い

て

、

判

例

法

上

の

意

義

が

あ

る

。

こ

こ

に

至

る

と

、

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

を

認

め

る

判

例

法

理

が

確

立

し

た

か

の

よ

う

な

様

相

を

呈

し

て

い

る

。

し

か

し

な

が

ら

、

本

判

決

以

後

に

お

い

て

も

、

留

保

買

主

の

占

有

権

を

保

護

す

る

ラ

イ

ヒ

最

高

裁

時

代

か

ら

の

下

級

審

裁

判

例

の

判

例

法

理

を

採

用

す

る

裁

判

例

も

存

在

す

る

。

次

に

示

す

裁

判

例

及

び

連

邦

通

常

裁

判

所

の

判

例

は

、

こ

れ

を

物

語

っ

て

い

る

。

　

﹇　

﹈

デ

ト

モ

ル

ト

地

裁

（L
G
.
D
e
t
m
o
ld

 
 

 
 

 
 
 

 
  

）

一

九

六

五

年

一

一

月

三

日

判

決

18

（M
D
R
1
9
6
6
,
2
3
3

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

）

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

一

九

六

一

年

、

Ｙ

か

ら

の

注

文

に

応

じ

て

、

所

有

権

を

留

保

し

て

、

乗

用

車

に

新

し

い

ド

ア

を

取

り

付

け

た

。

Ｙ

が

売

買

代

金

の

支

払

を

遅

滞

し

た

の

で

、

Ｘ

は

、

一

九

六

四

年

、

Ｙ

に

対

し

て

支

払

を

訴

求

し

、

予

備

的

に

、

ド

ア

の

返

還

を

訴

求

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

援

用

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

請

求

棄

却

　

「

Ｘ

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

四

七

条

二

項

に

よ

り

、

Ｙ

の

乗

用

車

へ

の

取

付

に

よ

っ

て

、

ド

ア

の

所

有

権

を

失

う

こ

と

は

な

い

。

ド

ア

は

確

か

に

乗

用

車

の

構

成

部

分

で

は

あ

る

が

、

…

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

四

七

条

の

意

味

に

お

け

る

本

質

的

構

成

部

分

で

は

な

い

。

　

し

か

し

、

Ｘ

の

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

は

、

支

払

請

求

権

と

同

様

、

時

効

消

滅

し

て

い

る

。

通

常

、

所

有

者

の

返

還

請

求

権

に

関

す

る

消

滅

時

効

期

間

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

五

条

に

よ

り

、

三

〇

年

で

あ

る

。

こ

の

消

滅

時

効

期

間

は

、

こ

こ

で

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

五

七

条

に

よ

っ

て

是

認

す

べ

き

当

事

者

の

合

意

を

通

じ

て

、
第

二

二

五

条

に

よ

っ

て

有

効

に

、

支

払

請

求

権

に

つ

い

て

適

用

さ

れ

る

第

一

九

六

条

一

項

、

第

二

〇

一

条

の

期

間

に

短

縮

さ

れ

て

い

る

。

…

今

日

、

…

殆

ど

全

て

の

日

常

的

法

律

行

為

の

場

合

に

お

い

て

は

、

そ

―  355  ―
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の

消

費

者

は

、

商

品

の

受

領

と

引

き

換

え

に

現

金

で

支

払

う

の

で

は

な

く

、

小

切

手

を

切

る

か

、

ま

た

は

そ

の

後

、

売

買

代

金

を

銀

行

か

ら

引

き

落

と

す

の

が

普

通

で

あ

る

。

こ

の

場

合

、

買

主

に

は

、

法

律

が

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

六

条

に

お

い

て

保

護

に

値

す

る

と

認

め

て

い

る

迅

速

な

消

滅

時

効

に

対

す

る

正

当

な

利

益

が

あ

る

。

買

主

は

、

こ

こ

で

も

、

短

期

経

過

後

は

、
も

は

や

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

六

条

に

表

示

さ

れ

た

日

常

的

法

律

行

為

に

基

づ

い

て

請

求

さ

れ

な

い

と

い

う

心

構

え

で

い

て

も

良

い

。

…

　

連

邦

通

常

裁

判

所

は

、B
G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

に

お

い

て

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

六

条

の

法

律

行

為

の

場

合

に

も

、
留

保

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

は

三

〇

年

で

よ

う

や

く

時

効

消

滅

す

る

旨

判

示

し

て

い

る

。

こ

の

見

解

に

よ

る

と

、
所

有

権

留

保

の

下

に

お

け

る

給

付

の

場

合

に

は

、

抵

当

権

、

動

産

質

権

、

担

保

所

有

権

に

よ

る

債

務

の

担

保

と

同

一

の

利

益

状

況

が

存

在

し

、

こ

の

た

め

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

一

項

及

び

二

項

に

よ

り

、

抵

当

権

、

動

産

質

権

、

担

保

所

有

権

に

よ

る

被

担

保

債

権

の

消

滅

時

効

が

、

こ

れ

ら

担

保

物

の

換

価

権

に

と

っ

て

取

る

に

足

ら

な

い

も

の

で

あ

る

の

と

同

様

、

被

担

保

債

権

の

消

滅

時

効

は

、

所

有

権

留

保

に

と

っ

て

も

、
取

る

に

足

ら

な

い

も

の

と

な

る

。

…

特

に

信

用

的

法

律

行

為

が

問

題

と

な

る

場

合

に

は

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

け

る

利

益

状

況

が

、

抵

当

権

、

動

産

質

権

あ

る

い

は

担

保

所

有

権

に

よ

っ

て

担

保

さ

れ

て

い

る

信

用

と

対

応

し

な

い

以

上

、
当

民

事

部

の

見

解

は

、

連

邦

通

常

裁

判

所

の

見

解

と

一

致

し

え

な

い

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

後

、

留

保

売

主

が

返

還

請

求

権

を

行

使

し

た

場

合

で

も

、

買

主

は

、

消

滅

時

効

の

抗

弁

を

援

用

す

る

こ

と

が

で

き

る

旨

判

示

し

て

い

る

。

そ

の

理

由

は

、

所

有

権

留

保

売

買

を

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

六

条

一

項

の

日

常

的

法

律

行

為

と

み

な

し

、

売

買

代

金

請

求

権

を

二

年

と

い

う

短

期

消

滅

時

効

に

服

さ

せ

る

こ

と

を

通

じ

て

、

留

保

所

有

者

の

返

還

請

求

権

も

、

こ

の

短

期

消

滅

時

効

に

服

さ

せ

る

こ

と

が

、

当

事

者

の

通

常

の

意

思

に

合

致

す

る

も

の

と

解

す

る

点

に

あ

る

。

　

し

か

し

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

け

る

代

金

請

求

権

を

短

期

消

滅

時

効

に

服

さ

せ

る

と

し

て

も

、

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

を

も

短

期

消

滅

時

効

に

服

さ

せ

る

と

い

う

こ

と

が

、
果

た

し

て

当

事

者

の

通

常

の

意

思

と

い

え

る

で

あ

ろ

う

か

。

寧

ろ

、

留

保

所

有

権

に

よ

り

代

金

請

求

権

を

担

保

す

る

と

い

う

意

思

か

ら

は

、

返

還

請

求

権

も

長

期

に

亙

っ

て

時

効

消

滅

す

る

こ

と

は

な

い

と

い

う

意

思

を

導

い

た

ほ

う

が

自

然

で

あ

る

。

し

た

が

っ

て

、

本

判

決

が

判

例

﹇　

﹈
（B

G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

に

反

対

16

す

る

理

由

付

け

に

は

、

ま

さ

に

理

由

が

乏

し

い

と

い

う

他

は

な

い

。

し

か

し

な

が

ら

、

判

例

﹇　

﹈

に

反

対

す

る

の

は

、

何

も

こ

の

下

級

審

裁

判

例

だ

け

で

は

な

か

っ

16

た

。

次

の

連

邦

通

常

裁

判

所

の

判

例

も

同

様

で

あ

る

。

　

﹇　

﹈
Ｂ

Ｇ

Ｈ
（

第

八

民

事

部

）

一

九

六

七

年

七

月

一

二

日

判

決
（B

G
H
Z
4
8
,
2
4
9

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

）

19

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

所

有

権

を

留

保

し

て

、

分

割

払

い

で

Ｙ

に

洗

濯

機

を

売

却

し

た

。

Ｙ

は

、

二

〇

〇

・

二

五

マ

ル

ク

を

支

払

っ

た

後

、

洗

濯

機

に

瑕

疵

が

あ

る

こ

と

を

理

由

と

し

て

、

以

後

の

賦

払

金

の

支

払

を

拒

絶

し

た

。

Ｘ

は

、

一

九

六

二

年

一

月

一

一

日

、

Ｙ

に

対

す

る

一

一

九

四

マ

ル

ク

の

支

払

命

令

を

得

た

。

そ

の

後

、

Ｘ

は

、

一

九

六

四

年

八

月

二

一

日

に

な

っ

て

、

初

め

て

口

頭

弁

論

期

日

の

決

定

を

申

し

立

て

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

六

条

一

項

（

二

年

の

短

期

消

滅

時

効

﹇

筆

者

註

﹈
）
、

第

二

一

一

条

二

項

（

訴

訟

の

休

止

に

よ

る

時

効

中

断

の

終

了

﹇

筆

者

註

﹈
）

に

よ

っ

て

、

消

滅

時

効

の

抗

弁

権

を

援

用
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し

た

。

Ｘ

は

、

洗

濯

機

の

返

還

及

び

割

賦

販

売

法

二

条

に

よ

る

使

用

料

の

支

払

、

な

ら

び

に

、
Ｙ

か

ら

給

付

さ

れ

た

支

払

を

差

引

計

算

し

た

送

料

分

の

賠

償

を

請

求

し

た

。

更

に

Ｘ

は

、

Ｙ

に

対

し

て

、

利

息

を

含

め

た

一

二

一

〇

・

五

〇

マ

ル

ク

の

支

払

を

訴

求

し

た

。

第

一

審

は

Ｘ

の

返

還

請

求

を

認

容

し

た

。

こ

の

判

決

に

よ

り

、
Ｙ

は

Ｘ

に

洗

濯

機

を

返

還

し

た

が

、

Ｘ

は

、

上

記

金

額

の

支

払

、

な

ら

び

に

、

返

送

料

分

の

費

用

二

三

マ

ル

ク

の

賠

償

を

求

め

て

控

訴

し

た

。

原

審

が

Ｘ

の

控

訴

を

棄

却

し

た

の

で

、

Ｘ

は

、

時

効

に

よ

っ

て

消

滅

す

る

の

は

売

買

代

金

請

求

権

に

限

ら

れ

、
割

賦

販

売

法

二

条

に

基

づ

く

売

主

の

損

害

賠

償

請

求

権

は

時

効

消

滅

し

な

い

旨

を

主

張

し

て

、

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

上

告

棄

却

　

「

割

賦

販

売

法

二

条

に

基

づ

く

請

求

権

は

時

効

消

滅

せ

ず

、

消

滅

時

効

は

売

買

代

金

請

求

権

に

限

定

さ

れ

て

い

る

。
…

割

賦

販

売

法

の

規

定

に

該

当

し

な

い

割

賦

販

売

の

場

合

に

は

、

売

主

は

、

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

は

、

も

は

や

所

有

権

留

保

の

下

で

供

給

し

た

物

の

返

還

と

し

て

、

何

も

請

求

し

え

な

い

。

売

主

に

は

、

そ

れ

以

上

、

買

主

に

対

す

る

支

払

請

求

権

は

な

い

。

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

場

合

に

は

、
も

は

や

買

主

の

遅

滞

も

あ

り

え

な

い

の

で

あ

る

か

ら

、

こ

の

場

合

に

は

、

契

約

の

解

除

と

い

う

方

法

に

お

い

て

も

、

支

払

請

求

を

起

こ

す

こ

と

は

で

き

な

い

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

割

賦

販

売

法

の

適

用

の

あ

る

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

と

き

で

も

、

割

賦

販

売

法

二

条

の

売

主

の

損

害

賠

償

請

求

権

は

時

効

消

滅

し

な

い

旨

判

示

し

た

も

の

で

あ

る

。

但

し

、

本

判

決

は

、

傍

論

に

お

い

て

、

割

賦

販

売

法

が

適

用

さ

れ

な

い

所

有

権

留

保

売

買

に

も

言

及

し

て

お

り

、

こ

の

場

合

に

は

、

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

は

、

買

主

の

遅

滞

も

消

滅

し

、

売

主

は

、

代

金

の

支

払

請

求

は

勿

論

の

こ

と

、

留

保

商

品

の

返

還

も

請

求

し

え

な

い

旨

判

示

し

て

い

る

。

　

本

判

決

は

、

こ

れ

ま

で

分

析

し

て

き

た

判

例

や

裁

判

例

の

う

ち

、

戦

前

の

裁

判

例

﹇

９

﹈
（K  

o  
・
・

 

n
i
g
l
.
L
G
.

 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
B
e
r
l
i
n
,
K
G
B
l
.
1
9
0
5
,
1
1
3

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）

か

ら

﹇　

﹈
（A

G
.
F
r
e
i
b

 

 

 
 
 
 
 
 

‐

12

e
r
g
,
J
W
1
9
3
8
,
8
6
6

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）

な

ら

び

に

戦

後

の

裁

判

例 
﹇　

﹈
 
（L

G
.
K
i
e
l
,
M
D
R
1
9
5
6
,
9
7

 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

）

か

13

ら
﹇　

﹈（L
G
.
H
a
g
e
n
,
N
J
W
1
9
5
8
,
8
7
1

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

）
及

び
﹇　

﹈（L
G
.
D
e
t
m
o
l
d
,
M
D
R
1
9
6
6
,
2
3
3

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

）

15

18

ま

で

の

流

れ

に

沿

う

も

の

で

あ

り

、

そ

の

結

果

、

こ

れ

ら

に

反

し

て

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

を

肯

定

す

る

判

例

﹇　

﹈

16

（B
G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

に

反

対

す

る

も

の

で

あ

る

。

こ

れ

は

、

あ

た

か

も

、

後

述

す

る

学

説

に

お

け

る

肯

定

説

と

有

力

反

対

説

と

の

対

立

に

類

似

す

る

争

い

で

あ

り

、

判

例

の

そ

れ

ぞ

れ

が

依

拠

す

る

考

え

方

も

、

概

ね

学

説

の

そ

れ

ぞ

れ

が

依

拠

す

る

考

え

方

に

類

似

し

て

い

る

。

　

し

か

し

、

次

に

示

す

判

例

は

、

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

を

肯

定

し

て

お

り

、

こ

こ

に

至

っ

て

、

漸

く

判

例

法

理

は

肯

定

説

に

落

ち

着

い

た

よ

う

に

見

え

る

。

　

﹇　

﹈

Ｂ

Ｇ

Ｈ

（

第

八

民

事

部

）

一

九

七

七

年

一

二

月

七

日

判

決

（B
G
H
Z
7
0
,
9
6

 

 

 

 
 

 

 
 

 

）

20

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

一

九

七

〇

年

一

月

一

四

日

、

Ｙ

か

ら

の

書

面

に

よ

る

注

文

に

応

じ

て

、

絨

毯

を

三

〇

〇

〇

マ

ル

ク

で

売

却

し

、

引

き

渡

し

た

。

こ

の

注

文

書

に

は

、
「

代

金

全

額

の

支

払

ま

で

、

こ

の

商

品

の

所

有

権

を

留

保

す

る

」

旨

の

覚

書

が

あ

っ

た

。

時

期

的

に

不

確

定

な
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数

回

の

催

告

後

、

一

九

七

四

年

二

月

一

八

日

、

Ｙ

は

、

売

買

代

金

の

う

ち

一

五

〇

マ

ル

ク

だ

け

支

払

っ

た

が

、

そ

の

後

は

再

び

遅

滞

に

陥

っ

て

い

た

。

そ

の

後

、

一

九

七

四

年

六

月

七

日

、

Ｘ

は

、

利

息

を

含

め

て

二

九

五

〇

マ

ル

ク

の

支

払

命

令

を

得

た

。

そ

こ

で

Ｘ

が

、

所

有

権

留

保

を

主

張

し

て

、

絨

毯

の

返

還

を

請

求

し

た

の

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

を

援

用

し

た

。

認

定

事

実

に

よ

る

と

、
一

九

七

二

年

一

二

月

三

一

日

の

満

了

に

よ

り

、

売

買

代

金

請

求

権

は

時

効

消

滅

し

て

い

る

。

原

審

は

、

Ｙ

が

売

買

契

約

に

基

づ

い

て

占

有

権

を

有

し

て

お

り

、

当

事

者

が

取

戻

し

に

関

し

て

合

意

し

て

い

な

い

以

上

、

Ｘ

に

は

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

よ

る

返

還

請

求

権

は

な

い

こ

と

、

ま

た

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

類

推

適

用

は

で

き

な

い

こ

と

を

理

由

と

し

て

、
Ｘ

の

請

求

を

棄

却

し

た

。

そ

こ

で

Ｘ

は

、

こ

れ

を

不

服

と

し

て

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

破

棄

自

判

　

「

…

売

買

代

金

の

消

滅

時

効

に

よ

っ

て

は

、

Ｘ

の

所

有

権

は

失

わ

れ

な

い

（B
G
H
Z
3
4
,

 

 

 

 

 
 
 

1
9
1

 
 
 

﹇1
9
3
,
1
9
5

 
 
 
 
 
 
 

﹈
）
。

し

た

が

っ

て

、

Ｘ

は

、

…

自

己

の

有

す

る

所

有

物

返

還

請

求

権

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

）
と

い

う

目

的

を

達

成

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

て

い

る

以

上

、
売

買

契

約

に

基

づ

い

て

発

生

し

た

Ｙ

の

絨

毯

に

対

す

る

占

有

権

は

、
も

は

や

こ

の

返

還

請

求

権

と

対

立

す

る

こ

と

は

な

い

。
こ

の

法

律

上

の

効

果

は

、
…

一

九

六

一

年

一

月

二

四

日

判

決 
（B

G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

に

お

い

て

述

べ

て

い

る

と

こ

ろ

で

あ

り

、

…

こ

の

判

例

は

、
 

本

質

的

に

以

下

の

考

慮

に

立

脚

し

て

い

る

。
 

即

ち

、

売

却

物

に

対

す

る

留

保

買

主

の

占

有

権

は

、
 

通

常

、
 

そ

の

買

主

が

支

払

遅

滞

に

陥

っ

て

い

る

と

き

、

ま

た

、

売

主

が

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

も

し

く

は

第

三

二

六

条

に

よ

っ

て

売

買

契

約

を

解

除

し

た

と

き

に

は

終

了

す

る

が

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

及

び

第

三

二

六

条

は

占

有

権

の

終

了

に

関

す

る

規

定

で

は

な

く

、

例

え

ば

、
 

契

約

の

性

質

と

い

っ

た

、
 

買

主

の

遅

滞

に

起

因

し

な

い

他

の

終

了

原

因

を

も

許

容

し

て

お

り

、

売

買

代

金

債

権

の

時

効

消

滅

後

、

も

は

や

売

主

が

売

買

契

約

を

解

除

し

え

な

い

と

い

う

こ

と

は

、

即

ち

、

占

有

権

の

別

の

面

で

の

終

了

と

矛

盾

し

な

い

。

…

被

担

保

債

権

の

時

効

消

滅

に

も

拘

わ

ら

ず

、
担

保

物

を

換

価

し

う

る

と

い

う

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

基

本

的

な

考

え

方

を

所

有

権

留

保

に

適

用

す

べ

き

で

あ

る

と

い

う

こ

と

は

目

的

に

適

っ

て

い

る

。

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

類

推

適

用

は

、
被

担

保

債

権

や

未

払

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

と

の

理

由

に

よ

っ

て

は

、
担

保

物

提

供

者

が

担

保

物

の

返

還

を

拒

絶

し

え

な

い

と

こ

ろ

の

、

占

有

改

定

に

よ

り

合

意

さ

れ

た

譲

渡

担

保

と

、

こ

の

所

有

権

留

保

と

の

比

較

に

際

し

て

、

権

利

状

況

の

類

似

性

に

よ

っ

て

特

別

に

正

当

化

さ

れ

る

。

　

…

契

約

相

手

方

の

特

別

な

合

意

に

左

右

さ

れ

な

い

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

は

、
被

担

保

債

権

の

時

効

消

滅

後

も

、

あ

る

債

権

の

た

め

に

設

定

さ

れ

た

一

定

の

担

保

の

利

用

と

、

所

有

権

留

保

が

明

文

で

記

載

さ

れ

た

担

保

と

を

同

一

視

す

る

こ

と

を

許

し

、

ま

た

、

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

、
買

主

が

こ

れ

を

援

用

し

て

、
支

払

を

拒

絶

し

て

い

る

と

き

に

は

、

売

主

が

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

を

認

め

て

い

る

こ

と

が

核

心

を

成

し

て

い

る

。

…

連

邦

通

常

裁

判

所

民

事

判

例

集

五

四

巻

二

一

四

頁

（

二

一

九

頁

）

に

お

い

て

、

所

有

権

留

保

は

売

買

代

金

債

権

を

担

保

す

る

も

の

で

は

な

く

、

契

約

解

除

後

の

売

主

の

権

利

を

担

保

す

る

旨

論

じ

て

い

る

の

に

対

し

て

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

の

類

推

適

用

が

、
所

有

権

留

保

は

時

効

消

滅

し

た

売

買

代

金

債

権

の

担

保

と

見

な

さ

れ

る

と

い

う

点

に

依

拠

し

て

い

る

も

の

の

、
判

例

上

の

矛

盾

は

存

在

し

な

い

。

…

所

有

権

留

保

は

売

買

代

金

債

権

を

担

保

し

な

い

と

い

う

表

明

は

、
全

て

の

双

務

的

関

係

の

排

除

と

解

す

べ

き

で

は

な

く

、

所

有

権

留

保

は

、

ど

ん

な

反

対

給

付

の

危

険

の

場

合

に

も

主

張

さ

れ

う

る

と

い

う

も

の

で

は

な

い

旨

の

指

摘

と

解

す

べ

き

で

あ

る

。

…

消

滅

時

効

の

完

成

、
買

主

に

よ

る

そ
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の

援

用

、

そ

し

て

支

払

請

求

に

よ

る

売

主

の

返

還

請

求

権

の

譲

渡

に

よ

っ

て

、

も

は

や

契

約

が

履

行

さ

れ

な

い

こ

と

が

明

ら

か

に

な

る

場

合

に

は

、
少

な

く

と

も

こ

の

段

階

に

お

い

て

は

、
所

有

権

留

保

も

売

買

代

金

の

支

払

に

対

す

る

担

保

を

意

味

し

て

い

る

こ

と

は

も

は

や

無

視

し

え

な

い

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

買

主

の

履

行

遅

滞

後

、

売

買

代

金

請

求

権

が

時

効

消

滅

し

た

場

合

に

は

、

留

保

売

主

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

の

類

推

適

用

に

よ

り

、

買

主

に

対

し

て

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

に

基

づ

き

、

売

買

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

、

こ

の

場

合

に

は

、

買

主

の

占

有

権

は

既

に

終

了

し

て

い

る

旨

判

示

し

た

も

の

で

あ

る

。

　

本

判

決

は

、

基

本

的

に

判

例

﹇　

﹈
（B

G
H
Z
3
4
,
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

と

同

じ

考

え

方

に

立

脚

16

し

た

上

で

、

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

を

肯

定

し

た

も

の

で

あ

り

、

連

邦

通

常

裁

判

所

が

肯

定

説

に

立

脚

す

る

こ

と

を

示

す

も

の

と

い

え

る

。

　

更

に

、

本

判

決

は

、

前

述

し

た

よ

う

に

、

そ

の

傍

論

に

お

い

て

、

判

例

﹇

６

﹈

（B
G
H
Z
5
4
,
2
1
4

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

）

と

判

例

﹇　

﹈

の

考

え

方

の

一

致

を

試

み

て

も

い

る

が

、

学

16

説

も

指

摘

し

て

い

る

よ

う

に
（　

）

、

両

判

決

の

法

的

構

成

は

明

ら

か

に

異

な

っ

て

お

13

り

、

果

た

し

て

本

判

決

が

そ

の

仲

人

役

を

引

き

受

け

る

必

要

が

あ

っ

た

の

か

と

い

う

疑

問

も

生

ず

る

。

　

い

ず

れ

に

し

て

も

、

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

を

肯

定

す

る

判

例

法

理

は

徐

々

に

固

ま

り

つ

つ

あ

る

こ

と

が

明

ら

か

に

な

っ

た

。

そ

し

て

、

次

に

示

す

判

例

に

よ

っ

て

、

こ

の

考

え

方

は

更

に

一

歩

前

進

す

る

。

註

（　

）J
.
B
l
o
m
e
y
e
r
,
B
G
H
,
1
.
7
.
1
9
7
0
,
A
n
m
e
r
k
u
n
g
,
J
Z

 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

1
9
7
1
,
S
.
1
8
6

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

﹇1
8
7

 
 
 

﹈.

 

13

ブ

ロ

マ

イ

ヤ

ー

教

授

は

、

基

本

的

に

判

例

﹇

６

﹈

に

賛

成

し

て

お

り

、

判

例

﹇　

﹈

16

に

反

対

し

て

い

る

の

で

あ

る

が

、

教

授

は

、

判

例

﹇

６

﹈

は

解

除

に

依

拠

し

な

い

取

戻

権

を

認

め

な

い

点

に

お

い

て

判

例

﹇　

﹈

と

は

手

を

切

っ

て

い

る

と

指

摘

し

、

判

16

例

﹇

６

﹈

の

考

え

方

に

よ

る

と

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

場

合

に

は

、

予

め

発

生

し

た

買

主

の

履

行

遅

滞

は

治

癒

さ

れ

、
留

保

売

主

は

解

除

で

き

な

く

な

る

関

係

上

、

も

は

や

「

契

約

解

消

の

際

に

売

主

に

与

え

ら

れ

る

権

利

」

は

な

く

な

り

、

買

主

の

占

有

権

だ

け

が

残

る

と

い

う

結

論

が

導

き

出

さ

れ

る

と

し

て

、

判

例

﹇

６

﹈

を

以

て

自

説

の

論

拠

と

し

て

お

ら

れ

る

。

　

﹇　

﹈
Ｂ

Ｇ

Ｈ
（

第

八

民

事

部

）
一

九

七

九

年

七

月

四

日

判

決
（N

J
W
1
9
7
9
,
2
1
9
5

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

）

21

　

【

事

実

】

　

Ｘ

は

、

一

九

七

〇

年

八

月

一

七

日

、

Ｙ

に

対

し

て

、

三

回

払

い

の

約

定

に

よ

り

、

売

買

代

金

の

完

済

ま

で

所

有

権

を

留

保

し

て

、

風

車

の

翼

板

（F
l

 
 

u  
・
・

 

g
e
l

 
 
 

）

を

七

五

五

五

マ

ル

ク

で

売

却

し

た

。

同

年

八

月

二

八

日

、

風

車

の

翼

板

の

引

渡

し

に

際

し

て

、

Ｙ

は

、

二

〇

〇

〇

マ

ル

ク

を

支

払

っ

た

が

、
同

年

一

二

月

三

〇

日

の

支

払

分

二

五

〇

〇

マ

ル

ク

及

び

一

九

七

一

年

六

月

三

〇

日

支

払

分

三

〇

五

五

マ

ル

ク

は

、

い

ず

れ

も

支

払

を

遅

滞

し

て

い

た

。

そ

の

上

、

Ｙ

は

、

Ｘ

が

一

九

七

〇

年

一

一

月

二

日

に

四

七

八

・

〇

三

マ

ル

ク

で

売

却

し

、

引

き

渡

し

た

風

車

の

台

座

（F
l

 
 

u  
・
・

 

g
e
l
b
a
n
k

 
 
 
 
 
 
 

）

の

代

金

の

支

払

も

遅

滞

し

て

い

た

。

そ

の

後

、

Ｙ

は

、

一

九

七

四

年

一

〇

月

一

日

に

転

出

届

を

住

民

登

録

課

に

届

出

し

た

が

、

Ｘ

は

、
一

九

七

六

年

五

月

一

九

日

に

な

っ

て

漸

く

こ

の

事

実

を

知

ら

さ

れ

た

。
そ

こ

で

Ｘ

は

、

同

年

六

月

二

八

日

付

け

で

支

払

を

請

求

し

た

。

こ

れ

に

対

し

て

、

Ｙ

は

、

同

年

八

月

五

日
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付

け

で

売

買

代

金

債

権

及

び

返

還

請

求

権

の

消

滅

時

効

が

成

立

し

た

旨

を

援

用

し

、
自

己

の

支

払

っ

た

売

買

代

金

額

の

一

部

で

あ

る

二

〇

〇

〇

マ

ル

ク

の

返

還

を

請

求

し

た

。
そ

こ

で

、

Ｘ

は

、

風

車

の

翼

板

及

び

台

座

の

返

還

、

運

搬

費

な

ら

び

に

使

用

料

月

額

九

〇

マ

ル

ク

換

算

で

二

年

分

二

一

六

〇

マ

ル

ク

の

償

還

を

訴

求

し

た

。

第

一

審

は

、
Ｙ

に

対

し

て

風

車

の

翼

板

の

返

還

を

命

じ

、
Ｘ

の

そ

の

他

の

請

求

を

棄

却

し

た

。

Ｙ

は

こ

れ

を

不

服

と

し

て

控

訴

し

た

が

、
 

棄

却

さ

れ

た

の

で

、
Ｙ

は

、
第

一

審

と

同

様

の

主

張

を

し

て

、
 

上

告

し

た

。

　

【

判

旨

】

　

上

告

棄

却

　

「

控

訴

裁

判

所

は

、

所

有

権

留

保

の

下

で

売

却

さ

れ

、

引

き

渡

さ

れ

た

商

品

の

売

主

は

、

売

買

代

金

請

求

権

の

全

部

ま

た

は

一

部

が

時

効

消

滅

し

、
買

主

が

消

滅

時

効

を

援

用

し

た

と

き

に

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

を

準

用

し

、

留

保

さ

れ

た

所

有

権

に

基

づ

き

、

原

則

と

し

て

、
買

主

に

対

し

て

、
返

還

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

と

い

う

点

を

前

提

と

し

て

い

る

。

…

こ

の

見

解

は

、

当

民

事

部

の

判

例

（B
G
H
Z
7
0
,
S
.
9
6

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

）
 

と

一

致

し

て

い

る

。

…

当

民

事

部

は

、

こ

の

判

例

を

放

棄

す

る

き

っ

か

け

を

認

め

な

い

。

控

訴

裁

判

所

は

、

割

賦

販

売

法

が

売

買

契

約

に

適

用

さ

れ

る

と

い

う

状

況

に

お

い

て

も

、
Ｘ

が

返

還

請

求

を

拒

ま

れ

る

理

由

は

な

い

も

の

と

見

て

い

る

。

…

Ｙ

に

は

、
既

に

給

付

さ

れ

た

二

〇

〇

〇

マ

ル

ク

の

返

還

請

求

権

は

な

く

、

こ

の

請

求

権

は

、

割

賦

販

売

法

二

条

、

五

条

の

適

用

、

な

ら

び

に

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

九

〇

条

二

文

（

時

効

消

滅

し

た

債

権

の

相

殺

適

状

﹇

筆

者

註

﹈
）

の

類

推

適

用

に

よ

り

、
売

買

代

金

債

権

の

時

効

消

滅

ま

で

の

期

間

中

の

使

用

料

と

差

引

計

算

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

。
 

…

割

賦

販

売

法

は

、

原

則

と

し

て

、

売

主

の

返

還

請

求

権

と

矛

盾

し

な

い

。

　

こ

の

問

題

は

学

説

上

争

わ

れ

て

い

る

。
通

説

は

、
Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

を

類

推

し

て

、
割

賦

売

主

に

も

返

還

請

求

権

を

認

め

て

い

る

の

に

対

し

て

（S
e
r
i
c
k
,
E
V

 
 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
,
S
.
4
4
1
f
.

 
 
 
 
 
 
 
 

等

）
、

古

い

判

例

及

び

一

部

学

説

は

、

割

賦

販

売

法

に

お

い

て

追

求

さ

れ

て

い

る

買

主

の

保

護

と

い

う

目

的

が

空

洞

化

す

る

お

そ

れ

の

あ

る

こ

と

を

理

由

と

す

る

考

え

方

を

唱

え

る

 
（M  

o  
・
・

 

l
l
e
r
s
,
N
J
W
1
9
5
8
,
S
.
8
7
1
,
d
e
r
s
.
,
N
J
W
1
9
6
7
,
S
.

  
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

2
1
4
5

 
 
 
 

﹇

理

由

付

け

変

更

﹈

;
J
.
B
l
o
m
e
y
e
r
,

 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

J
Z
1
9
6
8
,
S
.
6
9
1
,
6
9
5
f
.

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

）
。

判

決

の

た

め

の

糸

口

は

、

第

一

義

的

に

割

賦

販

売

法

五

条

に

あ

る

。

こ

の

規

定

に

よ

る

と

、
売

主

が

事

前

に

解

除

の

意

思

を

表

示

せ

ず

に

物

を

取

り

戻

す

場

合

に

も

、
割

賦

販

売

法

一

条

な

い

し

三

条

に

規

定

さ

れ

た

清

算

の

効

果

が

生

ず

る

。

…

売

買

代

金

債

権

の

消

滅

時

効

の

援

用

を

考

慮

し

て

、
割

賦

買

主

の

占

有

権

が

消

滅

す

る

こ

と

を

理

由

と

し

て

、

こ

の

行

為

が

正

当

化

さ

れ

る

と

き

に

は

、

割

賦

販

売

法

五

条

は

返

還

請

求

権

と

矛

盾

し

な

い

。
」

　

【

考

察

】

　

本

判

決

は

、

ま

ず

、

割

賦

販

売

法

の

適

用

あ

る

所

有

権

留

保

売

買

に

お

い

て

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

と

き

に

は

、

同

法

の

適

用

の

な

い

所

有

権

留

保

と

同

様

、

留

保

売

主

は

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

二

項

の

類

推

適

用

に

よ

り

、

売

買

目

的

物

の

返

還

を

請

求

す

る

こ

と

が

で

き

る

旨

判

示

し

、

ま

た

、

買

主

が

支

払

っ

た

一

部

代

金

額

は

、

割

賦

販

売

法

二

条

、

五

条

の

適

用

、

な

ら

び

に

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

三

九

〇

条

の

類

推

適

用

に

よ

り

、

債

権

の

時

効

消

滅

ま

で

の

期

間

に

お

け

る

売

買

目

的

物

の

使

用

料

と

し

て

差

引

計

算

さ

れ

る

旨

判

示

し

て

い

る

。

　

判

旨

の

前

半

部

分

は

、

既

に

下

級

審

レ

ベ

ル 
（

裁

判

例

﹇　

﹈
﹇L

G
.
M

 
 

 
 

u  
・
・

 

n
c
h
e
n

 
 
 
 
 

Ⅰ
,  

17

N
J
W
1
9
6
5
,
2
3
5
3

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

﹈
）

に

お

い

て

判

示

さ

れ

た

内

容

で

あ

る

が

、

連

邦

通

常

裁

判

所

も

同

様

の

立

場

を

採

る

こ

と

を

明

ら

か

に

し

た

と

い

う

点

に

お

い

て

、

本

判

決

に

は

、

判

例

法

理

の

発

展

に

と

っ

て

重

要

な

意

義

が

あ

る

。

い

ず

れ

に

し

て

も

、

こ

こ

に

至

っ

て

は

、

判

例

が

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

を

肯

定

す

る

見

解

を

採

る

に
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至

り

、

も

は

や

判

例

法

理

と

し

て

確

立

す

る

に

至

っ

て

い

る

と

い

っ

て

も

過

言

で

は

な

い

で

あ

ろ

う

。

　

ま

た

、

判

旨

の

後

半

部

分

に

お

い

て

、

買

主

が

既

に

支

払

っ

た

売

買

代

金

の

返

還

請

求

を

認

め

な

い

点

の

理

由

付

け

と

し

て

、

売

買

代

金

債

権

の

時

効

消

滅

ま

で

の

目

的

物

の

使

用

料

と

し

て

の

差

引

計

算

を

挙

げ

て

い

る

が

、

従

来

、

こ

の

既

払

い

代

金

の

返

還

を

殆

ど

何

の

理

由

付

け

も

な

し

に

、
当

然

の

こ

と

と

し

て

排

斥

し

、

損

害

賠

償

の

中

に

算

入

し

て

き

た

点

に

比

べ

れ

ば

、

一

歩

前

進

し

た

も

の

と

し

て

評

価

さ

れ

る

も

の

と

思

わ

れ

る

。

こ

れ

に

よ

っ

て

、

買

主

の

代

金

返

還

請

求

は

、

殆

ど

の

場

合

に

お

い

て

排

斥

さ

れ

る

こ

と

に

な

る

で

あ

ろ

う

。

　

（

三

）

小

括

　

売

買

代

金

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

返

還

請

求

権

に

関

す

る

判

例

法

理

は

、

右

に

掲

げ

、

分

析

し

て

き

た

と

お

り

で

あ

る

。

判

例

法

理

は

、

当

初

、
否

定

説

で

固

ま

り

つ

つ

あ

っ

た

が

、
ラ

イ

ヒ

最

高

裁

の

公

表

判

例

が

な

か

っ

た

こ

と

も

あ

り

、

連

邦

通

常

裁

判

所

は

、

学

説

の

多

数

説

で

あ

る

肯

定

説

に

強

い

影

響

を

受

け
（　

）

、

そ

の

結

果

、

戦

前

か

ら

戦

後

に

か

け

て

下

級

審

の

裁

判

例

が

形

14

成

し

て

き

た

判

例

法

理

を

い

と

も

簡

単

に

覆

し

て

し

ま

い

、

そ

の

後

も

多

少

変

遷

は

あ

っ

た

も

の

の

、

現

在

で

は

肯

定

説

に

落

ち

着

い

て

い

る

。

　

他

方

、

学

説

の

動

向

は

と

い

う

と

、

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

二

二

三

条

一

項

類

推

適

用

説
（　

）

、

15

同

条

二

項

類

推

適

用

説
（　

）

、

同

条

適

用

説
（　

）

と

い

っ

た

肯

定

説

が

主

流

派

を

形

16

17

成

し

て

き

た

が

、

近

時

で

は

、

清

算

担

保

説
（　

）

、

履

行

請

求

権

説
（　

）

と

い

っ

た

18

19

否

定

説

も

有

力

に

唱

え

ら

れ

て

い

る
（　

）

。

な

お

、
学

説

に

関

す

る

詳

細

な

検

討

は

、

20

同

じ

タ

イ

ト

ル

の

別

稿

「

学

説

の

体

系

的

考

察

」

に

お

い

て

行

う

予

定

で

あ

る

。

　

本

章

の

問

題

に

つ

い

て

も

、

近

時

、

債

務

法

改

正

草

案

は

、

被

担

保

請

求

権

の

時

効

消

滅

後

に

お

い

て

、
留

保

売

主

に

留

保

物

の

返

還

請

求

権

を

認

め

て

お

り
（

草

案

第

二

二

三

条

二

項

二

文

）
、

立

法

的

解

決

を

図

っ

て

い

る
（　

）

。

草

案

は

、

い

う

ま

21

で

も

な

く

肯

定

説

に

立

脚

し

た

も

の

で

あ

り

、

今

後

の

議

論

へ

の

影

響

が

出

る

こ

と

も

予

想

さ

れ

る

。

註

（　

）

特

に

、A
.
B
l
o
m
e
y
e
r
,
A
n
s
p
r
u
c
h
s
v
e
j
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h
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g
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i
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S
i
c
h
e
r
h
e

 
 
 
 
 
 
 
 

‐

14

　

i
t
e
n
,
J
Z
1
9
5
9
,
S
.
1
5
f
.

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

に

影

響

を

受

け

て

い

る

こ

と

は

、B
G
H
Z
3
4
,
S
.
1
9
1

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

﹇1
9
4

 
 
 

﹈

か

ら

読

み

取

る

こ

と

が

で

き

る

。

註

（　

）A
.
B
l
o
m
e
y
e
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a
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a
.
O
.

 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（F
n
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1
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）,
J
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1
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9
,
S
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1
5
f
.
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註

（　

）O
e
r
t
m
a
n
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a
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a
.
O
.

 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（F
n
.
6

 
 
 
 

）,
J
W
1
9
2
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,
S
.
7
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5
.

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

他

多

数

。

16

註

（　

）S
e
r
i
c
k
,
E
V

 

 
 
 
 
 
 
 

 

Ⅰ
,
S
.
4
3
9
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4
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註

（　

）J
.
B
l
o
m
e
y
e
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,
a
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a
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O
.
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（F
n
.
1
3

 
 
 
 
 

）JZ
1
9
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1
8
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8
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註
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﹇7
5
4

 
 
 

﹈.

 

債

務

法

改

正

鑑

定

意

見

を

提

案

し

た

フ

ー

バ

ー

教

授

が

否

定

説

に

立

っ

て

い

る

こ

と

は

興

味

深

い

。

註

（　

）

以

上

の

学

説

の

名

称

は

、

私

が

研

究

過

程

に

お

い

て

便

宜

上

付

し

た

も

の

で

20

あ

り

、

確

固

た

る

名

称

が

存

在

す

る

わ

け

で

は

な

い

こ

と

を

お

断

り

し

て

お

く

。

註

（　

）A
b
s
c
h
l
u

 

 
 
 
 
 
 

�
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r
i
c
h
t
,
S
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4
.
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四　

む

す

び

に

か

え

て

―

日

本

法

へ

の

適

用

と

課

題

―

　

本

稿

に

お

い

て

分

析

し

て

き

た

、

所

有

権

留

保

買

主

の

支

払

遅

滞

発

生

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

留

保

商

品

の

取

戻

権

、

な

ら

び

に

、

同

様

の

状

況

下

に

お

い

て

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

後

に

お

け

る

留

保

売

主

の

留

保

商

品

の

返

還

請

求

権

に

関

す

る

判

例

は

、

と

も

に

、

買

主

の

履

行

遅

滞

が

前

提

と

な

っ

て

い

る

こ

と

、

及

び

、

解

除

や

消

滅

時

効

と

い

っ

た

契

約

関

係

が

解

消

さ

れ

る

状

況

で

あ

る

と

い

う

点

に

お

い

て

、

共

通

性

の

あ

る

問

題

を

扱

っ

た

も

の

で

あ

る

。

　

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

た

に

も

拘

わ

ら

ず

、

留

保

売

主

に

所

有

権

の

あ

る

こ

と

を

理

由

と

し

て

返

還

請

求

権

を

認

め

る

と

い

う

考

え

方

は

、

解

除

と

返

還

請

求

権

と

い

う

問

題

と

相

通

ず

る

と

こ

ろ

が

あ

る

。

も

っ

と

も

、

我

が

国

に

お

い

て

多

数

説

を

形

成

し

て

い

る

所

有

権

留

保

に

お

け

る

担

保

権

的

構

成

説

の

考

え

方

を

貫

徹

す

る

と

、

解

除

に

よ

る

目

的

物

の

取

戻

し

は

担

保

権

の

実

行

と

し

て

は

許

容

さ

れ

る

が
（　

）

、

目

的

物

の

利

用

関

係

に

つ

い

て

は

買

主

を

実

質

的

な

所

有

者

と

22

構

成

す

る

の

で
（　

）

、

買

主

の

代

金

支

払

義

務

が

時

効

消

滅

す

れ

ば

、

当

然

の

如

く

23

担

保

の

た

め

の

留

保

所

有

権

は

消

滅

し

、

買

主

の

実

質

的

所

有

権

が

顕

在

化

す

る

と

い

う

結

論

に

も

な

り

う

る

。

し

か

し

、

こ

の

帰

結

は

妥

当

で

は

な

い

。

買

主

は

元

々

支

払

を

以

て

履

行

を

遅

滞

し

て

い

た

の

で

あ

り

、

消

滅

時

効

を

援

用

す

る

こ

と

に

よ

り

、

代

金

の

支

払

義

務

を

免

れ

る

の

み

な

ら

ず

、

目

的

物

の

完

全

な

る

所

有

権

ま

で

取

得

し

て

し

ま

う

と

い

う

、

ま

さ

に

棚

ぼ

た

式

の

理

由

な

き

二

重

三

重

の

利

益

を

獲

得

さ

せ

て

し

ま

う

と

い

う

こ

と

に

な

る

か

ら

で

あ

る

。

　

そ

こ

で

、

所

有

権

留

保

に

つ

い

て

は

、

買

主

を

実

質

的

に

所

有

者

と

構

成

す

る

こ

と

は

斯

様

な

不

適

切

な

結

果

を

招

来

す

る

の

で

、

や

は

り

買

主

は

、

将

来

所

有

権

を

取

得

す

る

と

い

う

期

待

を

留

保

し

て

、

売

主

か

ら

占

有

を

許

さ

れ

た

事

実

上

の

占

有

者

（

直

接

他

主

占

有

者

）

に

過

ぎ

ず

、

他

方

、

売

主

に

は

留

保

所

有

権

及

び

間

接

自

主

占

有

権

が

あ

り

（

こ

の

両

者

を

以

て

私

は

「

所

有

留

保

権

」

と

称

し

た

い

）
、

こ

の

所

有

留

保

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

は

、

売

買

代

金

債

権

が

時

効

消

滅

し

て

も

、

所

有

権

に

基

づ

く

物

権

的

請

求

権

で

あ

る

が

故

に

消

滅

し

な

い

も

の

と

構

成

す

る

必

要

が

あ

る
（　

）

。

こ

の

場

合

、

所

有

権

留

保

制

度

は

担

保

権

で

あ

る

か

ら

、

24

附

従

性

に

よ

り

消

滅

す

る

の

で

は

な

い

か

と

の

懸

念

も

あ

ろ

う

が

、

附

従

性

原

理

は

、
債

権

契

約

と

担

保

権

設

定

契

約

と

が

別

個

に

成

立

し

存

在

す

る

結

果

と

し

て

、

こ

の

両

者

を

結

合

さ

せ

る

た

め

の

原

理

で

あ

る

か

ら

、

売

買

契

約

と

い

う

一

個

の

債

権

契

約

か

ら

生

ず

る

債

権

的

効

力

と

物

権

的

効

力

と

が

元

々

併

存

す

る

所

有

権

留

保

に

は

附

従

性

原

理

を

入

れ

る

必

要

は

な

い

も

の

と

解

さ

れ
（　

）

、

こ

の

点

が

個

25

別

動

産

の

譲

渡

担

保

と

の

相

違

点

で

も

あ

る
（　

）

。

そ

の

結

果

、

消

滅

時

効

に

よ

っ

26

て

所

有

権

留

保

売

買

契

約

が

代

金

債

権

と

い

う

基

礎

を

失

っ

て

消

滅

し

た

と

し

て

も

、

所

有

権

は

留

保

売

主

に

残

り

、

そ

の

結

果

、

留

保

売

主

は

占

有

者

た

る

買

主

に

対

し

て

、

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

こ

と

が

で

き

る

も

の

と

解

す

る

こ

と

が

で

き

る

。

　

右

の

考

え

方

を

貫

徹

す

れ

ば

、

買

主

が

履

行

遅

滞

に

陥

っ

た

後

は

、

契

約

を

解

除

し

な

く

と

も

、

目

的

物

を

一

時

的

に

取

り

戻

す

権

利

を

売

主

に

認

め

る

と

い

う

考

え

方
（　

）

と

符

合

す

る

。

そ

し

て

、

売

主

は

買

主

の

任

意

弁

済

を

待

ち

、

買

主

27

が

履

行

し

な

い

と

き

に

は

、

売

主

に

目

的

物

を

換

価

す

る

権

利

ま

で

認

め

、

こ

の
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換

価

に

よ

り

、

解

除

の

効

果

を

付

与

す

れ

ば

、

両

当

事

者

に

と

っ

て

不

公

平

な

結

果

を

招

来

す

る

こ

と

も

な

い

も

の

と

思

わ

れ

る

。

　

私

は

、

本

稿

の

問

題

点

に

つ

き

、

右

の

よ

う

に

構

成

し

て

き

た

が

、

斯

様

に

構

成

す

る

こ

と

が

我

が

民

法

上

妥

当

で

あ

る

か

ど

う

か

は

、

研

究

途

上

ゆ

え

、

ま

だ

定

か

で

は

な

く

、

今

後

の

研

究

に

対

す

る

一

つ

の

仮

説

と

し

て

、

引

き

続

き

検

討

課

題

と

さ

せ

て

頂

く

こ

と

と

す

る

。

（

一

九

九

九

年

三

月

八

日

稿

）

（

い

し

ぐ

ち　

お

さ

む

・

高

崎

経

済

大

学

地

域

政

策

学

部

非

常

勤

講

師

）

註

（　

）

柚

木

馨

＝

高

木

多

喜

男

『

担

保

物

権

法

』
（

有

斐

閣

、

第

三

版

、

一

九

八

二

22

年

）

五

八

三

‐

五

八

四

頁

。

註

（　

）

柚

木

＝

高

木

・

前

掲

註

（　

）

五

八

二

‐

五

八

三

頁

。

高

木

多

喜

男

『

担

保

23

22

物

権

法

』
（

有

斐

閣

、

新

版

補

正

版

、

一

九

九

八

年

）

三

六

四

頁

。

註

（　

）

我

が

国

に

お

い

て

は

、

所

有

権

に

基

づ

く

返

還

請

求

権

は

時

効

消

滅

し

な

い

24

と

い

う

見

解

が

判

例

（

大

判

大

五

・

六

・

二

三

民

録

二

二

輯

一

一

六

一

頁

）

及

び

通

説

（

我

妻

栄

『

新

訂

民

法

総

則

』[

 

岩

波

書

店

、

一

九

六

五

年]  

四

九

五

頁

）

で

あ

る

。

た

だ

、
特

定

の

侵

害

者

に

対

す

る

関

係

で

具

体

的

に

発

生

し

た

個

別

の

物

権

的

請

求

権

の

み

の

時

効

消

滅

と

い

う

問

題

に

つ

き

、

ド

イ

ツ

に

お

い

て

、

登

記

し

た

権

利

以

外

に

基

づ

く

特

定

侵

害

者

に

対

す

る

物

権

的

請

求

権

が

三

〇

年

の

消

滅

時

効

に

服

す

る

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

一

九

四

条

、

第

一

九

五

条

）

と

さ

れ

て

い

る

点

に

言

及

し

、

こ

の

問

題

を

肯

定

的

に

解

す

る

有

力

説

が

あ

る

（

舟

橋

諄

一

・

徳

本

鎭

編

『

新

版

注

釈

民

法

�
物

権

�
﹇

好

美

清

光

﹈
』
﹇

有

斐

閣

、
 

一

九

九

七

年

﹈

一

一

一

‐

一

一

二

頁

）
。

註

（　

）

た

だ

、

所

有

権

留

保

に

は

附

従

性

原

理

を

入

れ

る

必

要

は

な

い

と

い

っ

て

25

も

、
実

行

に

お

け

る

附

従

性

は

必

要

で

は

な

い

か

と

い

う

懸

念

は

存

在

す

る

。

し

か

し

、

た

と

え

被

担

保

債

権

が

時

効

に

よ

っ

て

消

滅

し

て

も

、

所

有

留

保

権

者

に

は

「

所

有

権

」
が

残

存

し

て

お

り

、
こ

の

所

有

権

に

基

づ

い

て

返

還

請

求

権

を

行

使

し

、

最

終

的

に

は

換

価

権

を

行

使

す

る

の

で

あ

る

か

ら

、

や

は

り

、

所

有

権

留

保

に

は

全

く

附

従

性

原

理

を

考

え

る

必

要

は

な

い

と

い

う

結

論

に

な

る

。

な

お

、
附

従

性

原

理

の

緩

和

な

い

し

否

定

に

関

し

て

は

、

鈴

木

禄

彌

『

物

権

法

講

義

』
（

創

文

社

、

三

訂

版

、

一

九

八

五

年

）

二

八

〇

頁

参

照

。

註

（　

）

柚

木

＝

高

木

・

前

掲

註

（　

）

五

八

一

‐

五

八

二

頁

。

安

永

正

昭

「

所

有

権

26

22

留

保

の

内

容

、

効

力

」

加

藤

一

郎

・

林

良

平

編

『

担

保

法

大

系

第

４

巻

』
（

金

融

財

政

事

情

研

究

会

、

一

九

八

五

年

）

三

七

〇

頁[  

三

七

八

頁]  

。

註

（　

）

我

が

国

に

お

い

て

は

、

解

除

し

て

返

還

請

求

権

を

行

使

す

る

と

い

う

考

え

方

27

が

取

引

実

務

上

一

般

に

行

わ

れ

て

お

り

、
解

除

を

前

提

と

し

な

い

と

い

う

考

え

方

は

少

数

説

で

あ

る

と

の

指

摘

が

な

さ

れ

て

い

る

（

安

永

・

前

掲

論

文

﹇

前

掲

註　

﹈

三

26

八

八

‐

三

八

九

頁

）
。

し

か

し

、

実

務

に

お

い

て

も

、

例

え

ば

、

留

保

売

主

が

提

携

ロ

ー

ン

販

売

を

利

用

し

て

、
買

主

と

の

間

に

保

証

委

託

契

約

を

締

結

し

た

場

合

に

お

い

て

、

売

主

が

所

有

権

留

保

を

実

行

す

る

と

き

は

、
「

こ

の

実

行

に

契

約

の

解

除

を

要

す

る

と

考

え

る

と

、

求

償

債

権

の

回

収

の

た

め

商

品

の

引

渡

し

を

求

め

る

た

め

、

弁

済

を

受

け

て

円

満

に

消

滅

し

て

い

る

代

金

債

権

ま

で

遡

及

的

に

法

律

上

の

原

因

を

解

除

に

よ

り

消

滅

さ

せ

、
売

主

は

代

金

債

権

を

返

還

す

る

義

務

を

生

ぜ

し

め

る

こ

と

と

な

る

」

と

し

て

、

解

除

が

不

都

合

で

あ

る

旨

の

指

摘

が

あ

り

、

こ

の

場

合

に

は

、
「

売

買

契

約

が

解

除

さ

れ

る

こ

と

は

ほ

と

ん

ど

な

い

の

が

実

情

で

あ

る

」
（

増

田

―  347  ―

石　口　　　修

三

六



晋

・

山

岸

良

太

・

木

曳

正

夫

「

所

有

権

留

保

を

め

ぐ

る

実

務

上

の

問

題

点

」

加

藤

＝

林

編

・

前

掲

書

﹇

前

掲

註　

﹈

四

〇

二

頁

﹇

四

一

〇

‐

四

一

一

頁

﹈
）

と

の

指

摘

が

26

あ

り

、
ま

た

、
私

が

入

手

し

た

写

植

機

の

提

携

ロ

ー

ン

販

売

契

約

書

に

お

い

て

も

、
求

償

権

の

行

使

に

伴

う

物

権

の

引

き

揚

げ

が

第

一

義

的

で

あ

り

、
解

除

は

二

義

的

で

あ

る

よ

う

に

読

め

る

。

ま

た

、

同

契

約

書

に

は

、

買

主

に

弁

済

に

よ

る

再

引

渡

の

道

が

残

さ

れ

て

い

る

こ

と

か

ら

も

、

斯

様

に

考

え

る

こ

と

が

で

き

る

。

し

た

が

っ

て

、

一

概

に

解

除

が

前

提

と

な

る

と

も

い

え

な

い

よ

う

に

思

わ

れ

る

。

　

　

更

に

、
解

除

を

前

提

と

し

な

い

と

い

う

考

え

方

が

現

在

で

も

な

お

少

数

説

で

あ

る

か

は

別

と

し

て

、

例

え

ば

、

道

垣

内

弘

人

『

担

保

物

権

法

』
（

三

省

堂

、

一

九

九

〇

年

）

三

〇

九

頁

は

、

解

除

に

依

拠

し

な

い

目

的

物

の

取

り

戻

し

（

引

き

揚

げ

）

行

為

を

明

確

に

認

め

て

い

る

。

こ

の

考

え

方

は

、
留

保

売

主

の

目

的

物

引

き

揚

げ

行

為

は

譲

渡

担

保

に

お

け

る

私

的

実

行

と

同

様

で

あ

る

と

解

す

る

観

点

か

ら

の

帰

結

で

あ

り

、

同

様

の

指

摘

は

、

鈴

木

・

前

掲

書

（

前

掲

註　

）

二

七

五

頁

や

、

近

江

幸

治

25

『

担

保

物

権

法

』
（

弘

文

堂

、

新

版

補

正

版

、

一

九

九

八

年

）

三

〇

四

頁

も

行

っ

て

い

る

。

し

か

し

な

が

ら

、

こ

れ

ら

の

見

解

は

、

所

有

権

留

保

を

個

別

動

産

譲

渡

担

保

と

同

様

、

全

く

の

担

保

権

に

過

ぎ

な

い

と

し

て

扱

っ

て

い

る

も

の

で

あ

り

、

筆

者

と

は

若

干

ア

プ

ロ

ー

チ

を

異

に

す

る

。

確

か

に

、

本

来

、

所

有

権

留

保

は

、

多

分

に

信

託

的

な

行

為

と

し

て

、

譲

渡

担

保

と

類

似

す

る

制

度

で

は

あ

る

が

、

全

く

同

様

の

担

保

権

と

構

成

す

る

こ

と

は

妥

当

で

は

な

い

。
所

有

留

保

権

者

は

一

応

担

保

権

者

で

は

あ

る

が

、

こ

の

権

利

者

に

返

還

請

求

権

を

認

め

る

実

益

は

、

簡

易

迅

速

か

つ

優

先

的

な

債

権

回

収

を

図

ら

し

め

る

点

に

あ

る

。

つ

ま

り

、

所

有

留

保

権

者

に

は

、

日

々

中

古

品

化

し

、

価

値

が

目

減

り

す

る

目

的

物

に

よ

る

債

権

回

収

を

担

保

す

る

た

め

、

ド

イ

ツ

民

法

に

お

い

て

は

、

緩

和

さ

れ

た

清

算

可

能

性

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

四

五

五

条

）
、

な

ら

び

に

、

所

有

権

に

基

づ

く

清

算

可

能

性

（

Ｂ

Ｇ

Ｂ

第

九

八

五

条

）

が

準

備

さ

れ

て

い

る

こ

と

に

な

る

。
日

本

民

法

に

は

斯

様

な

規

定

が

な

い

こ

と

か

ら

、
実

務

で

は

、
失

権

約

款

も

し

く

は

こ

れ

に

類

似

し

た

引

き

揚

げ

条

項

、
あ

る

い

は

期

限

の

利

益

喪

失

約

款

が

所

有

権

留

保

売

買

契

約

の

中

に

挿

入

さ

れ

て

い

る

の

で

あ

る

。

し

た

が

っ

て

、

斯

様

な

観

点

か

ら

、

私

は

、

所

有

権

留

保

は

、

文

字

通

り

「

所

有

権

」

を

留

保

す

る

制

度

で

あ

る

も

の

と

解

す

る

（

ゼ

ー

リ

ッ

ク

教

授

は

、
「

完

全

な

所

有

権

」

で

あ

る

と

解

し

て

お

ら

れ

る

﹇S
e
r
i
c
k
,
E
V

 
 
 
 
 
 
 
 

 

�
,
S
.
4
3
9

 
 
 
 
 
 

﹈
）
。

こ

の

意

味

に

お

い

て

、

所

有

権

留

保

は

「

担

保

の

た

め

に

留

保

さ

れ

た

所

有

権

の

外

形

」

で

は

な

く

、
「

担

保

の

た

め

に

留

保

さ

れ

た

所

有

権

そ

れ

自

体

」
と

解

す

べ

き

も

の

と

思

う

。

斯

様

な

法

的

構

成

に

関

す

る

結

論

付

け

自

体

時

期

尚

早

と

も

思

わ

れ

る

が

、

斯

様

な

前

提

に

立

っ

て

、

今

後

も

研

究

を

続

け

て

い

き

た

い

と

思

う

。

な

お

、

ド

イ

ツ

の

学

説

で

は

あ

る

が

、
所

有

権

留

保

が

譲

渡

担

保

等

の

担

保

権

と

区

別

さ

れ

る

べ

き

も

の

と

解

す

る

見

解

も

あ

る
（E

k
k
e
h
a
r
d
B
e
c
k
e
r

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

‐E
b
e
r
h
a
r
d
,
D
i
e
F
o
r
d
e
r
u
n
g
s
g
e
b
u
n
d
e
n
h
e
i
t

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

d
e
r

 
 
 
 

S
i
c
h
e
r
u
n
g
s
r
e
c
h
t
e
,
1
9
9
3
,
S
.

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2
8

 
 

）

こ

と

を

付

言

し

て

お

く

。

　

附

記

　

本

稿

に

お

い

て

若

干

引

用

さ

せ

て

頂

い

た

契

約

書

の

ひ

な

形

は

、

株

式

会

社

写

研

の

資

材

販

売

グ

ル

ー

プ

マ

ネ

ジ

ャ

ー

加

藤

周

二

氏

に

提

供

し

て

頂

き

ま

し

た

。

こ

の

場

を

借

り

て

御

礼

を

申

し

述

べ

さ

せ

て

頂

き

ま

す

。
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Der Herausgabeanspruch des Vorbehaltsverka
・・

 ufers im BGB

―  Die systematische Betrachtung der Rechtsprechung  ―

Osamu ISHIGUCHI

Zusammenfassung

 Ⅰ．Problemstellung

 Der vorliegende Aufsatz zieht die in der Rechtsprechung der Zeit des Reichsgerichts und des 

Bundesgerichtshofs erschienen Probleme in Betracht.

 Dieser Aufsatz will sich mit der Probleme,die das Ru
・・

 cknahmerecht nach dem Ru
・・

 cktritt oder ohne 

Ru
・・

 cktritt und den Herausgabeanspruch des Vorbehaltsverka
・・

 ufers dann auseinandersetzen,wenn 

der Vorbehaltska
・・

 ufer mit der Zahlung des Kaufpreises in Verzug kommt,und wenn danach er die 

Einrede der Verja
・・

 hrung der Kaufpreisforderung geltend macht.

 Ⅱ．Das ru
・・

 cktrittsunabha
・・

 ngiges Ru
・・

 cknahmerecht des Vorbehaltsverka
・・

 ufers beim Zahlungsverzug 

des Vorbehaltska
・・

 ufers

 Nach dem §326BGB wird die Voraussetzungen des Ru
・・

 cktritts der Fristsetzung bestimmt.Nach 

dem §455BGB kann jedoch insofern sofort von dem Vertrag zuru
・・

 cktreten,ohne die 

Voraussetzungen des §326BGB,als Vorbehaltska
・・

 ufer in Zahlungsverzug gera
・・

 t.Ich fu
・・

 hre u
・・

 ber 

diesem Unterschied aus,das es zwischen §326BGB und §455BGB liegt.

 Zudem liegt die Frage darin,ob Vorbehaltsverka
・・

 ufer die verkaufte Sache ohne Ru
・・

 cktritt

zura
・・

 cknehmen kann.Zur Frage sind zwischen die Rechtsprechung und die Literatur umstritten.

Die Auffassung des Reichsgerichts hat zwischen die bejahende und die verneinende Meinung 

unterschieden,aber BGH Urteil(BGHZ54,214)in Letzter Zeit ist das ru
・・

 cktrittsunabha
・・

 ngiges

Ru
・・

 cknahmerecht des Vorbehaltsverka
・・

 ufers unzula
・・

 ssig. Vorbehaltsverka
・・

 ufer mu � also die 

verkaufte Sache nach dem Ru
・・

 cktritt wegen §455BGB oder §326BGB zuru
・・

 cknehmen.

 Ⅲ．Eigentumsherausgabeanspruch des Vorbehaltsverka
・・

 ufers bei Verja
・・

 hrung der 

Kaufpreisforderung

 Ferner dieser Aufsatz will sich mit dem Verha
・・

 ltnis des Eigentumsvorbehalts zu der dauernden 

peremptorischen Einrede im Fall,wenn die Verja
・・

 hrung der Kaufpreisforderung eintritt.Der Ka
・・

 ufer 

hat nach dem §222Abs.1BGB das Verweigerungsrecht seiner Leistung insofern,als die 

Kaufpreisforderung verja
・・

 hrt hat.Demgema
・・

  � kann der Vorbehaltsverka・・ ufer von Vertrag nicht mehr 

zuru
・・

 cktreten,weil er die Voraussetzungen des Ru
・・

 cktritts verliert(§455BGB,§326BGB).In dem 

Fall der Verja
・・

 hrung der Kaupreisforderung verlischt der Eigentumsherausgabeanspruch(§

985BGB) des Vorbehaltsverka
・・

 ufers ? Das ist aber dieser Rechtsfolge nicht angemessen.Darauf 

soll das §223BGB analog anwendet werden(viele von der Rechtsprechung und der Literatur 

Abs.2).

 Ⅵ．Anstelle von Schlu �― die Anwendbarkeit der angegebenen Problemen auf das Japanisches 

BGB und die Aufgabe―

 Zum Schlu � wird sich mit diesem Abschnitt u・・ ber Verha・・ ltnis zwischen Deutsches- und 

Japanischesprivatrecht fu
・・

 r die hier ausgefu
・・

 hrten Probleme.
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